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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　親水性支持体上に、（Ａ）赤外線吸収剤、（Ｂ）重合開始剤、（Ｃ）重合性モノマー、
及び、（Ｄ）アルキレンオキシ基を分子内に含み、且つ、下記一般式（１）で表される基
及び下記一般式（２）で表される基の少なくとも１種を側鎖に有する高分子化合物を含有
する画像記録層を有することを特徴とする平版印刷版原版。

【化１】
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〔一般式（１）中、Ｒ１～Ｒ８は、各々独立に、水素原子又は１価の置換基を表す。Ｘ１

及びＹ１は、各々独立に、単結合又は２価の連結基を表す。一般式（２）中、Ｒ９～Ｒ１

７は、各々独立に、水素原子又は１価の置換基を表す。Ａ及びＢは、各々独立に、水素原
子又は１価の置換基を表すが、少なくとも一方はＯＨ基である。Ｘ２及びＹ２は、各々独
立に、単結合又は２価の連結基を表す。〕
【請求項２】
　前記一般式（１）で表される基及び前記一般式（２）で表される基が、それぞれ、以下
に示す条件を満たす構造を有することを特徴とする請求項１に記載の平版印刷版原版。
　一般式（１）中、Ｒ１～Ｒ８は、各々独立に、水素原子、アルキル基、又はアリール基
を表し、Ｘ１及びＹ１は、各々独立に、－Ｏ－又は－ＮＲ２０－を表す。
　一般式（２）中、Ｒ９～Ｒ１７は、各々独立に、水素原子、アルキル基、又はアリール
基を表し、Ａ及びＢは、各々独立に、水素原子又は１価の置換基を表すが、少なくとも一
方はＯＨ基であり、Ｘ２及びＹ２は、各々独立に、－Ｏ－又は－ＮＲ２１－を表す。
　ここで、Ｒ２０及びＲ２１は、各々独立に、水素原子、アルキル基、又はアリール基を
表す。
【請求項３】
　前記（Ｄ）の高分子化合物が、アルキレンオキシ基を分子内に含み、且つ、前記一般式
（１）で表される基の少なくとも１種を側鎖に有する高分子化合物であることを特徴とす
る請求項１又は請求項２に記載の平版印刷版原版。
【請求項４】
　前記画像記録層が、マイクロカプセル又はミクロゲルを含有することを特徴する請求項
１～請求項３のいずれか１項に記載の平版印刷版原版。
【請求項５】
　前記親水性支持体上に、８ｍｇ／ｍ２以上のＳｉ原子が付着していることを特徴とする
請求項１～請求項４のいずれか１項に記載の平版印刷版原版。
【請求項６】
　前記画像記録層が、露光後、印刷機上で印刷インキと湿し水とが供給されて未露光部分
が除去されることにより画像形成可能であることを特徴とする請求項１～請求項５のいず
れか１項に記載の平版印刷版原版。
【請求項７】
　請求項６に記載の平版印刷版原版を画像様に露光する工程と、露光後の平版印刷版原版
になんらの現像処理を施すことなく、印刷インキと湿し水とを供給して印刷する印刷工程
と、を有し、該印刷工程の途上において平版印刷版原版の未露光部分が除去されることを
特徴とする印刷方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、レーザーによる画像記録が可能であり、且つ、機上現像が可能な平版印刷版
原版、及びそれを用いた印刷方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、平版印刷版は、印刷過程でインキを受容する親油性の画像部と、湿し水を受容
する親水性の非画像部とからなる。平版印刷は、水と油性インキが互いに反発する性質を
利用して、平版印刷版の親油性の画像部をインキ受容部、親水性の非画像部を湿し水受容
部（インキ非受容部）として、平版印刷版の表面にインキの付着性の差異を生じさせ、画
像部のみにインキを着肉させた後、紙などの被印刷体にインキを転写して印刷する方法で
ある。
　この平版印刷版を作製するため、従来、親水性の支持体上に親油性の感光性樹脂層（画
像記録層）を設けてなる平版印刷版原版（ＰＳ版）が広く用いられている。通常は、平版
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印刷版原版を、リスフィルムなどの原画を通した露光を行った後、画像部に対応する画像
記録層を残存させ、非画像部に対応する不要な画像記録層をアルカリ性現像液又は有機溶
剤含有現像液によって溶解除去し、親水性の支持体表面を露出させて非画像部を形成する
方法により製版を行って、平版印刷版を得ている。
【０００３】
　従来の平版印刷版原版の製版工程においては、露光の後、不要な画像記録層を現像液な
どによって溶解除去する工程が必要であるが、このような付加的に行われる湿式処理を不
要化又は簡易化することが課題の一つとして挙げられている。特に、近年、地球環境への
配慮から湿式処理に伴って排出される廃液の処分が産業界全体の大きな関心こととなって
いるので、上記課題の解決の要請は一層強くなってきている。
【０００４】
　これに対して、簡易な製版方法の一つとして、画像記録層の不要部分の除去を通常の印
刷工程の中で行えるような画像記録層を用い、露光後、印刷機上で画像記録層の不要部分
を除去して平版印刷版を得る、機上現像と呼ばれる方法が提案されている。
　機上現像の具体的方法としては、例えば、湿し水、インキ溶剤又は湿し水とインキとの
乳化物に溶解し又は分散することが可能な画像記録層を有する平版印刷版原版を用いる方
法、印刷機のローラ類やブランケットとの接触により、画像記録層の力学的除去を行う方
法、湿し水、インキ溶剤などの浸透によって画像記録層の凝集力又は画像記録層と支持体
との接着力を弱めた後、ローラ類やブランケットとの接触により、画像記録層の力学的除
去を行う方法が挙げられる。
　なお、本発明においては、特別な説明がない限り、「現像処理工程」とは、印刷機以外
の装置（通常は自動現像機）を使用し、液体（通常はアルカリ性現像液）を接触させるこ
とにより、平版印刷版原版の未露光部分の画像記録層を除去し、親水性支持体表面を露出
させる工程を指し、「機上現像」とは、印刷機を用いて、液体（通常は印刷インキ及び／
又は湿し水）を接触させることにより、平版印刷版原版の未露光部分の画像記録層を除去
し、親水性支持体表面を露出させる方法及び工程を指す。
【０００５】
　一方、近年、画像情報をコンピュータで電子的に処理し、蓄積し、出力する、デジタル
化技術が広く普及してきており、このようなデジタル化技術に対応した新しい画像出力方
式が種々実用されるようになってきている。これに伴い、レーザー光のような高収斂性の
輻射線にデジタル化された画像情報を担持させて、その光で平版印刷版原版を走査露光し
、リスフィルムを介することなく、直接平版印刷版を製造するコンピュータ・トゥ・プレ
ート技術が注目されてきている。したがって、このような技術に適応した平版印刷版原版
を得ることが重要な技術課題の一つとなっている。
【０００６】
　上述したような製版作業の簡素化、乾式化又は無処理化では、露光後の画像記録層が現
像処理によって定着されていないので感光性を有し、印刷までの間にかぶってしまう可能
性があるため、明室又は黄色灯下で取り扱い可能な画像記録層及び光源が必要とされる。
　そのようなレーザー光源としては、波長７６０～１２００ｎｍの赤外線を放射する半導
体レーザー及びＹＡＧレーザー等の固体レーザーは、高出力かつ小型のものを安価に入手
できるようになったことから、極めて有用である。また、ＵＶレーザーも用いることがで
きる。
【０００７】
　この赤外線レーザーで画像記録をする機上現像型の平版印刷版原版として、例えば、特
許文献１には、親水性結合剤中に疎水性熱可塑性重合体粒子を分散させた画像形成層を親
水性支持体上に設けた平版印刷版原版が記載されている。この特許文献１には、上記平版
印刷版原版を赤外線レーザーにより露光して、疎水性熱可塑性重合体粒子を熱により合体
させて画像を形成させた後、印刷機のシリンダー上に取り付け、湿し水及び／又はインキ
により機上現像することが可能である旨記載されている。
　このように微粒子の単なる熱融着による合体で画像を形成させる方法は、良好な機上現
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た。
【０００８】
　また、特許文献２及び３には、親水性支持体上に、重合性化合物を内包するマイクロカ
プセルを含む平版印刷版原版が記載されている。
　更に、特許文献４～５には、支持体上に、赤外線吸収剤とラジカル重合開始剤と重合性
化合物とを含有する感光層を設けた平版印刷版原版が記載されている。更にエチレン性不
飽和結合を少なくとも１つ有する高分子化合物を含有する感光層を設けた平版印刷版が記
載されている。このように重合反応を用いる方法は、重合体微粒子の熱融着により形成さ
れる画像部に比べ、画像部の化学結合密度が高いため画像強度が比較的良好であるという
特徴を有するが、機上現像性が不十分であり、特に、日数経時後に機上現像性大きく低下
する問題を有していた。
　一方、機上現像性改良のためには、例えば、特許文献６に記載されているように、エー
テル基、エステル基及びアミド基のうち少なくとも１つを分子内に有する高分子化合物を
用いる方法が挙げられるが、この方法では耐刷性が不十分であるといった問題を有してい
た。
　なお、現像処理が施される平版印刷版原版であっても、未露光部（非画像部）の現像除
去性の向上と、耐刷性の向上と、の両立が望まれているのが現状である。
【特許文献１】特許第２９３８３９７号明細書
【特許文献２】特開２００１－２７７７４０号公報
【特許文献３】特開２００１－２７７７４２号公報
【特許文献４】特開２００２－２８７３３４号公報
【特許文献５】特開２００６－１１１８６０号公報
【特許文献６】特開２００６－１１６９４１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　従って、本発明は、良好な耐刷性を維持しつつ、且つ、良好な現像除去性を達成しうる
平版印刷版原版、及びそれを用いた印刷方法を提供することを目的とし、この目的を達成
することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、種々の高分子化合物を検討した結果、特定位置にヒドロキシル基を有す
る重合性官能基を有する骨格、及びアルキレンオキシ骨格を有する高分子化合物を添加し
た画像記録層に用いることにより、充分な耐刷性を有し、且つ、良好な現像除去性を達成
しうる（機上現像型の）平版印刷版原版を達成できることを見出し、本発明に到達した。
【００１１】
　即ち、本発明は以下の通りである。
（１）　親水性支持体上に、（Ａ）赤外線吸収剤、（Ｂ）重合開始剤、（Ｃ）重合性モノ
マー、及び、（Ｄ）アルキレンオキシ基を分子内に含み、且つ、下記一般式（１）で表さ
れる基及び下記一般式（２）で表される基の少なくとも１種を側鎖に有する高分子化合物
を含有する画像記録層を有することを特徴とする平版印刷版原版。
【００１２】
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【化１】

【００１３】
　上記一般式（１）中、Ｒ１～Ｒ８は、各々独立に、水素原子又は１価の置換基を表す。
Ｘ１及びＹ１は、各々独立に、単結合又は２価の連結基を表す。上記一般式（２）中、Ｒ
９～Ｒ１７は、各々独立に、水素原子又は１価の置換基を表す。Ａ及びＢは、各々独立に
、水素原子又は１価の置換基を表すが、少なくとも一方はＯＨ基である。Ｘ２及びＹ２は
、各々独立に、単結合又は２価の連結基を表す。
【００１４】
（２）　前記一般式（１）で表される基及び前記一般式（２）で表される基が、それぞれ
、以下に示す条件を満たす構造を有することを特徴とする前記（１）に記載の平版印刷版
原版。
　一般式（１）中、Ｒ１～Ｒ８は、各々独立に、水素原子、アルキル基、又はアリール基
を表し、Ｘ１及びＹ１は、各々独立に、－Ｏ－又は－ＮＲ２０－を表す。
　一般式（２）中、Ｒ９～Ｒ１７は、各々独立に、水素原子、アルキル基、又はアリール
基を表し、Ａ及びＢは、各々独立に、水素原子又は１価の置換基を表すが、少なくとも一
方はＯＨ基であり、Ｘ２及びＹ２は、各々独立に、－Ｏ－又は－ＮＲ２１－を表す。
　ここで、Ｒ２０及びＲ２１は、各々独立に、水素原子、アルキル基、又はアリール基を
表す。
【００１５】
（３）　前記（Ｄ）の高分子化合物が、アルキレンオキシ基を分子内に含み、且つ、前記
一般式（１）で表される基の少なくとも１種を側鎖に有する高分子化合物であることを特
徴とする前記（１）又は（２）に記載の平版印刷版原版。
【００１６】
（４）　前記画像記録層が、マイクロカプセル又はミクロゲルを含有することを特徴する
前記（１）～（３）のいずれか１に記載の平版印刷版原版。
（５）　前記親水性支持体上に、８ｍｇ／ｍ２以上のＳｉ原子が付着していることを特徴
とする前記（１）～（４）のいずれか１に記載の平版印刷版原版。
（６）　前記画像記録層が、露光後、印刷機上で印刷インキと湿し水とが供給されて未露
光部分が除去されることにより画像形成可能であることを特徴とする前記（１）～（５）
のいずれか１に記載の平版印刷版原版。
（７）　前記（６）に記載の平版印刷版原版を画像様に露光する工程と、露光後の平版印
刷版原版になんらの現像処理を施すことなく、印刷インキと湿し水とを供給して印刷する
印刷工程と、を有し、該印刷工程の途上において平版印刷版原版の未露光部分が除去され
ることを特徴とする印刷方法。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、良好な耐刷性を維持しつつ、且つ、良好な現像除去性を達成しうる平
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版印刷版原版、及びそれを用いた印刷方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
≪平版印刷版原版≫
　本発明の平版印刷版原版は、親水性支持体上に、（Ａ）赤外線吸収剤、（Ｂ）重合開始
剤、（Ｃ）重合性モノマー、及び（Ｄ）アルキレンオキシ基を分子内に含み、且つ、一般
式（１）で表される基及び一般式（２）で表される基の少なくとも１種を側鎖に有する高
分子化合物（以下、適宜、「特定高分子化合物」と称する。）を含有する画像記録層を有
することを特徴とする。特に、画像記録層が、露光後、印刷機上で印刷インキと湿し水と
が供給されて未露光部分が除去される（即ち、機上現像される）ことにより画像形成可能
であることが好ましい。
　また、本発明の平版印刷版原版は、支持体上に設けられた画像記録層上に、更に保護層
を有する構成であってもよい。
　以下、本発明の平版印刷版原版について詳細に説明する。
【００１９】
＜画像記録層＞
〔（Ｄ）特定高分子化合物〕
　本発明では、画像記録層の皮膜特性や機上現像性の向上のため、バインダーポリマーと
して、（Ｄ）アルキレンオキシ基を分子内に含み、且つ、下記一般式（１）で表される基
及び下記一般式（２）で表される基の少なくとも１種を側鎖に有する高分子化合物を含有
する。
【００２０】
【化２】

【００２１】
　上記一般式（１）中、Ｒ１～Ｒ８は、各々独立に、水素原子又は１価の置換基を表す。
Ｘ１及びＹ１は、各々独立に、単結合又は２価の連結基を表す。上記一般式（２）中、Ｒ
９～Ｒ１７は、各々独立に、水素原子又は１価の置換基を表す。Ａ及びＢは、各々独立に
、水素原子又は１価の置換基を表すが、少なくとも一方はＯＨ基である。Ｘ２及びＹ２は
、各々独立に、単結合又は２価の連結基を表す。
【００２２】
　本発明における特定高分子化合物は、アルキレンオキシ基を有すると共に、一般式（１
）又は一般式（２）に示されるように親水性のヒドロキシル基を側鎖に有することにより
、非画像部（未露光部）における現像除去性や機上現像性を高めることができる。
　その一方、画像部（露光部）においては、一般式（１）又は（２）で表される基の末端
の重合性基が、特定高分子化合物同士や（Ｃ）重合性モノマーと架橋反応することにより
、隣接して存在するヒドロキシル基が架橋ネットワークの中に取込まれることで、親水性
が発現され難くなり、親油性（疎水的）になると考えられる。一般的に、平版印刷版原版
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における耐刷性は、画像部の膜強度が十分であること、親油性であることで向上する。そ
のため、本発明の平版印刷版原版では、特定高分子化合物を用いることで架橋密度が高め
られて画像部の膜強度が向上すると共に、親油性も高くなることから、優れた耐刷性を得
ることができるものと考えられる。
　以上のことから、本発明の平版印刷版原版は、現像除去性や機上現像性の向上と、耐刷
性の向上と、が両立できるものと推定される。
　本発明における特定高分子化合物としては、現像除去性や機上現像性、耐刷の観点から
、アルキレンオキシ基を分子内に含み、且つ、一般式（１）で表される基の少なくとも１
種を側鎖に有する高分子化合物であることが好ましく、特に、一般式（１）で表される基
を側鎖の末端に有する高分子化合物ことが好ましい。
【００２３】
（一般式（１）で表される基）
　まず、本発明における特定高分子化合物を構成する下記一般式（１）で表される基につ
いて説明する。
【００２４】
【化３】

【００２５】
　上記一般式（１）中、Ｒ１～Ｒ８は、各々独立に、水素原子、又は１価の置換基を表す
。Ｘ1、及びＹ1は、単結合又は、２価の連結基を表す。
　前記一般式（１）において、Ｒ１～Ｒ８が１価の置換基である場合、該１価の置換基と
しては、ハロゲン原子、アミノ基、置換アミノ基、置換カルボニル基、置換オキシ基、チ
オール基、チオエーテル基、シリル基、ニトロ基、シアノ基、アルキル基、アルケニル基
、アルキニル基、アリール基、ヘテロ環基、スルホ基、置換スルホニル基、スルホナト基
、置換スルフィニル基、ホスホノ基、置換ホスホノ基、ホスホナト基、置換ホスホナト基
等が挙げられる。
　これらの中でも、機上現像性と耐刷性とのバランスに特に優れている平版印刷版原版が
得られるといった点から、Ｒ１～Ｒ８は、各々独立に、水素原子、アルキル基、又はアリ
ール基であることが好ましい。
【００２６】
　Ｒ１～Ｒ６で表されるアルキル基としては、炭素原子数が１から２０までの直鎖状、分
岐状又は環状のアルキル基を挙げることができる。これらの中でも、炭素原子数１から１
２までの直鎖状のアルキル基、炭素原子数３から１２までの分岐状のアルキル基、及び炭
素原子数５から１０までの環状のアルキル基がより好ましい。その具体例としては、メチ
ル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチ
ル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基、トリデシル基、ヘキサデシル基
、オクタデシル基、エイコシル基、イソプロピル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－
ブチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、１－メチルブチル基、イソヘキシル基、２
－エチルヘキシル基、２－メチルヘキシル基、シクロヘキシル基、シクロペンチル基、及
び２－ノルボルニル基を挙げられる。
【００２７】
　Ｒ１～Ｒ６で表されるアルキル基が置換基を有する場合（すなわち、置換アルキル基で
ある場合）、置換アルキル基のアルキル部分としては、上述した炭素数１から２０までの
アルキル基上の水素原子のいずれか１つを除し、２価の有機残基としたものを挙げること
ができ、好ましい炭素原子数の範囲についても上記アルキル基と同様である。
【００２８】
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　上記置換アルキル基の好ましい具体例としては、クロロメチル基、ブロモメチル基、２
－クロロエチル基、トリフルオロメチル基、メトキシメチル基、メトキシカルボニルメチ
ル基、イソプロポキシメチル基、ブトキシメチル基、ｓ－ブトキシブチル基、メトキシエ
トキシエチル基、アリルオキシメチル基、フェノキシメチル基、アセチルオキシメチル基
、メチルチオメチル基、トリルチオメチル基、ピリジルメチル基、テトラメチルピペリジ
ニルメチル基、Ｎ－アセチルテトラメチルピペリジニルメチル基、トリメチルシリルメチ
ル基、メトキシエチル基、エチルアミノエチル基、ジエチルアミノプロピル基、モルホリ
ノプロピル基、アセチルオキシメチル基、ベンゾイルオキシメチル基、Ｎ－シクロヘキシ
ルカルバモイルオキシエチル基、Ｎ－フェニルカルバモイルオキシエチル基、アセチルア
ミノエチル基、Ｎ－メチルベンゾイルアミノプロピル基、２－オキソエチル基、２－オキ
ソプロピル基、カルボキシプロピル基、メトキシカルボニルエチル基、アリルオキシカル
ボニルブチル基、クロロフェノキシカルボニルメチル基、
【００２９】
カルバモイルメチル基、Ｎ－メチルカルバモイルエチル基、Ｎ，Ｎ－ジプロピルカルバモ
イルメチル基、Ｎ－（メトキシフェニル）カルバモイルエチル基、Ｎ－メチル－Ｎ－（ス
ルホフェニル）カルバモイルメチル基、スルホブチル基、スルホナトブチル基、スルファ
モイルブチル基、Ｎ－エチルスルファモイルメチル基、Ｎ，Ｎ－ジプロピルスルファモイ
ルプロピル基、Ｎ－トリルスルファモイルプロピル基、Ｎ－メチル－Ｎ－（ホスホノフェ
ニル）スルファモイルオクチル基、ホスホノブチル基、ホスホナトヘキシル基、ジエチル
ホスホノブチル基、ジフェニルホスホノプロピル基、メチルホスホノブチル基、メチルホ
スホナトブチル基、トリルホスホノヘキシル基、トリルホスホナトヘキシル基、ホスホノ
オキシプロピル基、ホスホナトオキシブチル基、ベンジル基、フェネチル基、α－メチル
ベンジル基、１－メチル－１－フェニルエチル基、ｐ－メチルベンジル基、等を挙げるこ
とができる。
【００３０】
　Ｒ１～Ｒ６で表されるアルキル基に導入可能な置換基としては、上記置換アルキル基の
説明中に記載された置換基の他、以下に例示する非金属原子から構成される１価の置換基
も挙げられる。上述した置換基を含む好ましい例としては、ハロゲン原子（－Ｆ、－Ｂｒ
、－Ｃｌ、－Ｉ）、ヒドロキシル基、アルコキシ基、アリーロキシ基、メルカプト基、ア
ルキルチオ基、アリールチオ基、アルキルジチオ基、アリールジチオ基、アミノ基、Ｎ－
アルキルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノ基、Ｎ－アリールアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジア
リールアミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールアミノ基、アシルオキシ基、カルバモイル
オキシ基、Ｎ－アルキルカルバモイルオキシ基、Ｎ－アリールカルバモイルオキシ基、Ｎ
，Ｎ－ジアルキルカルバモイルオキシ基、Ｎ，Ｎ－ジアリールカルバモイルオキシ基、Ｎ
－アルキル－Ｎ－アリールカルバモイルオキシ基、アルキルスルホキシ基、アリールスル
ホキシ基、アシルチオ基、アシルアミノ基、Ｎ－アルキルアシルアミノ基、Ｎ－アリール
アシルアミノ基、ウレイド基、Ｎ’－アルキルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアルキルウレ
イド基、Ｎ’－アリールウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアリールウレイド基、Ｎ’－アルキ
ル－Ｎ’－アリールウレイド基、Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ
’－アルキル－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ
’，Ｎ’－ジアルキル－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアルキル－Ｎ－アリー
ルウレイド基、Ｎ’－アリール－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’－アリール－Ｎ－アリー
ルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアリール－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアリ
ール－Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリール－Ｎ－アルキルウレイ
ド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリール－Ｎ－アリールウレイド基、
【００３１】
アルコキシカルボニルアミノ基、アリーロキシカルボニルアミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－
アルコキシカルボニルアミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリーロキシカルボニルアミノ基、
Ｎ－アリール－Ｎ－アルコキシカルボニルアミノ基、Ｎ－アリール－Ｎ－アリーロキシカ
ルボニルアミノ基、ホルミル基、アシル基、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基、
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アリーロキシカルボニル基、カルバモイル基、Ｎ－アルキルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジ
アルキルカルバモイル基、Ｎ－アリールカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアリールカルバモイ
ル基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールカルバモイル基、アルキルスルフィニル基、アリール
スルフィニル基、アルキルスルホニル基、アリールスルホニル基、スルホ基（－ＳＯ３Ｈ
）及びその共役塩基基（スルホナト基と称す）、アルコキシスルホニル基、アリーロキシ
スルホニル基、スルフィナモイル基、Ｎ－アルキルスルフィナモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアル
キルスルフィイナモイル基、Ｎ－アリールスルフィナモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアリールスル
フィナモイル基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールスルフィナモイル基、スルファモイル基、
Ｎ－アルキルスルファモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルスルファモイル基、Ｎ－アリールス
ルファモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアリールスルファモイル基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールス
ルファモイル基、
【００３２】
ホスホノ基（－ＰＯ３Ｈ２）及びその共役塩基基（ホスホナト基と称する。）、ジアルキ
ルホスホノ基（－ＰＯ３（ａｌｋｙｌ）２）「ａｌｋｙｌ＝アルキル基、以下同」、ジア
リールホスホノ基（－ＰＯ３（ａｒｙｌ）２）「ａｒｙｌ＝アリール基、以下同」、アル
キルアリールホスホノ基（－ＰＯ３（ａｌｋｙｌ）（ａｒｙｌ））、モノアルキルホスホ
ノ基（－ＰＯ３（ａｌｋｙｌ））及びその共役塩基基（アルキルホスホナト基と称する。
）、モノアリールホスホノ基（－ＰＯ３Ｈ（ａｒｙｌ））及びその共役塩基基（アリール
ホスホナト基と称する。）、ホスホノオキシ基（－ＯＰＯ３Ｈ２）及びその共役塩基基（
ホスホナトオキシ基と称す）、ジアルキルホスホノオキシ基（－ＯＰＯ３Ｈ（ａｌｋｙｌ
）２）、ジアリールホスホノオキシ基（－ＯＰＯ３（ａｒｙｌ）２）、アルキルアリール
ホスホノオキシ基（－ＯＰＯ３（ａｌｋｙｌ）（ａｒｙｌ））、モノアルキルホスホノオ
キシ基（－ＯＰＯ３Ｈ（ａｌｋｙｌ））及びその共役塩基基（アルキルホスホナトオキシ
基と称する。）、モノアリールホスホノオキシ基（－ＯＰＯ３Ｈ（ａｒｙｌ））及びその
共役塩基基（アリールホスホナトオキシ基と称する。）、シアノ基、ニトロ基、アリール
基、アルケニル基、アルキニル基、ヘテロ環基、シリル基、等が挙げられる。
【００３３】
　Ｒ１～Ｒ６で表されるアルキル基に導入可能な置換基におけるアルキル部分の具体例と
しては、上述したＲ１～Ｒ６が置換アルキル基である場合と同様であり、好ましい範囲も
同様である。
　また、Ｒ１～Ｒ６で表されるアルキル基に導入可能な置換基におけるアリール部分の具
体例としては、フェニル基、ビフェニル基、ナフチル基、トリル基、キシリル基、メシチ
ル基、クメニル基、クロロフェニル基、ブロモフェニル基、クロロメチルフェニル基、ヒ
ドロキシフェニル基、メトキシフェニル基、エトキシフェニル基、フェノキシフェニル基
、アセトキシフェニル基、ベンゾイロキシフェニル基、メチルチオフェニル基、フェニル
チオフェニル基、メチルアミノフェニル基、ジメチルアミノフェニル基、アセチルアミノ
フェニル基、カルボキシフェニル基、メトキシカルボニルフェニル基、エトキシフェニル
カルボニル基、フェノキシカルボニルフェニル基、Ｎ－フェニルカルバモイルフェニル基
、シアノフェニル基、スルホフェニル基、スルホナトフェニル基、ホスホノフェニル基、
ホスホナトフェニル基、等を挙げることができる。
【００３４】
　Ｒ１～Ｒ６で表されるアルケニル基としては、炭素原子数２から２０のアルケニル基を
挙げることができる。これらの中でも、炭素原子数２から１０までのアルケニル基が好ま
しく、炭素原子数２から８までのアルケニル基がより好ましい。アルケニル基は、更に置
換基を有していてもよい。導入可能な置換基としては、例えば、ハロゲン原子、アルキル
基、置換アルキル基、アリール基、及び置換アリール基を挙げることができ、ハロゲン原
子、炭素原子数１から１０までの直鎖状、分岐状、環状のアルキル基が好ましい。アルケ
ニル基の具体例としては、例えば、ビニル基、１－プロペニル基、１－ブテニル基、シン
ナミル基、１－ペンテニル基、１－ヘキセニル基、１－オクテニル基、１－メチル－１－
プロペニル基、２－メチル－１－プロペニル基、２－メチル－１－ブテニル基、２－フェ
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ニル－１－エテニル基、２－クロロ－１－エテニル基、アリル基、２－ブテニル基、２－
メチルアリル基、２－メチル－３－ブテニル基、３－メチル－２－ブテニル基、等が挙げ
られる。
【００３５】
　Ｒ１～Ｒ６で表されるアルキニル基としては、炭素原子数２から２０のアルキニル基を
挙げることができる。これらの中でも、炭素原子数２から１０までのアルキニル基が好ま
しく、炭素原子数２から８までのアルキニル基がより好ましい。その具体例としては、エ
チニル基、１－プロピニル基、１－ブチニル基、フェニルエチニル基、トリメチルシリル
エチニル基、２－プロピニル基、２－ブチニル基、３－ブチニル基、等が挙げられる。
【００３６】
　Ｒ１～Ｒ６で表されるアリール基としては、ベンゼン環、２個から３個のベンゼン環が
縮合環を形成したもの、ベンゼン環と５員不飽和環が縮合環を形成したものなどが挙げら
れる。具体例としては、フェニル基、ナフチル基、アントリル基、フェナントリル基、イ
ンデニル基、アセナフテニル基、フルオレニル基を挙げることができ、これらのなかでは
、フェニル基、ナフチル基がより好ましい。
【００３７】
　また、Ｒ１～Ｒ６で表されるアリール基は、環を形成する炭素原子上に置換基を有して
いてもよく、そのような置換基としては、非金属原子から構成される１価の置換基が挙げ
られる。導入される置換基の好ましい例としては、前述したアルキル基、置換アルキル基
、及び、置換アルキル基における置換基の説明において、記載したものを挙げることがで
きる。
【００３８】
　Ｒ１～Ｒ６で表されるヘテロ環基としては、３員環から８員環のヘテロ環基が好ましく
、窒素原子、酸素原子、硫黄原子を含む３～６員環のヘテロ環基がより好ましく、窒素原
子、酸素原子、硫黄原子を含む５～６員環のヘテロ環基が更に好ましい。具体的には、ピ
ロール環基、フラン環基、チオフェン環基、ベンゾピロール環基、ベンゾフラン環基、ベ
ンゾチオフェン環基、ピラゾール環基、イソキサゾール環基、イソチアゾール環基、イン
ダゾール環基、ベンゾイソキサゾール環基、ベンゾイソチアゾール環基、イミダゾール環
基、オキサゾール環基、チアゾール環基、ベンズイミダゾール環基、ベンズオキサゾール
環基、ベンゾチアゾール環基、ピリジン環基、キノリン環基、イソキノリン環基、ピリダ
ジン環基、ピリミジン環基、ピラジン環基、フタラジン環基、キナゾリン環基、キノキサ
リン環基、アシリジン環基、フェナントリジン環基、カルバゾール環基、プリン環基、ピ
ラン環基、ピペリジン環基、ピペラジン環基、モルホリン環基、インドール環基、インド
リジン環基、クロメン環基、シンノリン環基、アクリジン環基、フェノチアジン環基、テ
トラゾール環基、トリアジン環基、等が挙げられる。
【００３９】
　また、Ｒ１～Ｒ６で表されるヘテロ環基は、環を形成する炭素原子上に置換基を有して
いてもよく、そのような置換基としては、非金属原子から構成される１価の置換基が挙げ
られる。導入される置換基の好ましい例としては、前述したアルキル基、置換アルキル基
、及び、置換アルキル基における置換基の説明において、記載したものを挙げることがで
きる。
【００４０】
　Ｒ１～Ｒ６で表されるシリル基としては、置換基を有していてもよく、炭素数０から３
０のシリル基が好ましく、炭素数３から２０のシリル基がより好ましく、炭素数３から１
０のシリル基が更に好ましい。その具体例としては、トリメチルシリル基、トリエチルシ
リリル基、トリプロピルシリル基、トリイソプロピルシリル基、シクロヘキシルジメチル
シリル基、ジメチルビニルシリル基等が挙げられる。
【００４１】
　Ｒ１～Ｒ６で表されるチオエーテル基としては、置換基を有していてもよく、炭素数０
から３０のチオエーテル基が好ましく、炭素数３から２０のチオエーテル基がよりこのま
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しく、炭素数１から１０のチオエーテル基がより好ましい。
　その具体例としては、メチルチオ基、エチルチオ基、シクロへキシルチオ基などのアル
キルチオ基、フェニルチオ基等のアリールチオ基等が挙げられる。
【００４２】
　Ｒ１～Ｒ６で表される置換オキシ基（Ｒ０６Ｏ－）としては、Ｒ０６が水素原子を除く
一価の非金属原子団からなる基であるものを用いることができる。好ましい置換オキシ基
としては、アルコキシ基、アリーロキシ基、アシルオキシ基、カルバモイルオキシ基、Ｎ
－アルキルカルバモイルオキシ基、Ｎ－アリールカルバモイルオキシ基、Ｎ，Ｎ－ジアル
キルカルバモイルオキシ基、Ｎ，Ｎ－ジアリールカルバモイルオキシ基、Ｎ－アルキル－
Ｎ－アリールカルバモイルオキシ基、アルキルスルホキシ基、アリールスルホキシ基、ホ
スホノオキシ基、ホスホナトオキシ基を挙げることができる。これらにおけるアルキル基
、並びにアリール基としては前述のアルキル基、置換アルキル基並びに、アリール基、置
換アリール基として示したものを挙げることができる。また、アシルオキシ基におけるア
シル基（Ｒ０７ＣＯ－）としては、Ｒ０７が、先の例として挙げたアルキル基、置換アル
キル基、アリール基並びに置換アリール基のものを挙げることができる。これらの置換基
の中では、アルコキシ基、アリーロキシ基、アシルオキシ基、アリールスルホキシ基がよ
り好ましい。好ましい置換オキシ基の具体例としては、メトキシ基、エトキシ基、プロピ
ルオキシ基、イソプロピルオキシ基、ブチルオキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキ
シ基、ドデシルオキシ基、ベンジルオキシ基、アリルオキシ基、フェネチルオキシ基、カ
ルボキシエチルオキシ基、メトキシカルボニルエチルオキシ基、エトキシカルボニルエチ
ルオキシ基、メトキシエトキシ基、フェノキシエトキシ基、メトキシエトキシエトキシ基
、エトキシエトキシエトキシ基、モルホリノエトキシ基、モルホリノプロピルオキシ基、
アリロキシエトキシエトキシ基、フェノキシ基、トリルオキシ基、キシリルオキシ基、メ
シチルオキシ基、メシチルオキシ基、クメニルオキシ基、メトキシフェニルオキシ基、エ
トキシフェニルオキシ基、クロロフェニルオキシ基、ブロモフェニルオキシ基、アセチル
オキシ基、ベンゾイルオキシ基、ナフチルオキシ基、フェニルスルホニルオキシ基、ホス
ホノオキシ基、ホスホナトオキシ基等が挙げられる。
【００４３】
　Ｒ１～Ｒ６で表されるアミノ基はアミド基も含む置換アミノ基であってもよい。アミド
基も含む置換アミノ基（Ｒ０８ＮＨ－、（Ｒ０９）（Ｒ０１０）Ｎ－）としては、Ｒ０８

、Ｒ０９、Ｒ０１０が水素原子を除く一価の非金属原子団からなる基のものを使用できる
。なおＲ０９とＲ０１０とは結合して環を形成してもよい。置換アミノ基の好ましい例と
しては、Ｎ－アルキルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノ基、Ｎ－アリールアミノ基、
Ｎ，Ｎ－ジアリールアミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールアミノ基、アシルアミノ基、
Ｎ－アルキルアシルアミノ基、Ｎ－アリールアシルアミノ基、ウレイド基、Ｎ’－アルキ
ルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアルキルウレイド基、Ｎ’－アリールウレイド基、Ｎ’，
Ｎ’－ジアリールウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリールウレイド基、Ｎ－アルキ
ルウレイド基、Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ
’－アルキル－Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアルキル－Ｎ－アルキルウレイ
ド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリールウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアルキル－Ｎ－アル
キルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアルキル－Ｎ’－アリール、ウレイド基、Ｎ’－アリー
ル－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’－アリール－Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－
ジアリール－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアリール－Ｎ－アリールウレイド
基、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリール－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ’
－アリール－Ｎ－アリールウレイド基、アルコキシカルボニルアミノ基、アリーロキシカ
ルボニルアミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アルコキシカルボニルアミノ基、Ｎ－アルキル－
Ｎ－アリーロキシカルボニルアミノ基、Ｎ－アリール－Ｎ－アルコキシカルボニルアミノ
基、Ｎ－アリール－Ｎ－アリーロキシカルボニルアミノ基が挙げられる。これらにおける
アルキル基、アリール基としては前述のアルキル基、置換アルキル基、並びにアリール基
、置換アリール基として示したものを挙げることができ、アシルアミノ基、Ｎ－アルキル
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アシルアミノ基、Ｎ－アリールアシルアミノ基おけるアシル基（Ｒ０７ＣＯ－）のＲ０７

は前述のとおりである。これらの内、より好ましいものとしては、Ｎ－アルキルアミノ基
、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノ基、Ｎ－アリールアミノ基、アシルアミノ基が挙げられる。
好ましい置換アミノ基の具体例としては、メチルアミノ基、エチルアミノ基、ジエチルア
ミノ基、モルホリノ基、ピペリジノ基、ピロリジノ基、フェニルアミノ基、ベンゾイルア
ミノ基、アセチルアミノ基等が挙げられる。
【００４４】
　Ｒ１～Ｒ６で表される置換スルホニル基（Ｒ０１１－ＳＯ２－）としては、Ｒ０１１が
一価の非金属原子団からなる基のものを使用できる。より好ましい例としては、アルキル
スルホニル基、アリールスルホニル基、置換又は未置換のスルファモイル基、を挙げるこ
とができる。これらにおけるアルキル基、アリール基としては前述のアルキル基、置換ア
ルキル基、並びにアリール基、置換アリール基として示したものを挙げることができる。
このような、置換スルホニル基の具体例としては、ブチルスルホニル基、フェニルスルホ
ニル基、クロロフェニルスルホニル基、スルファモイル基、Ｎ－アルキルスルファモイル
基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルスルファモイル基、Ｎ－アリールスルファモイル基、Ｎ－アルキ
ル－Ｎ－アリールスルファモイル基、等が挙げられる。
【００４５】
　Ｒ１～Ｒ６で表されるスルホナト基（－ＳＯ３－）は、スルホ基（－ＳＯ３Ｈ）の共役
塩基陰イオン基を意味し、通常は対陽イオンとともに使用されるのが好ましい。このよう
な対陽イオンとしては、一般に知られるもの、すなわち、種々のオニウム類（アンモニウ
ム類、スルホニウム類、ホスホニウム類、ヨードニウム類、アジニウム類等）、並びに金
属イオン類（Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｃａ２＋、Ｚｎ２＋等）が挙げられる。
【００４６】
　Ｒ１～Ｒ６で表される置換カルボニル基（Ｒ０１３－ＣＯ－）としては、Ｒ０１３が一
価の非金属原子団からなる基のものを使用できる。置換カルボニル基の好ましい例として
は、ホルミル基、アシル基、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基、アリーロキシカ
ルボニル基、カルバモイル基、Ｎ－アルキルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルカルバ
モイル基、Ｎ－アリールカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアリールカルバモイル基、Ｎ－アル
キル－Ｎ’－アリールカルバモイル基が挙げられる。これらにおけるアルキル基、アリー
ル基としては前述のアルキル基、置換アルキル基、並びにアリール基、置換アリール基と
して示したものを挙げることができる。これらの内、より好ましい置換カルボニル基とし
ては、ホルミル基、アシル基、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基、アリーロキシ
カルボニル基、カルバモイル基、Ｎ－アルキルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルカル
バモイル基、Ｎ－アリールカルバモイル基が挙げられ、更により好ましいものとしては、
ホルミル基、アシル基、アルコキシカルボニル基並びにアリーロキシカルボニル基が挙げ
られる。好ましい置換カルボニル基の具体例としては、ホルミル基、アセチル基、ベンゾ
イル基、カルボキシル基、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、アリルオキシ
カルボニル基、ジメチルアミノフェニルエテニルカルボニル基、メトキシカルボニルメト
キシカルボニル基、Ｎ－メチルカルバモイル基、Ｎ－フェニルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－
ジエチルカルバモイル基、モルホリノカルボニル基等が挙げられる。
【００４７】
　Ｒ１～Ｒ６で表される置換スルフィニル基（Ｒ０１４－ＳＯ－）としては、Ｒ０１４が
一価の非金属原子団からなる基のものを使用できる。好ましい例としては、アルキルスル
フィニル基、アリールスルフィニル基、スルフィナモイル基、Ｎ－アルキルスルフィナモ
イル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルスルフィナモイル基、Ｎ－アリールスルフィナモイル基、Ｎ
，Ｎ－ジアリールスルフィナモイル基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールスルフィナモイル基
が挙げられる。これらにおけるアルキル基、アリール基としては前述のアルキル基、置換
アルキル基、並びにアリール基、置換アリール基として示したものを挙げることができる
。これらの内、より好ましい例としてはアルキルスルフィニル基、アリールスルフィニル
基が挙げられる。このような置換スルフィニル基の具体例としては、ヘキシルスルフィニ
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ル基、ベンジルスルフィニル基、トリルスルフィニル基等が挙げられる。
【００４８】
　Ｒ１～Ｒ６で表される置換ホスホノ基とは、ホスホノ基上の水酸基の一つ若しくは二つ
が他の有機オキソ基によって置換されたものを意味し、好ましい例としては、前述のジア
ルキルホスホノ基、ジアリールホスホノ基、アルキルアリールホスホノ基、モノアルキル
ホスホノ基、モノアリールホスホノ基が挙げられる。これらの中ではジアルキルホスホノ
基、並びにジアリールホスホノ基がより好ましい。このような具体例としては、ジエチル
ホスホノ基、ジブチルホスホノ基、ジフェニルホスホノ基等が挙げられる。
【００４９】
　Ｒ１～Ｒ６で表されるホスホナト基（－ＰＯ３Ｈ－、－ＰＯ３

２－）とは、ホスホノ基
（－ＰＯ３Ｈ２）の、酸第一解離若しくは、酸第二解離に由来する共役塩基陰イオン基を
意味する。通常は対陽イオンと共に使用されるのが好ましい。このような対陽イオンとし
ては、一般に知られるもの、すなわち、種々のオニウム類（アンモニウム類、スルホニウ
ム類、ホスホニウム類、ヨードニウム類、アジニウム類、等）、並びに金属イオン類（Ｎ
ａ＋、Ｋ＋、Ｃａ２＋、Ｚｎ２＋等）が挙げられる。
【００５０】
　Ｒ１～Ｒ６で表される置換ホスホナト基とは、前述の置換ホスホノ基の内、水酸基を一
つ有機オキソ基に置換したものの共役塩基陰イオン基であり、具体例としては、前述のモ
ノアルキルホスホノ基（－ＰＯ３Ｈ（ａｌｋｙｌ））、モノアリールホスホノ基（－ＰＯ

３Ｈ（ａｒｙｌ））の共役塩基が挙げられる。
【００５１】
　中でも、Ｒ１～Ｒ６としては、各々独立に、水素原子、又はアルキル基であることが最
も好ましく、アルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチ
ル基、ヘキシル基、イソプロピル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、イソ
ペンチル基、ネオペンチル基、シクロヘキシル基であることが好ましい。
【００５２】
　本発明において、一般式（１）中のＲ１～Ｒ５は、合成原料の入手性、及び現像除去性
や基上現像性の点から、全てが水素原子であるか、炭素原子数６以下のアルキル基（メチ
ル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、イソプロピル基、イ
ソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、シクロヘ
キシル基）であることが好ましい。
　また、Ｒ６としては、保存安定性及び、合成容易性の観点から、アルキル基（メチル基
、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、イソプロピル基、イソブ
チル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、シクロヘキシ
ル基）が最も好ましい。
【００５３】
　また、一般式（１）において、Ｒ７及びＲ８としては、各々独立に、水素原子、ハロゲ
ン原子、アミノ基、置換カルボニル基、スルホ基、ニトロ基、シアノ基、置換基を有して
もよいアルキル基、置換基を有してもよいアリール基、置換基を有してもよいアルコキシ
基、置換基を有してもよいアリールオキシ基などが挙げられ、中でも、耐刷性及び原料入
手性の点から、水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基が最も好ましく、その両
方が水素原子であることが特に好ましい。
　置換基を有していてもよいアルキル基の具体例としては、Ｒ１～Ｒ６と同様のものが挙
げられる。
【００５４】
　Ｒ７、及びＲ８で表されるアミノ基の具体例としては、メチルアミノ基、エチルアミノ
基、ジエチルアミノ基、モルホリノ基、ピペリジノ基、ピロリジノ基、フェニルアミノ基
、ベンゾイルアミノ基、アセチルアミノ基等が挙げられる。
【００５５】
　Ｒ７、及びＲ８で表される置換カルボニル基の具体例としては、ホルミル基、アセチル
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基、ベンゾイル基、カルボキシル基、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、ア
リルオキシカルボニル基、ジメチルアミノフェニルエテニルカルボニル基、メトキシカル
ボニルメトキシカルボニル基、Ｎ－メチルカルバモイル基、Ｎ－フェニルカルバモイル基
、Ｎ，Ｎ－ジエチルカルバモイル基、モルホリノカルボニル基等が挙げられる。
【００５６】
　Ｒ７、及びＲ８で表されるスルホ基の具体例としては、ブチルスルホニル基、フェニル
スルホニル基、クロロフェニルスルホニル基、スルファモイル基、Ｎ－アルキルスルファ
モイル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルスルファモイル基、Ｎ－アリールスルファモイル基、Ｎ－
アルキル－Ｎ－アリールスルファモイル基、等が挙げられる。
【００５７】
　Ｒ７、及びＲ８で表される置換基を有していてもよいアリール基の具体例としては、フ
ェニル基、ナフチル基、アントリル基、フェナントリル基、インデニル基、アセナフテニ
ル基、フルオレニル基が挙げられる。
【００５８】
　Ｒ７、及びＲ８で表される置換基を有していてもよいアルコキシ基、及び置換基を有し
ていてもよいアリールオキシ基の具体例としては、メトキシ基、エトキシ基、プロピルオ
キシ基、イソプロピルオキシ基、ブチルオキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基
、ドデシルオキシ基、ベンジルオキシ基、アリルオキシ基、フェネチルオキシ基、カルボ
キシエチルオキシ基、メトキシカルボニルエチルオキシ基、エトキシカルボニルエチルオ
キシ基、メトキシエトキシ基、フェノキシエトキシ基、メトキシエトキシエトキシ基、エ
トキシエトキシエトキシ基、モルホリノエトキシ基、モルホリノプロピルオキシ基、アリ
ロキシエトキシエトキシ基、フェノキシ基、トリルオキシ基、キシリルオキシ基、メシチ
ルオキシ基、メシチルオキシ基、クメニルオキシ基、メトキシフェニルオキシ基、エトキ
シフェニルオキシ基、クロロフェニルオキシ基、ブロモフェニルオキシ基が挙げられる。
【００５９】
　連結基Ｘ１及びＹ１は、各々独立に、単結合又は２価の連結基を表す。
　ここで、Ｘ１は、特定高分子化合物の主鎖骨格と一般式（１）で表される基との連結基
を表す。
　Ｘ１及びＹ１で表される２価の連結基が２価の有機連結基である場合、その２価の有機
連結基としては、１から６０個までの炭素原子、０個から１０個までの窒素原子、０個か
ら５０個までの酸素原子、１個から１００個までの水素原子、及び０個から２０個までの
硫黄原子から成り立つものであることが好ましい。
【００６０】
　具体的には、Ｘ１及びＹ１は、各々独立に、－Ｏ－又は－ＮＲ２０－であることが好ま
しい。ここで、Ｒ２０は、水素原子、アルキル基、又はアリール基を表す。
　Ｒ２０で表されるアルキル基として好ましくは、炭素原子数が１から２０までの直鎖状
、分岐状又は環状のアルキル基を挙げることができる。これらの中でも、炭素原子数１か
ら１２までの直鎖状のアルキル基、炭素原子数３から１２までの分岐状のアルキル基、及
び炭素原子数５から１０までの環状のアルキル基がより好ましい。その具体例としては、
メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オ
クチル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基、トリデシル基、ヘキサデシ
ル基、オクタデシル基、エイコシル基、イソプロピル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、
ｔ－ブチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、１－メチルブチル基、イソヘキシル基
、２－エチルヘキシル基、２－メチルヘキシル基、シクロヘキシル基、シクロペンチル基
、及び２－ノルボルニル基を挙げられる。
【００６１】
　また、Ｒ２０で表されるアリール基として好ましくは、ベンゼン環、２個から３個のベ
ンゼン環が縮合環を形成したもの、ベンゼン環と５員不飽和環が縮合環を形成したものな
どが挙げられる。具体例としては、フェニル基、ナフチル基、アントリル基、フェナント
リル基、インデニル基、アセナフテニル基、フルオレニル基を挙げることができ、これら
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【００６２】
　また、Ｒ２０で表されるアルキル基、又はアリール基は、基を構成する炭素原子上に置
換基を有していてもよく、そのような置換基としては、非金属原子から構成される１価の
置換基が挙げられる。この１価の置換基としては、前述のＲ１～Ｒ６で表されるアルキル
基に導入可能な置換基として挙げられているものが、好ましく用いられる。
【００６３】
　Ｘ１及びＹ１で表される２価の連結基として、より具体的には、下記の２価の基、又は
、それらが適宜組み合わさって構成される基を挙げることができる。
【００６４】
【化４】

【００６５】
　より具体的には、Ｘ１及びＹ１で表される２価の連結基は、下記構造式で表される２価
の基であることが好ましい。
【００６６】
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【化５】

【００６７】
　本発明において、Ｘ１及びＹ１で表される２価の連結基は、－Ｏ－、又は－ＮＨ－であ
ることが特に好ましい。
【００６８】
（一般式（２）で表される基）
　次に、本発明における特定高分子化合物を構成する下記一般式（２）で表される基につ
いて説明する。
【００６９】
【化６】

【００７０】
　上記一般式（２）中、Ｒ９～Ｒ１７は、各々独立に、水素原子又は１価の置換基を表す
。Ａ及びＢは、各々独立に、水素原子又は１価の置換基を表すが、少なくとも一方はＯＨ
基である。Ｘ２及びＹ２は、各々独立に、単結合又は２価の連結基を表す。
【００７１】
　一般式（２）において、Ｒ９～Ｒ１５、Ａ、及びＢが１価の置換基である場合、１価の
置換基としては、ハロゲン原子、アミノ基、置換アミノ基、置換カルボニル基、置換オキ
シ基、チオール基、チオエーテル基、シリル基、ニトロ基、シアノ基、アルキル基、アル
ケニル基、アリール基、ヘテロ環基、スルホ基、置換スルホニル基、スルホナト基、置換
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スルフィニル基、ホスホノ基、置換ホスホノ基、ホスホナト基、置換ホスホナト基等が挙
げられる。
　これらの中でも、機上現像性と耐刷性とのバランスに特に優れている平版印刷版原版が
得られるといった点から、Ｒ９～Ｒ１５は、各々独立に、水素原子、アルキル基、又はア
リール基であることが好ましい。
　各置換基の具体的な態様は、上記一般式（１）におけるＲ１～Ｒ６で表される１価の置
換基と同様である。
【００７２】
　中でも、Ｒ９～Ｒ１５としては、水素原子、又はアルキル基が最も好ましく、アルキル
基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、イ
ソプロピル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、イソペンチル基、ネオペン
チル基、シクロヘキシル基であることが好ましい。
【００７３】
　本発明において、一般式（２）中のＲ９～Ｒ１４としては、合成原料の入手性、及び現
像除去性や基上現像性の点から、全てが水素原子であるか、炭素原子数６以下のアルキル
基（メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、イソプロピ
ル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、
シクロヘキシル基）であることが好ましい。
　また、Ｒ１５としては、保存安定性及び、合成容易性の観点から、アルキル基（メチル
基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、イソプロピル基、イソ
ブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、シクロヘキ
シル基）が最も好ましい。
【００７４】
　また、本発明において、合成容易性の観点から、一般式（２）中のＡがＯＨ基であり、
且つ、Ｂが水素原子であることが好ましい。
【００７５】
　また、一般式（２）において、Ｒ１６及びＲ１７としては、各々独立に、水素原子、ハ
ロゲン原子、アミノ基、置換カルボニル基、スルホ基、ニトロ基、シアノ基、置換基を有
してもよいアルキル基、置換基を有してもよいアリール基、置換基を有してもよいアルコ
キシ基、置換基を有してもよいアリールオキシ基などが挙げられ、中でも、水素原子、ア
ルキル基、又はアリール基であることが好ましく、特に、機上現像性と耐刷性とのバラン
ス、及び、原料入手性の点から、水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基が最も
好ましく、その両方が水素原子であることが特に好ましい。
　各置換基の具体例は、上記一般式（１）におけるＲ７及びＲ８で表される１価の置換基
と同様である。
【００７６】
　連結基Ｘ２及びＹ２は、各々独立に、単結合又は２価の連結基を表す。
　ここで、Ｘ２は、特定高分子化合物の主鎖骨格と一般式（２）で表される基との連結基
を表す。
　Ｘ２及びＹ２で表される２価の連結基が２価の有機連結基である場合、その２価の有機
連結基としては、１から６０個までの炭素原子、０個から１０個までの窒素原子、０個か
ら５０個までの酸素原子、１個から１００個までの水素原子、及び０個から２０個までの
硫黄原子から成り立つものであることが好ましい。
【００７７】
　具体的には、Ｘ２及びＹ２は、各々独立に、－Ｏ－又は－ＮＲ２１－であることが好ま
しい。ここで、Ｒ２１は、前述のＲ２０と同義であり、好ましい例も同様である。
【００７８】
　また、Ｘ２及びＹ２で表される２価の連結基として、より具体的には、下記の２価の基
、又は、それらが適宜組み合わさって構成される基を挙げることができる。
【００７９】
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【化７】

【００８０】
　より具体的には、Ｘ２及びＹ２で表される２価の連結基は、下記構造式で表される２価
の基であることが好ましい。
【００８１】

【化８】

【００８２】
　本発明において、Ｘ２及びＹ２で表される２価の連結基は、－Ｏ－、又は－ＮＨ－であ
ることが特に好ましい。
【００８３】
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　一般式（１）又は（２）で表される基を有する構造単位としては、具体的には、下記記
載のものが挙げられるが、これらに限定されない。
【００８４】
【化９】

【００８５】
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【００８６】
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【００８７】
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【００８８】
　本発明の特定高分子化合物は、一般式（１）又は（２）で表される基を有する構造単位
を含む共重合体であることが好ましく、この共重合体中、一般式（１）又は（２）で表さ
れる基を有する構造単位の好適な含有量は、耐刷性の観点から１～８０モル％であり、特
に好ましくは２～４０モル％であり、更に、合成上の観点から、２～３０モル％であるこ
とが好ましく、４～２０モル％であることが最も好ましい。
【００８９】
（アルキレンオキシ基）
　また、本発明の特定高分子化合物中のアルキレンオキシ基は、下記一般式（３）で表さ
れる構造であることが好ましい。
【００９０】
【化１３】

【００９１】
　上記一般式（３）中、Ｒ１８は、水素原子又はメチル基を表し、ａは、１又は２であり
、ｌは、１～１５の整数を表す。ここで、ｌが、２～９の整数である場合、複数存在する
Ｒ１８及びａは、同一であってもよいし、異なっていてもよい。
　ｌは、好ましくは１～１５の整数であり、より好ましくは１～８の整数、更に好ましく
は１～４の整数、現像カス及び耐刷性の観点から、更に好ましくは２～４の整数、最も好
ましくは２である。
【００９２】
　一般式（３）で表される構造は、特定高分子化合物の主鎖中に含まれていてもよいし、
側鎖中に含まれていてもよいが、現像除去性や機上現像性、現像カス発生の抑制、耐刷性
の観点から、側鎖中に含まれていることが好ましい。
　一般式（３）で表される構造が特定高分子化合物の側鎖に有する場合、その側鎖構造は
下記一般式（４）で表されることが好ましい。
【００９３】
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【００９４】
　前記一般式（４）中、Ｒ１８は、水素原子又はメチル基を表し、Ｒ１９は、水素原子、
置換基を有してもよいアルキル基、又は置換基を有してもよいアリール基を表す。
　Ｒ１９としては、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有してもよいアリール基
であることが好ましい。この置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有してもよいア
リール基の具体例は、上述したＲ７、及びＲ８における置換基を有してもよいアルキル基
、置換基を有してもよいアリール基と同義である。
　また、ａは、１又は２であり、ｌは、１～１５の整数を表す。ここで、ｌが２～９の整
数である場合、複数存在するＲ１８及びａは、同一であってもよいし、異なっていてもよ
い。ｌは、好ましくは１～８の整数であり、より好ましくは１～７の整数、更に好ましく
は１～４の整数、現像カス及び耐刷性の観点から、特に好ましくは２～４の整数、最も好
ましくは２である。
　また、一般式（４）においては、現像カス及び耐刷性の観点から、Ｒ１９が炭素数１～
４のアルキル基であり、その際のｌが１～１５の整数、好ましくは２～８の整数、より好
ましくは２～７の整数、更に好ましくは２～４の整数、最も好ましくは２であることが好
ましい態様である。
　Ｚは、単結合又は特定高分子化合物の主鎖骨格との連結基を表し、主鎖骨格との連結基
の好ましい態様は、一般式（１）におけるＸ１と同様である。
【００９５】
　また、一般式（３）で表される構造を主鎖中に含有する場合の構造単位、及び、一般式
（４）で表される基を有する構造単位の具体例としては、下記構造が挙げられるが、これ
らに限定されない。
【００９６】
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【化１６】

【００９８】
　本発明の特定高分子化合物は、前述の一般式（１）又は（２）で表される基を有する構
造単位に加え、一般式（３）で表される構造を主鎖中に含有する場合の構造単位、又は、
一般式（４）で表される基を有する構造単位を含む共重合体であることが好ましく、この
共重合体中、一般式（４）で表される基を有する構造単位の好適な含有量は、現像除去性
や機上現像性、機上現像カスの抑制の観点から、１～８５モル％であり、特に好ましくは
５～７０モル％である。
【００９９】
　一般式（１）、一般式（２）、又は一般式（４）で表される基は、特定高分子化合物の
側鎖に存在する基である。これらの基が結合する主鎖骨格（つまり、特定高分子化合物の
主鎖骨格の一部又は全部）は、以下の構造を有することが好ましい。
　即ち、主鎖骨格は、カルボン酸を含有するラジカル重合性化合物（アクリル酸、メタク
リル酸、イタコン酸、クロトン酸、インクロトン酸、マレイン酸、ｐ－カルボキシルスチ
レン、及びこれらの酸基の金属塩、アンモニウム化合物等）、又はエポキシ基を含有する
ラジカル重合性化合物（グリシジルアクリレート、グリンジルメタクリレート等）を１種
以上重合させて、又は、必要に応じて他のラジカル重合化合物と共重合させる、ことによ
り合成されたものであることが好ましい。
　また、カルボキシル基を含有するジオール化合物（３，５－ジヒドロキシ安息香酸、２
，２－ビス（ヒドロキシメチル）プロピオン酸、２，２－ビス（２－ヒドロキシエチル）
プロピオン酸、２，２－ビス（３－ヒドロキシプロピル）プロピオン酸、ビス（ヒドロキ
シメチル）酢酸、ビス（４－ヒドロキシフェニル）酢酸、２，２－ビス（ヒドロキシメチ
ル）酪酸、４，４－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ペンタン酸、酒石酸、Ｎ，Ｎ－ジヒ
ドロキシエチルグリシン、Ｎ，Ｎ―ビス（２－ヒドロキシエチル）－３－カルボキシ－プ
ロピオンアミド等）と、ジイソシアネート化合物（２，４－トリレンジイソシアネート、
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２，４－トリレンジイソシアネートの二量体、２，６－トリレンジレンジイソシアネート
、ｐ－キシリレンジイソシアネート、ｍ－キシリレンジイソシアネート、４，４’－ジフ
ェニルメタンジイソシアネート、１，５－ナフチレンジイソシアネート、３，３’－ジメ
チルビフェニル －４，４’－ジイソシアネート等のような芳香族ジイソシアネート化合
物； ヘキサメチレンジイソシアネート、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、
リジンジイソシアネート、ダイマー酸ジイソシアネート等のような脂肪族ジイソシアネー
ト化合物； イソホロンジイソシアネート、４，４’－メチレンビス（シクロヘキシルイ
ソシアネート）、メチルシクロヘキサン－２，４（又は２，６）ジイソシアネート、１，
３－（イソシアネートメチル）シクロヘキサン等のような脂環族ジイソシアネート化合物
；１，３－ブチレングリコール１モルとトリレンジイソシアネート２モルとの付加体等の
ようなジオールとジイソシアネートとの反応物であるジイソシアネート化合物；等）の重
付加反応により、主鎖骨格を合成することもできる。
【０１００】
（共重合成分）
　本発明の特定高分子化合物は、画像強度などの諸性能を向上させる目的で、本発明の効
果を損なわない限りにおいて、前述の一般式（１）又は（２）で表される基を含む構造単
位、及びアルキレンオキシ基を含むもの（好ましくは、一般式（３）で表される構造を主
鎖中に含有する場合の構造単位や一般式（４）で表される基を有する構造単位）に加え、
更に、他の共重合成分を含んでいてもよい。
　他の共重合成分を形成し得るラジカル重合性化合物としては、例えば、アクリル酸エス
テル類、メタクリル酸エステル類、Ｎ，Ｎ－２置換アクリルアミド類、Ｎ，Ｎ－２置換メ
タクリルアミド類、スチレン類、アクリロニトリル類、メタクリロニトリル類などから選
ばれるラジカル重合性化合物が挙げられる。
【０１０１】
　具体的には、例えば、アルキルアクリレート（該アルキル基の炭素原子数は１～２０の
ものが好ましい）等のアクリル酸エステル類、（例えば、アクリル酸メチル、アクリル酸
エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ブチル、アクリル酸アミル、アクリル酸エチル
ヘキシル、アクリル酸オクチル、アクリル酸－ｔ－オクチル、クロルエチルアクリレート
、２，２－ジメチルヒドロキシプロピルアクリレート、５－ヒドロキシペンチルアクリレ
ート、トリメチロールプロパンモノアクリレート、ペンタエリヌリトールモノアクリレー
ト、グリシジルアクリレート、ベンジルアクリレート、メトキシベンジルアクリレート、
フルフリルアクリレート、テトラヒドロフルフリルアクリレートなど）、アリールアクリ
レート（例えば、フェニルアクリレートなど）、アルキルメタクリレート（該アルキル基
の炭素原子は１～２０のものが好ましい）等のメタクリル酸エステル類（例えば、メチル
メタクリレート、エチルメタクリレート、プロピルメタクリレート、イソプロピルメタク
リレート、アミルメタクリレート、ヘキシルメタクリレート、シクロヘキシルメタクリレ
ート、ベンジルメタクリレート、クロルベンジルメタクリレート、オクチルメタクリレー
ト、４－ヒドロキシブチルメタクゾレート、５－ヒドロキシペンチルメタクリレート、２
，２－ジメチル－３－ヒドロキシプロピルメタクリレート、トリメチロールプロパンモノ
メタクリレート、ペンタエリスリトールモノメタクリレート、グリシジルメタクリレート
、フルフリルメタクリレート、テトラヒドロフルフリルメタクリレートなど）、アリール
メタクリレート（例えば、フェニルメタクリレート、クレジルメタクリレート、ナフチル
メタクリレートなど）、スチレン、アルキルスチレン等のスチレン（例えば、メチルスチ
レン、ジメチルスチレン、トリメチルスチレン、エチルスチレン、ジエチルスチレン、イ
ソプロピルスチレン、ブチルスチレン、ヘキシルスチレン、シクロヘキシルスチレン、デ
シルスチレン、ベンジルスチレン、クロルメチルスチレン、トリフルオルメチルスチレン
、エトキシメチルスチレン、アセトキシメチルスチレンなど）、アルコキシスチレン（例
えば、メトキシスチレン、４－メトキシ－３－メチルスチレン、ジメトキシスチレンなど
）、ハロゲンスチレン（例えば、クロルスチレン、ジクロルスチレン、トリクロルスチレ
ン、テトラクロルスチレン、ペンタクロルスチレン、プロムスチレン、ジブロムスチレン
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、ヨードスチレン、フルオルスチレン、トリフルオルスチレン、２－ブロム－４－トリフ
ルオルメチルスチレン、４－フルオル－３－トリフルオルメチルスチレンなど）、アクリ
ロニトリル、メタクリロニトリルアクリル酸、カルボン酸を含有するラジカル重合性化合
物（アクリル酸、メタクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、インクロトン酸、マレイン酸
、ｐ－カルボキシルスチレン、及びこれらの酸基の金属塩、アンモニウム塩化合物等）が
挙げられる。
【０１０２】
　また、本発明の特定高分子化合物は、下記式（ａ）で表されるエステル基、又は、下記
式（ｂ）で表されるアミド基を分子内に有していてもよく、これらの基を含むラジカル重
合性化合物も共重合成分として好適に用いられる。
【０１０３】
【化１７】

【０１０４】
　式中、ｂは、２～５の整数であり、ｃは、２～７の整数であり、ｍ及びｎは、各々独立
に、１～１００の整数を表す。
【０１０５】
　これらラジカル重合性化合物のうち、好適に使用されるのは、アクリル酸エステル類、
メタクリル酸エステル類、スチレン類であり、耐刷の観点から、メタクリル酸エステル類
が最も好ましい。これらを１種或いは２種以上用いることができる。
【０１０６】
　これら共重合成分の好適に使用される含有量は、特定高分子化合物中の０～９５モル％
であり、特に好ましくは、２０～９０モル％である。
【０１０７】
　本発明における特定高分子化合物の具体例を以下に示すが、本発明はこれらに限定され
るものではない。
【０１０８】
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【化１８】

【０１０９】
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【化１９】

【０１１０】
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【化２０】

【０１１１】
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【０１１２】
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【０１１３】
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【化２３】

【０１１４】
（合成法）
　本発明に係る特定高分子化合物における一般式（１）で表される基の導入方法としては
、下記一般式（５）で表される基を有する高分子化合物を合成した後に、下記一般式（６
）で表される化合物と反応させる方法、又は、下記一般式（７）表される基を有する高分
子化合物を合成した後に、下記一般式（８）で表される化合物と反応させる方法が用いら
れる。架橋性基の導入率の観点からは、下記一般式（５）で表される基を有する高分子化
合物を合成した後に、下記一般式（６）で表される化合物と反応させる方法が好ましい。
【０１１５】
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【０１１６】
　前記一般式（５）～（８）において、Ｒ２０～Ｒ３２は、それぞれ独立して、１価の置
換基を表し、例えば、Ｒ２０～Ｒ２５、Ｒ２８～Ｒ３０としては、水素原子、１価の有機
基、例えば置換基を有してもよいアルキル基などが挙げられ、中でも、水素原子、メチル
基、メチルアルコキシ基、メチルエステル基が好ましい。Ｒ２０～Ｒ２４、及びＸ中の任
意の置換基、Ｒ２８、Ｒ２９及びＬ２中の任意の置換基は、それぞれが連結し、環構造を
形成してもよい。また、Ｒ２６、Ｒ２７、Ｒ３１、及びＲ３２は、各々独立に、水素原子
、ハロゲン原子、アミノ基、ジアルキルアミノ基、カルボキシル基、アルコキシカルボニ
ル基、スルホ基、ニトロ基、シアノ基、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有し
てもよいアリール基、置換基を有してもよいアルコキシ基、置換基を有してもよいアリー
ルオキシ基、置換基を有してもよいアルキルアミノ基、置換基を有してもよいアリールア
ミノ基、置換基を有してもよいアルキルスルホニル基、置換基を有してもよいアリールス
ルホニル基などが挙げられ、中でも、水素原子、カルボキシル基、アルコキシカルボニル
基、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有してもよいアリール基が好ましい。こ
こで、導入しうる置換基としては、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、イソ
プロピオキシカルボニル基、メチル基、エチル基、フェニル基等が挙げられる。
【０１１７】
　Ｌ１及びＬ２は、いずれも高分子化合物の主鎖骨格との連結基であり、各々独立に、単
結合又は２価の有機連結基を表す。
　Ｌ１及びＬ２で表される２価の有機連結基は、１から６０個までの炭素原子、０個から
１０個までの窒素原子、０個から５０個までの酸素原子、１個から１００個までの水素原
子、及び０個から２０個までの硫黄原子から成り立つものであることが好ましい。
　より具体的な２価の有機連結基としては、下記の２価の基、又は、それらが適宜組み合
わさって構成される基を挙げることができる。
【０１１８】
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【化２５】

【０１１９】
　より具体的には、Ｌ１及びＬ２で表される２価の有機連結基は、下記構造式で表される
２価の基であることが好ましい。
【０１２０】

【化２６】

【０１２１】
　Ｌ１及びＬ２で表される２価の有機連結基は、－Ｏ－、又は－ＮＨ－であることが特に
好ましい。
【０１２２】
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　前記一般式（５）又は一般式（７）で表される基を有する高分子化合物は、ブロック共
重合体、ランダム共重合体、グラフト共重合体のいずれであってもよい。
【０１２３】
　また、アルキレンオキシ基を主鎖中に導入する場合には、アルキレンオキシ基を有する
ラジカル重合性化合物を共重合する方法等で、導入することができる。
　一方、アルキレンオキシ基を側鎖中に導入する場合には、アルキレンオキシ基を有する
ジオール化合物とジイソシアネート化合物との重付加反応を行う方法等により、導入する
ことができる。
【０１２４】
　このような特定高分子化合物を合成する際に用いられる溶媒としては、例えば、エチレ
ンジクロリド、シクロヘキサノン、メチルエチルケトン、アセトン、メタノール、エタノ
ール、プロパノール、ブタノール、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレング
リコールモノエチルエーテル、２－メトキシエチルアセテート、１－メトキシ－２－プロ
パノール、１－メトキシ－２－プロピルアセテート、Ｎ，Ｎ一ジメチルホルムアミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチルアセトアミド、ジメチルスルホキシド、トルエン、酢酸エチル、乳酸メチ
ル、乳酸エチルなどが挙げられる。これらの溶媒は単独或いは２種以上混合してもよい。
【０１２５】
　本発明に係る特定高分子化合物は、重量平均分子量（Ｍｗ）で、好ましくは２，０００
以上であり、耐刷の観点から、４０，０００～３００，０００の範囲であることが好まし
く、更に現像性の観点から、４０，０００～９０，０００の範囲であることが最も好まし
い。また、本発明に係る特定高分子化合物中には、未反応の単量体を含んでいてもよい。
この場合、高分子化合物中に占める単量体の割合は、１５質量％以下が望ましい。
【０１２６】
　本発明の平版印刷版原版の画像記録層中の特定高分子化合物の含有量は、固形分で好ま
しくは５～９５質量％であり、より好ましくは、１０～８５質量％である。この範囲内で
、良好な画像部強度と画像形成性が得られる。
【０１２７】
〔その他のバインダーポリマー〕
　本発明における画像記録層は、前述の特定高分子化合物以外に、他のバインダーポリマ
ーを併用してもよい。他のバインダーポリマーとしては、公知公用のバインダーポリマー
を制限なく使用でき、中でも、皮膜性を有する線状有機ポリマーが好ましい。このような
バインダーポリマーの例としては、アクリル樹脂、ポリビニルアセタール樹脂、ポリウレ
タン樹脂、ポリウレア樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアミド樹脂、エポキシ樹脂、メタクリ
ル樹脂、ポリスチレン系樹脂、ノボラック型フェノール系樹脂、ポリエステル樹脂、合成
ゴム、天然ゴムが挙げられる。
【０１２８】
　また、本発明における画像記録層が機上現像可能である場合、未露光部における機上現
像性向上の観点から、他のバインダーポリマーとしては、印刷インキ及び／又は湿し水に
対する溶解性又は分散性が高いものを用いることが好ましい。印刷インキに対する溶解性
又は分散性を向上させるためには、バインダーポリマーは、親油的な方が好ましく、湿し
水に対する溶解性又は分散性を向上させるためには、バインダーポリマーは、親水的な方
が好ましい。このため、本発明においては、親油的なバインダーポリマーと親水的なバイ
ンダーポリマーを併用することも有効である。
【０１２９】
　親水的なバインダーポリマーとしては、例えば、ヒドロキシ基、カルボキシル基、カル
ボキシレート基、ヒドロキシエチル基、ポリオキシエチル基、ヒドロキシプロピル基、ポ
リオキシプロピル基、アミノ基、アミノエチル基、アミノプロピル基、アンモニウム基、
アミド基、カルボキシメチル基、スルホン酸基、リン酸基等の親水性基を有するものが好
適に挙げられる。
【０１３０】
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　具体例として、アラビアゴム、カゼイン、ゼラチン、デンプン誘導体、カルボキシメチ
ルセルロース及びそのナトリウム塩、セルロースアセテート、アルギン酸ナトリウム、酢
酸ビニル－マレイン酸コポリマー類、スチレン－マレイン酸コポリマー類、ポリアクリル
酸類及びそれらの塩、ポリメタクリル酸類及びそれらの塩、ヒドロキシエチルメタクリレ
ートのホモポリマー及びコポリマー、ヒドロキシエチルアクリレートのホモポリマー及び
コポリマー、ヒドロキシピロピルメタクリレートのホモポリマー及びコポリマー、ヒドロ
キシプロピルアクリレートのホモポリマー及びコポリマー、ヒドロキシブチルメタクリレ
ートのホモポリマー及びコポリマー、ヒドロキシブチルアクリレートのホモポリマー及び
コポリマー、ポリエチレングリコール類、ヒドロキシプロピレンポリマー類、ポリビニル
アルコール類、加水分解度が６０モル％以上、好ましくは８０モル％以上である加水分解
ポリビニルアセテート、ポリビニルホルマール、ポリビニルブチラール、ポリビニルピロ
リドン、アクリルアミドのホモポリマー及びコポリマー、メタクリルアミドのホモポリマ
ー及びポリマー、Ｎ－メチロールアクリルアミドのホモポリマー及びコポリマー、ポリビ
ニルピロリドン、アルコール可溶性ナイロン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル
）－プロパンとエピクロロヒドリンとのポリエーテル等が挙げられる。
【０１３１】
　なお、本発明におけるバインダーポリマーは重量平均分子量が２０００以上であること
が好ましく、５０００以上であるのがより好ましく、１万～３０万であるのがより好まし
く、また、数平均分子量が１０００以上であるのが好ましく、２０００～２５万であるの
がより好ましい。多分散度（質量平均分子量／数平均分子量）は、１．１～１０であるの
が好ましい。
【０１３２】
　上述の如き他のバインダーポリマーは、市販品を購入するか、或いは公知の方法で合成
することによって入手できる。
【０１３３】
　本発明における画像記録層中の全バインダーポリマー中の併用可能なバインダーポリマ
ーの割合は、２０質量％以下であることが好ましく、１０質量％以下であることがより好
ましく、６質量％以下であることが更に好ましい。
【０１３４】
　また、本発明における画像記録層には、（Ｃ）重合性モノマーとバインダーポリマー（
前述の特定高分子化合物と他のバインダーポリマーとの総量）が、質量比で０．５／１～
４／１となる量で用いるのが好ましい。
【０１３５】
〔（Ａ）赤外線吸収剤〕
　本発明の平版印刷版原版における画像記録層は、（Ａ）赤外線吸収剤を含有することを
必須とする。この（Ａ）赤外線吸収剤を含有することにより、７６０～１２００ｎｍの赤
外線を発するレーザー等を光源にして画像形成することが可能となる。
　赤外線吸収剤は、吸収した赤外線を熱に変換する機能と赤外線により励起して後述の重
合開始剤（ラジカル発生剤）に電子移動／エネルギー移動する機能を有する。本発明にお
いて使用される赤外線吸収剤は、波長７６０～１２００ｎｍに吸収極大を有する染料又は
顔料である。
【０１３６】
　染料としては、市販の染料及び例えば「染料便覧」（有機合成化学協会編集、昭和４５
年刊）等の文献に記載されている公知のものが利用できる。具体的には、アゾ染料、金属
錯塩アゾ染料、ピラゾロンアゾ染料、ナフトキノン染料、アントラキノン染料、フタロシ
アニン染料、カルボニウム染料、キノンイミン染料、メチン染料、シアニン染料、スクワ
リリウム色素、ピリリウム塩、金属チオレート錯体等の染料が挙げられる。
　好ましい染料としては、例えば、特開昭５８－１２５２４６号、特開昭５９－８４３５
６号、特開昭６０－７８７８７号等の公報に記載されているシアニン染料、特開昭５８－
１７３６９６号、特開昭５８－１８１６９０号、特開昭５８－１９４５９５号等の公報に
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記載されているメチン染料、特開昭５８－１１２７９３号、特開昭５８－２２４７９３号
、特開昭５９－４８１８７号、特開昭５９－７３９９６号、特開昭６０－５２９４０号、
特開昭６０－６３７４４号等の公報に記載されているナフトキノン染料、特開昭５８－１
１２７９２号公報等に記載されているスクワリリウム色素、英国特許第４３４，８７５号
明細書記載のシアニン染料等を挙げることができる。
【０１３７】
　また、米国特許第５，１５６，９３８号明細書記載の近赤外吸収増感剤も好適に用いら
れ、また、米国特許第３，８８１，９２４号明細書記載の置換されたアリールベンゾ（チ
オ）ピリリウム塩、特開昭５７－１４２６４５号公報（米国特許第４，３２７，１６９号
明細書）記載のトリメチンチアピリリウム塩、特開昭５８－１８１０５１号、同５８－２
２０１４３号、同５９－４１３６３号、同５９－８４２４８号、同５９－８４２４９号、
同５９－１４６０６３号、同５９－１４６０６１号の各公報に記載されているピリリウム
系化合物、特開昭５９－２１６１４６号公報記載のシアニン色素、米国特許第４，２８３
，４７５号明細書に記載のペンタメチンチオピリリウム塩等や特公平５－１３５１４号、
同５－１９７０２号の各公報に開示されているピリリウム化合物も好ましく用いられる。
また、染料として好ましい別の例として米国特許第４，７５６，９９３号明細書中に式（
Ｉ）及び（II）として記載されている近赤外吸収染料を挙げることができる。
　また、本発明において、赤外線吸収色素の好ましい他の例としては、以下に例示するよ
うな特開２００２－２７８０５７号公報に記載の特定インドレニンシアニン色素が挙げら
れる。
【０１３８】
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【化２７】

【０１３９】
　これらの染料のうち中でも好ましいものとしては、シアニン色素、スクワリリウム色素
、ピリリウム塩、ニッケルチオレート錯体、インドレニンシアニン色素が挙げられる。更
に、シアニン色素やインドレニンシアニン色素が好ましく、特に好ましい一つの例として
下記一般式（ｉ）で示されるシアニン色素が挙げられる。
【０１４０】

【化２８】

【０１４１】
　一般式（ｉ）中、Ｘ１は、水素原子、ハロゲン原子、－ＮＰｈ２、Ｘ２－Ｌ１、又は下
記構造式で表される基を表す。ここで、Ｘ２は酸素原子、窒素原子、又は硫黄原子を示し
、Ｌ１は、炭素原子数１～１２の炭化水素基、ヘテロ原子を有する芳香族環、ヘテロ原子
を含む炭素原子数１～１２の炭化水素基を示す。なお、ここでヘテロ原子とは、窒素原子
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、硫黄原子、酸素原子、ハロゲン原子、セレン原子を示す。Ｒａは、水素原子、アルキル
基、アリール基、置換又は無置換のアミノ基、ハロゲン原子より選択される置換基を表し
、Ｘａ

－は後述するＺａ
－と同様に定義される。

【０１４２】
【化２９】

【０１４３】
　Ｒ１及びＲ２は、各々独立に、炭素原子数１～１２の炭化水素基を示す。画像記録層用
塗布液の保存安定性から、Ｒ１及びＲ２は、炭素原子数２個以上の炭化水素基であること
が好ましく、更に、Ｒ１とＲ２とは互いに結合し、５員環又は６員環を形成していること
が特に好ましい。
【０１４４】
　Ａｒ１及びＡｒ２は、それぞれ同じでも異なっていてもよく、置換基を有していてもよ
い芳香族炭化水素基を示す。好ましい芳香族炭化水素基としては、ベンゼン環及びナフタ
レン環が挙げられる。また、好ましい置換基としては、炭素原子数１２個以下の炭化水素
基、ハロゲン原子、炭素原子数１２個以下のアルコキシ基が挙げられ、炭素原子数１２個
以下の炭化水素基、炭素原子数１２個以下のアルコキシ基が最も好ましい。Ｙ１及びＹ２

は、それぞれ同じでも異なっていてもよく、硫黄原子又は炭素原子数１２個以下のジアル
キルメチレン基を示す。Ｒ３及びＲ４は、それぞれ同じでも異なっていてもよく、置換基
を有していてもよい炭素原子数２０個以下の炭化水素基を示す。好ましい置換基としては
、炭素原子数１２個以下のアルコキシ基、カルボキシル基、スルホ基が挙げられ、炭素原
子数１２個以下のアルコキシ基が最も好ましい。Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７及びＲ８は、それぞれ
同じでも異なっていてもよく、水素原子又は炭素原子数１２個以下の炭化水素基を示す。
原料の入手性から、好ましくは水素原子である。また、Ｚａ

－は、対アニオンを示す。た
だし、一般式（ｉ）で示されるシアニン色素が、その構造内にアニオン性の置換基を有し
、電荷の中和が必要ない場合にはＺａ

－は必要ない。好ましいＺａ
－は、画像記録層用塗

布液の保存安定性から、ハロゲンイオン、過塩素酸イオン、テトラフルオロボレートイオ
ン、ヘキサフルオロホスフェートイオン、及びスルホン酸イオンであり、特に好ましくは
、過塩素酸イオン、テトラフルオロボレートイオン、ヘキサフルオロホスフェートイオン
、及びアリールスルホン酸イオンである。
【０１４５】
　本発明において、好適に用いることのできる一般式（ｉ）で示されるシアニン色素の具
体例としては、特開２００１－１３３９６９公報の段落番号［００１７］から［００１９
］に記載されたものを挙げることができる。
　また、特に好ましい他の例として更に、前記した特開２００２－２７８０５７号公報に
記載の特定インドレニンシアニン色素が挙げられる。
【０１４６】
　本発明において使用される顔料としては、市販の顔料及びカラーインデックス（Ｃ．Ｉ
．）便覧、「最新顔料便覧」（日本顔料技術協会編、１９７７年刊）、「最新顔料応用技
術」（ＣＭＣ出版、１９８６年刊）、「印刷インキ技術」ＣＭＣ出版、１９８４年刊）に
記載されている顔料が利用できる。
【０１４７】
　顔料の種類としては、黒色顔料、黄色顔料、オレンジ色顔料、褐色顔料、赤色顔料、紫
色顔料、青色顔料、緑色顔料、蛍光顔料、金属粉顔料、その他、ポリマー結合色素が挙げ
られる。具体的には、不溶性アゾ顔料、アゾレーキ顔料、縮合アゾ顔料、キレートアゾ顔
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料、フタロシアニン系顔料、アントラキノン系顔料、ペリレン及びペリノン系顔料、チオ
インジゴ系顔料、キナクリドン系顔料、ジオキサジン系顔料、イソインドリノン系顔料、
キノフタロン系顔料、染付けレーキ顔料、アジン顔料、ニトロソ顔料、ニトロ顔料、天然
顔料、蛍光顔料、無機顔料、カーボンブラック等が使用できる。これらの顔料のうち好ま
しいものはカーボンブラックである。
【０１４８】
　これら顔料は表面処理をせずに用いてもよく、表面処理を施して用いてもよい。表面処
理の方法には、樹脂やワックスを表面コートする方法、界面活性剤を付着させる方法、反
応性物質（例えば、シランカップリング剤、エポキシ化合物、ポリイソシアネート等）を
顔料表面に結合させる方法等が考えられる。上記の表面処理方法は、「金属石鹸の性質と
応用」（幸書房）、「印刷インキ技術」（ＣＭＣ出版、１９８４年刊）及び「最新顔料応
用技術」（ＣＭＣ出版、１９８６年刊）に記載されている。
【０１４９】
　顔料の粒径は０．０１μｍ～１０μｍの範囲にあることが好ましく、０．０５μｍ～１
μｍの範囲にあることが更に好ましく、特に０．１μｍ～１μｍの範囲にあることが好ま
しい。この範囲で、顔料分散物の画像記録層用塗布液中での良好な安定性と画像記録層の
良好な均一性が得られる。
【０１５０】
　顔料を分散する方法としては、インキ製造やトナー製造等に用いられる公知の分散技術
が使用できる。分散機としては、超音波分散器、サンドミル、アトライター、パールミル
、スーパーミル、ボールミル、インペラー、デスパーザー、ＫＤミル、コロイドミル、ダ
イナトロン、３本ロールミル、加圧ニーダー等が挙げられる。詳細は、「最新顔料応用技
術」（ＣＭＣ出版、１９８６年刊）に記載されている。
【０１５１】
　これらの赤外線吸収剤は、他の成分と同一の層に添加してもよいし、別の画像記録層を
設けそこへ添加してもよいが、平版印刷版原版を作製した際に、画像記録層の波長７６０
ｎｍ～１２００ｎｍの範囲における極大吸収波長での吸光度が、反射測定法で０．３～１
．２の範囲にあるように添加する。好ましくは、０．４～１．１の範囲である。この範囲
で、画像記録層の深さ方向での均一な重合反応が進行し、良好な画像部の膜強度と支持体
に対する密着性が得られる。
　画像記録層の吸光度は、画像記録層に添加する赤外線吸収剤の量と画像記録層の厚みに
より調整することができる。吸光度の測定は常法により行うことができる。具体的な測定
方法としては、例えば、アルミニウム等の反射性の支持体上に、乾燥後の塗布量が平版印
刷版として必要な範囲において適宜決定された厚みの画像記録層を形成し、反射濃度を光
学濃度計で測定する方法、積分球を用いた反射法により分光光度計で測定する方法等が挙
げられる。
【０１５２】
　本発明における画像記録層中の赤外線吸収剤の含有量は、画像記録層の全固形分の０．
２～１０質量％が好ましく、より好ましくは０．５～５質量％である。
【０１５３】
〔（Ｂ）重合開始剤〕
　本発明に用いられる（Ｂ）重合開始剤としては、光、熱或いはその両方のエネルギーに
よりラジカルを発生し、（Ｃ）重合性モノマーや（Ｄ）特定高分子化合物の重合を開始、
促進する化合物を示す。本発明に使用できる重合開始剤としては、公知の熱重合開始剤や
結合解離エネルギーの小さな結合を有する化合物、光重合開始剤などを使用することがで
きる。
　本発明における重合開始剤としては、例えば、有機ハロゲン化物、カルボニル化合物、
有機過酸化物、アゾ系重合開始剤、アジド化合物、メタロセン化合物、ヘキサアリールビ
イミダゾール化合物、有機ホウ酸塩化合物、ジスルホン酸化合物、オキシムエステル化合
物、オニウム塩化合物、が挙げられる。
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【０１５４】
　上記有機ハロゲン化物としては、具体的には、若林等、「Ｂｕｌｌ　Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ
　Ｊａｐａｎ」４２、２９２４（１９６９）、米国特許第３，９０５，８１５号明細書、
特公昭４６－４６０５号、特開昭４８－３６２８１号、特開昭５５－３２０７０号、特開
昭６０－２３９７３６号、特開昭６１－１６９８３５号、特開昭６１－１６９８３７号、
特開昭６２－５８２４１号、特開昭６２－２１２４０１号、特開昭６３－７０２４３号、
特開昭６３－２９８３３９号の各公報、Ｍ．Ｐ．Ｈｕｔｔ“Ｊｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｈｅｔ
ｅｒｏｃｙｃｌｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ”１（Ｎｏ３），（１９７０）」等に記載の化
合物が挙げられ、特に好ましいものとして、トリハロメチル基が置換したオキサゾール化
合物、ｓ－トリアジン化合物が挙げられる。
【０１５５】
　より好適には、すくなくとも一つのモノ、ジ、又はトリハロゲン置換メチル基が結合し
たｓ－トリアジン誘導体及びオキサジアゾール誘導体が挙げられる。具体的には、例えば
、２，４，６－トリス（モノクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２，４，６－トリス（ジ
クロロメチル）－ｓ－トリアジン、２，４，６－トリス（トリクロロメチル）－ｓ－トリ
アジン、２－メチル－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２―ｎ－プ
ロピル－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（α，α，β－トリ
クロロエチル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－フェニル－
４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－メトキシフェニル）－
４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（３，４－エポキシフェニル
）－４、６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－クロロフェニル）
－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－ブロモフェニル）－
４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－フルオロフェニル）－
４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－トリフルオロメチルフ
ェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（２，６－ジクロ
ロフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（２，６－ジ
フルオロフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（２，
６－ジブロモフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（
４－ビフェニリル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（４’
－クロロ－４－ビフェニリル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、
２－（ｐ－シアノフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２
－（ｐ－アセチルフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２
－（ｐ－エトキシカルボニルフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリ
アジン、２－（ｐ－フェノキシカルボニルフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル
）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－メチルスルホニルフェニル）－４，６－ビス（トリクロ
ロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－ジメチルスルホニウムフェニル）－４，６－ビ
ス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン・テトラフルオロボレート、２－（２，４－ジ
フルオロフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－
ジエトキシホスホリルフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン
、２－〔４－（４－ヒドロキシフェニルカルボニルアミノ）フェニル〕－４，６－ビス（
トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－〔４－（ｐ－メトキシフェニル）－１，３－
ブタジエニル〕－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－スチリル－
４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－メトキシスチリル）－
４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－ｉ－プロピルオキシス
チリル）－４、６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－トリル）－
４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（４－メトキシナフチル）－
４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－フェニルチオ－４，６－ビス
（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－ベンジルチオ－４，６－ビス（トリクロロ
メチル）－ｓ－トリアジン、２，４，６－トリス（ジブロモメチル）－ｓ－トリアジン、
２，４，６－トリス（トリブロモメチル）－ｓ－トリアジン、２－メチル－４，６－ビス
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（トリブロモメチル）－ｓ－トリアジン、２－メトキシ－４，６－ビス（トリブロモメチ
ル）－ｓ－トリアジン、２－（ｏ－メトキシスチリル）－５－トリクロロメチル－１，３
，４－オキサジアゾール、２－（３，４－エポキシスチリル）－５－トリクロロメチル－
１，３，４－オキサジアゾール、２－〔１－フェニル－２－（４－メトキシフェニル）ビ
ニル〕－５－トリクロロメチル－１，３，４－オキサジアゾール、２－（ｐ－ヒドロキシ
スチリル）－５－トリクロロメチル－１，３，４－オキサジアゾール、２－（３，４－ジ
ヒドロキシスチリル）－５－トリクロロメチル－１，３，４－オキサジアゾール、２－（
ｐ－ｔ－ブトキシスチリル）－５－トリクロロメチル－１，３，４－オキサジアゾール等
が挙げられる。
【０１５６】
　上記カルボニル化合物としては、ベンゾフェノン、ミヒラーケトン、２－メチルベンゾ
フェノン、３－メチルベンゾフェノン、４－メチルベンゾフェノン、２－クロロベンゾフ
ェノン、４－ブロモベンゾフェノン、２－カルボキシベンゾフェノン等のベンゾフェノン
誘導体、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン、２，２－ジエトキシアセト
フェノン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、α－ヒドトキシ－２－メチル
フェニルプロパノン、１－ヒドロキシ－１－メチルエチル－（ｐ－イソプロピルフェニル
）ケトン、１－ヒドロキシ－１－（ｐ－ドデシルフェニル）ケトン、２－メチルー（４’
－（メチルチオ）フェニル）－２－モルホリノ－１－プロパノン、１，１，１－トリクロ
ロメチル－（ｐ－ブチルフェニル）ケトン等のアセトフェノン誘導体、チオキサントン、
２－エチルチオキサントン、２－イソプロピルチオキサントン、２－クロロチオキサント
ン、２，４－ジメチルチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、２，４－ジイ
ソプロピルチオキサントン等のチオキサントン誘導体、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エチ
ル、ｐ－ジエチルアミノ安息香酸エチル等の安息香酸エステル誘導体等を挙げることがで
きる。
【０１５７】
　上記アゾ化合物としては、例えば、特開平８－１０８６２１号公報に記載のアゾ化合物
等を使用することができる。
【０１５８】
　上記有機過酸化物としては、例えば、トリメチルシクロヘキサノンパーオキサイド、ア
セチルアセトンパーオキサイド、１，１－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ）－３，３
，５－トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ）シクロ
ヘキサン、２，２－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ）ブタン、ｔｅｒｔ－ブチルハイ
ドロパーオキサイド、クメンハイドロパーオキサイド、ジイソプロピルベンゼンハイドロ
パーオキサイド、２，５－ジメチルヘキサン－２，５－ジハイドロパーオキサイド、１，
１，３，３－テトラメチルブチルハイドロパーオキサイド、ｔｅｒｔ－ブチルクミルパー
オキサイド、ジクミルパーオキサイド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔｅｒｔ－ブチ
ルパーオキシ）ヘキサン、２，５－オキサノイルパーオキサイド、過酸化コハク酸、過酸
化ベンゾイル、２，４－ジクロロベンゾイルパーオキサイド、ジイソプロピルパーオキシ
ジカーボネート、ジ－２－エチルヘキシルパーオキシジカーボネート、ジ－２－エトキシ
エチルパーオキシジカーボネート、ジメトキシイソプロピルパーオキシカーボネート、ジ
（３－メチル－３－メトキシブチル）パーオキシジカーボネート、ｔｅｒｔ－ブチルパー
オキシアセテート、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシピバレート、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキ
シネオデカノエート、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシオクタノエート、ｔｅｒｔ－ブチルパ
ーオキシラウレート、ターシルカーボネート、３，３’，４，４’－テトラ－（ｔ－ブチ
ルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ－（ｔ－ヘキシ
ルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ－（ｐ－イソプ
ロピルクミルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、カルボニルジ（ｔ－ブチルパーオ
キシ二水素二フタレート）、カルボニルジ（ｔ－ヘキシルパーオキシ二水素二フタレート
）等が挙げられる。
【０１５９】
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　上記メタロセン化合物としては、特開昭５９－１５２３９６号公報、特開昭６１－１５
１１９７号公報、特開昭６３－４１４８４号公報、特開平２－２４９号公報、特開平２－
４７０５号公報、特開平５－８３５８８号公報記載の種々のチタノセン化合物、例えば、
ジ－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－フェニル、ジ－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－
ビス－２，６－ジフルオロフェニ－１－イル、ジ－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－
２，４－ジ－フルオロフェニ－１－イル、ジ－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－２，
４，６－トリフルオロフェニ－１－イル、ジ－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－２，
３，５，６－テトラフルオロフェニ－１－イル、ジ－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス
－２，３，４，５，６－ペンタフルオロフェニ－１－イル、ジ－メチルシクロペンタジエ
ニル－Ｔｉ－ビス－２，６－ジフルオロフェニ－１－イル、ジ－メチルシクロペンタジエ
ニル－Ｔｉ－ビス－２，４，６－トリフルオロフェニ－１－イル、ジ－メチルシクロペン
タジエニル－Ｔｉ－ビス－２，３，５，６－テトラフルオロフェニ－１－イル、ジ－メチ
ルシクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－２，３，４，５，６－ペンタフルオロフェニ－１
－イル、ジ－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－２，６－ジフルオロ－３－（ピロール
－１－イル）フェニ－１－イル、特開平１－３０４４５３号公報、特開平１－１５２１０
９号公報記載の鉄－アレーン錯体等が挙げられる。
【０１６０】
　上記アジド化合物としては、２，６－ビス（４－アジドベンジリデン）－４－メチルシ
クロヘキサノン等の化合物を挙げることができる。
【０１６１】
　上記ヘキサアリールビイミダゾール化合物としては、例えば、特公平６－２９２８５号
公報、米国特許第３，４７９，１８５号、同第４，３１１，７８３号、同第４，６２２，
２８６号等の明細書に記載の種々の化合物、具体的には、２，２’－ビス（ｏ－クロロフ
ェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－
ブロモフェニル））４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビ
ス（ｏ，ｐ－ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール
、２，２’－ビス（ｏ－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラキス（ｍ－メト
キシフェニル）ビイジダゾール、２，２’－ビス（ｏ，ｏ’－ジクロロフェニル）－４，
４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－ニトロフェニル
）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－メチル
フェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ
－トリフルオロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール等が挙
げられる。
【０１６２】
　上記有機ホウ酸塩化合物としては、例えば、特開昭６２－１４３０４４号、特開昭６２
－１５０２４２号、特開平９－１８８６８５号、特開平９－１８８６８６号、特開平９－
１８８７１０号、特開２０００－１３１８３７号、特開２００２－１０７９１６号、特許
第２７６４７６９号明細書、特開２００２－１１６５３９号公報、及び、Ｋｕｎｚ，Ｍａ
ｒｔｉｎ”Ｒａｄ　Ｔｅｃｈ’９８．Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇ　Ａｐｒｉｌ　１９－２２，
１９９８，Ｃｈｉｃａｇｏ”等に記載される有機ホウ酸塩、特開平６－１５７６２３号公
報、特開平６－１７５５６４号公報、特開平６－１７５５６１号公報に記載の有機ホウ素
スルホニウム錯体或いは有機ホウ素オキソスルホニウム錯体、特開平６－１７５５５４号
公報、特開平６－１７５５５３号公報に記載の有機ホウ素ヨードニウム錯体、特開平９－
１８８７１０号公報に記載の有機ホウ素ホスホニウム錯体、特開平６－３４８０１１号公
報、特開平７－１２８７８５号公報、特開平７－１４０５８９号公報、特開平７－３０６
５２７号公報、特開平７－２９２０１４号公報等の有機ホウ素遷移金属配位錯体等が具体
例として挙げられる。
【０１６３】
　上記ジスルホン化合物としては、特開昭６１－１６６５４４号、特開２００３－３２８
４６５号公報等に記載の化合物が挙げられる。
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【０１６４】
　上記オキシムエステル化合物としては、Ｊ．Ｃ．Ｓ．Ｐｅｒｋｉｎ　II　（１９７９）
１６５３－１６６０）、Ｊ．Ｃ．Ｓ．Ｐｅｒｋｉｎ　II　（１９７９）１５６－１６２、
Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｈｏｔｏｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｔｅｃｈ
ｎｏｌｏｇｙ（１９９５）２０２－２３２、特開２０００－６６３８５号公報記載の化合
物、特開２０００－８００６８号公報記載の化合物が挙げられる。具体例としては下記の
構造式で示される化合物が挙げられる。
【０１６５】
【化３０】
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【０１６６】
【化３１】

【０１６７】
　上記オニウム塩化合物としては、例えば、Ｓ．Ｉ．Ｓｃｈｌｅｓｉｎｇｅｒ，Ｐｈｏｔ
ｏｇｒ．Ｓｃｉ．Ｅｎｇ．，１８，３８７（１９７４）、Ｔ．Ｓ．Ｂａｌ　ｅｔ　ａｌ，
Ｐｏｌｙｍｅｒ，２１，４２３（１９８０）に記載のジアゾニウム塩、米国特許第４，０
６９，０５５号明細書、特開平４－３６５０４９号公報等に記載のアンモニウム塩、米国
特許第４，０６９，０５５号、同４，０６９，０５６号の各明細書に記載のホスホニウム
塩、欧州特許第１０４、１４３号、米国特許第３３９，０４９号、同第４１０，２０１号
の各明細書、特開平２－１５０８４８号、特開平２－２９６５１４号の各公報に記載のヨ
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ードニウム塩、欧州特許第３７０，６９３号、同３９０，２１４号、同２３３，５６７号
、同２９７，４４３号、同２９７，４４２号、米国特許第４，９３３，３７７号、同１６
１，８１１号、同４１０，２０１号、同３３９，０４９号、同４，７６０，０１３号、同
４，７３４，４４４号、同２，８３３，８２７号、独国特許第２，９０４，６２６号、同
３，６０４，５８０号、同３，６０４，５８１号の各明細書に記載のスルホニウム塩、Ｊ
．Ｖ．Ｃｒｉｖｅｌｌｏ　ｅｔ　ａｌ，Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ，１０（６），１
３０７（１９７７）、Ｊ．Ｖ．Ｃｒｉｖｅｌｌｏ　ｅｔ　ａｌ，Ｊ．Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓ
ｃｉ．，Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｃｈｅｍ．Ｅｄ．，１７，１０４７（１９７９）に記載のセレ
ノニウム塩、Ｃ．Ｓ．Ｗｅｎ　ｅｔ　ａｌ，Ｔｅｈ，Ｐｒｏｃ．Ｃｏｎｆ．Ｒａｄ．Ｃｕ
ｒｉｎｇ　ＡＳＩＡ，ｐ４７８　Ｔｏｋｙｏ，Ｏｃｔ（１９８８）に記載のアルソニウム
塩等のオニウム塩等が挙げられる。
【０１６８】
　特に、反応性、安定性の面から上記オキシムエステル化合物或いはジアゾニウム塩、ヨ
ードニウム塩、スルホニウム塩が好適なものとして挙げられる。本発明において、これら
のオニウム塩は酸発生剤ではなく、イオン性のラジカル重合開始剤として機能する。
　本発明に好適なオニウム塩は、下記一般式（Ｒ－Ｉ）～（Ｒ－III）で表されるオニウ
ム塩である。
【０１６９】
【化３２】

【０１７０】
　式（Ｒ－Ｉ）中、Ａｒ１１は置換基を１～６有していてもよい炭素数２０以下のアリー
ル基を表し、好ましい置換基としては炭素数１～１２のアルキル基、炭素数１～１２のア
ルケニル基、炭素数１～１２のアルキニル基、炭素数１～１２のアリール基、炭素数１～
１２のアルコキシ基、炭素数１～１２のアリーロキシ基、ハロゲン原子、炭素数１～１２
のアルキルアミノ基、炭素数１～１２のジアルキルアミノ基、炭素数１～１２のアルキル
アミド基又はアリールアミド基、カルボニル基、カルボキシル基、シアノ基、スルホニル
基、炭素数１～１２のチオアルキル基、炭素数１～１２のチオアリール基が挙げられる。
Ｚ１１－は１価の陰イオンを表し、ハロゲンイオン、過塩素酸イオン、ヘキサフルオロホ
スフェートイオン、テトラフルオロボレートイオン、スルホン酸イオン、スルフィン酸イ
オン、チオスルホン酸イオン、硫酸イオンであり、安定性、視認性の面から過塩素酸イオ
ン、ヘキサフルオロホスフェートイオン、テトラフルオロボレートイオン、スルホン酸イ
オン、スルフィン酸イオンが好ましい。
【０１７１】
　式（Ｒ－II）中、Ａｒ２１、Ａｒ２２は各々独立に置換基を１～６有していてもよい炭
素数２０以下のアリール基を表し、好ましい置換基としては炭素数１～１２のアルキル基
、炭素数１～１２のアルケニル基、炭素数１～１２のアルキニル基、炭素数１～１２のア
リール基、炭素数１～１２のアルコキシ基、炭素数１～１２のアリーロキシ基、ハロゲン
原子、炭素数１～１２のアルキルアミノ基、炭素数１～１２のジアルキルアミノ基、炭素
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数１～１２のアルキルアミド基又はアリールアミド基、カルボニル基、カルボキシル基、
シアノ基、スルホニル基、炭素数１～１２のチオアルキル基、炭素数１～１２のチオアリ
ール基が挙げられる。Ｚ２１－は１価の陰イオンを表し、ハロゲンイオン、過塩素酸イオ
ン、ヘキサフルオロホスフェートイオン、テトラフルオロボレートイオン、スルホン酸イ
オン、スルフィン酸イオン、チオスルホン酸イオン、硫酸イオンであり、安定性、視認性
の面から過塩素酸イオン、ヘキサフルオロホスフェートイオン、テトラフルオロボレート
イオン、スルホン酸イオン、スルフィン酸イオン、カルボン酸イオンが好ましい。
【０１７２】
　式（Ｒ－III）中、Ｒ３１、Ｒ３２、及びＲ３３は、各々独立に、置換基を１～６有し
ていてもよい炭素数２０以下のアリール基又はアルキル基、アルケニル基、アルキニル基
を表し、好ましくは反応性、安定性の面から、アリール基であることが望ましい。好まし
い置換基としては炭素数１～１２のアルキル基、炭素数１～１２のアルケニル基、炭素数
１～１２のアルキニル基、炭素数１～１２のアリール基、炭素数１～１２のアルコキシ基
、炭素数１～１２のアリーロキシ基、ハロゲン原子、炭素数１～１２のアルキルアミノ基
、炭素数１～１２のジアルキルアミノ基、炭素数１～１２のアルキルアミド基又はアリー
ルアミド基、カルボニル基、カルボキシル基、シアノ基、スルホニル基、炭素数１～１２
のチオアルキル基、炭素数１～１２のチオアリール基が挙げられる。Ｚ３１－は１価の陰
イオンを表し、ハロゲンイオン、過塩素酸イオン、ヘキサフルオロホスフェートイオン、
テトラフルオロボレートイオン、スルホン酸イオン、スルフィン酸イオン、チオスルホン
酸イオン、硫酸イオンであり、安定性、視認性の面から過塩素酸イオン、ヘキサフルオロ
ホスフェートイオン、テトラフルオロボレートイオン、スルホン酸イオン、スルフィン酸
イオン、カルボン酸イオンが好ましく、より好ましいものとして特開２００１－３４３７
４２号公報記載のカルボン酸イオン、特に好ましくは特開２００２－１４８７９０号公報
記載のカルボン酸イオンが挙げられる。
【０１７３】
　以下に、本発明において重合開始剤として好適に用いられるオニウム塩の例を挙げるが
、本発明はこれら制限されるものではない。
【０１７４】
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【化３３】

【０１７５】
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【化３４】

【０１７６】
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【化３５】

【０１７７】
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【化３６】

【０１７８】
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【化３７】

【０１７９】
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【化３８】

【０１８０】
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【化３９】

【０１８１】
　重合開始剤としては、上記に限定されないが、特に反応性、安定性の面から、トリアジ
ン系開始剤、有機ハロゲン化合物、オキシムエステル化合物、ジアゾニウム塩、ヨードニ
ウム塩、スルホニウム塩がより好ましい。また、これらの重合開始剤の中でも赤外線吸収
剤との組み合わせで視認性向上を図る観点からは、オニウム塩であって、対イオンとして
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無機アニオン、例えば、ＰＦ６
－、ＢＦ４

－など、を有するものが好ましい。更に、発色
に優れていることから、オニウム塩としては、ジアリールヨードニウムが好ましい。
【０１８２】
　これらの重合開始剤は、画像記録層を構成する全固形分に対し０．１～５０質量％が好
ましく、より好ましくは０．５～３０質量％、特に好ましくは０．８～２０質量％の割合
で添加することができる。この範囲で、良好な感度と印刷時の非画像部の良好な汚れ難さ
が得られる。
　これらの重合開始剤は、１種のみを用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。また
、これらの重合開始剤は他の成分と同一の層に添加してもよいし、別の層を設けそこに添
加してもよい。
【０１８３】
〔（Ｃ）重合性モノマー〕
　本発明における（Ｃ）重合性モノマーとは、前述の（Ｄ）特定高分子化合物とは異なり
、重量平均分子量が２０００より小さいものを指す。
　本発明に用いることができる（Ｃ）重合性モノマーは、少なくとも一個のエチレン性不
飽和二重結合を有する付加重合性化合物であり、末端エチレン性不飽和結合を少なくとも
１個、好ましくは２個以上有する化合物から選ばれる。このような化合物群は当該産業分
野において広く知られるものであり、本発明においてはこれらを特に限定無く用いること
ができる。これらは、例えば、モノマー、プレポリマー、すなわち２量体、３量体及びオ
リゴマー、又はそれらの混合物並びにそれらの共重合体などの化学的形態をもつ。
【０１８４】
　モノマー及びその共重合体の例としては、不飽和カルボン酸（例えば、アクリル酸、メ
タクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸など）や、そのエス
テル類、アミド類が挙げられ、好ましくは、不飽和カルボン酸と脂肪族多価アルコール化
合物とのエステル、不飽和カルボン酸と脂肪族多価アミン化合物とのアミド類が用いられ
る。また、ヒドロキシル基やアミノ基、メルカプト基等の求核性置換基を有する不飽和カ
ルボン酸エステル或いはアミド類と単官能若しくは多官能イソシアネート類或いはエポキ
シ類との付加反応物、及び単官能若しくは、多官能のカルボン酸との脱水縮合反応物等も
好適に使用される。また、イソシアネート基や、エポキシ基等の親電子性置換基を有する
不飽和カルボン酸エステル或いはアミド類と単官能若しくは多官能のアルコール類、アミ
ン類、チオール類との付加反応物、更にハロゲン基や、トシルオキシ基等の脱離性置換基
を有する不飽和カルボン酸エステル或いはアミド類と単官能若しくは多官能のアルコール
類、アミン類、チオール類との置換反応物も好適である。また、別の例として、上記の不
飽和カルボン酸の代わりに、不飽和ホスホン酸、スチレン、ビニルエーテル等に置き換え
た化合物群を使用することも可能である。
【０１８５】
　脂肪族多価アルコール化合物と不飽和カルボン酸とのエステルのモノマーの具体例とし
ては、アクリル酸エステルとして、エチレングリコールジアクリレート、トリエチレング
リコールジアクリレート、１，３－ブタンジオールジアクリレート、テトラメチレングリ
コールジアクリレート、プロピレングリコールジアクリレート、ネオペンチルグリコール
ジアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、トリメチロールプロパント
リ（アクリロイルオキシプロピル）エーテル、トリメチロールエタントリアクリレート、
ヘキサンジオールジアクリレート、１，４－シクロヘキサンジオールジアクリレート、テ
トラエチレングリコールジアクリレート、ペンタエリスリトールジアクリレート、ペンタ
エリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタ
エリスリトールジアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、ソルビト
ールトリアクリレート、ソルビトールテトラアクリレート、ソルビトールペンタアクリレ
ート、ソルビトールヘキサアクリレート、トリ（アクリロイルオキシエチル）イソシアヌ
レート、ポリエステルアクリレートオリゴマー等がある。
【０１８６】
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　メタクリル酸エステルとしては、テトラメチレングリコールジメタクリレート、トリエ
チレングリコールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、トリメ
チロールプロパントリメタクリレート、トリメチロールエタントリメタクリレート、エチ
レングリコールジメタクリレート、１，３－ブタンジオールジメタクリレート、ヘキサン
ジオールジメタクリレート、ペンタエリスリトールジメタクリレート、ペンタエリスリト
ールトリメタクリレート、ペンタエリスリトールテトラメタクリレート、ジペンタエリス
リトールジメタクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサメタクリレート、ソルビトー
ルトリメタクリレート、ソルビトールテトラメタクリレート、ビス〔ｐ－（３－メタクリ
ルオキシ－２－ヒドロキシプロポキシ）フェニル〕ジメチルメタン、ビス－〔ｐ－（メタ
クリルオキシエトキシ）フェニル〕ジメチルメタン等がある。
【０１８７】
　イタコン酸エステルとしては、エチレングリコールジイタコネート、プロピレングリコ
ールジイタコネート、１，３－ブタンジオールジイタコネート、１，４－ブタンジオール
ジイタコネート、テトラメチレングリコールジイタコネート、ペンタエリスリトールジイ
タコネート、ソルビトールテトライタコネート等がある。
　クロトン酸エステルとしては、エチレングリコールジクロトネート、テトラメチレング
リコールジクロトネート、ペンタエリスリトールジクロトネート、ソルビトールテトラジ
クロトネート等がある。
　イソクロトン酸エステルとしては、エチレングリコールジイソクロトネート、ペンタエ
リスリトールジイソクロトネート、ソルビトールテトライソクロトネート等がある。
　マレイン酸エステルとしては、エチレングリコールジマレート、トリエチレングリコー
ルジマレート、ペンタエリスリトールジマレート、ソルビトールテトラマレート等がある
。
【０１８８】
　その他のエステルの例として、例えば、特公昭５１－４７３３４号、特開昭５７－１９
６２３１号の各公報記載の脂肪族アルコール系エステル類や、特開昭５９－５２４０号、
特開昭５９－５２４１号、特開平２－２２６１４９号の各公報記載の芳香族系骨格を有す
るもの、特開平１－１６５６１３号公報記載のアミノ基を含有するもの等も好適に用いら
れる。更に、前述のエステルモノマーは混合物としても使用することができる。
【０１８９】
　また、脂肪族多価アミン化合物と不飽和カルボン酸とのアミドのモノマーの具体例とし
ては、メチレンビス－アクリルアミド、メチレンビス－メタクリルアミド、１，６－ヘキ
サメチレンビス－アクリルアミド、１，６－ヘキサメチレンビス－メタクリルアミド、ジ
エチレントリアミントリスアクリルアミド、キシリレンビスアクリルアミド、キシリレン
ビスメタクリルアミド等がある。その他の好ましいアミド系モノマーの例としては、特公
昭５４－２１７２６記載のシクロへキシレン構造を有すものを挙げることができる。
【０１９０】
　また、イソシアネートと水酸基の付加反応を用いて製造されるウレタン系付加重合性化
合物も好適であり、そのような具体例としては、例えば、特公昭４８－４１７０８号公報
中に記載されている１分子に２個以上のイソシアネート基を有するポリイソシアネート化
合物に、下記一般式（Ａ）で示される水酸基を含有するビニルモノマーを付加させた１分
子中に２個以上の重合性ビニル基を含有するビニルウレタン化合物等が挙げられる。
【０１９１】
　ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ４）ＣＯＯＣＨ２ＣＨ（Ｒ５）ＯＨ　　　一般式（Ａ）
（ただし、Ｒ４及びＲ５は、それぞれ、Ｈ又はＣＨ３を示す。）
【０１９２】
　また、特開昭５１－３７１９３号、特公平２－３２２９３号、特公平２－１６７６５号
の各公報に記載されているようなウレタンアクリレート類や、特公昭５８－４９８６０号
、特公昭５６－１７６５４号、特公昭６２－３９４１７号、特公昭６２－３９４１８号の
各公報記載のエチレンオキサイド系骨格を有するウレタン化合物類も好適である。更に、
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特開昭６３－２７７６５３号、特開昭６３－２６０９０９号、特開平１－１０５２３８号
の各公報に記載される、分子内にアミノ構造やスルフィド構造を有する付加重合性化合物
類を用いることによっては、非常に感光スピードに優れた光重合性組成物を得ることがで
きる。
【０１９３】
　その他の例としては、特開昭４８－６４１８３号、特公昭４９－４３１９１号、特公昭
５２－３０４９０号、各公報に記載されているようなポリエステルアクリレート類、エポ
キシ樹脂とアクリル酸若しくはメタクリル酸を反応させたエポキシアクリレート類等の多
官能のアクリレートやメタクリレートを挙げることができる。また、特公昭４６－４３９
４６号、特公平１－４０３３７号、特公平１－４０３３６号、各公報記載の特定の不飽和
化合物や、特開平２－２５４９３号公報記載のビニルホスホン酸系化合物等も挙げること
ができる。また、ある場合には、特開昭６１－２２０４８号公報記載のペルフルオロアル
キル基を含有する構造が好適に使用される。更に日本接着協会誌ｖｏｌ．２０、Ｎｏ．７
、３００～３０８ページ（１９８４年）に光硬化性モノマー及びオリゴマーとして紹介さ
れているものも使用することができる。
【０１９４】
　これらの付加重合性化合物について、その構造、単独使用か併用か、添加量等の使用方
法の詳細は、最終的な平版印刷版原版の性能設計にあわせて任意に設定できる。例えば、
次のような観点から選択される。
　感度の点では１分子あたりの不飽和基含量が多い構造が好ましく、多くの場合、２官能
以上が好ましい。また、画像部すなわち硬化膜の強度を高くするためには、３官能以上の
ものがよく、更に、異なる官能数・異なる重合性基（例えば、アクリル酸エステル、メタ
クリル酸エステル、スチレン系化合物、ビニルエーテル系化合物）のものを併用すること
で、感度と強度の両方を調節する方法も有効である。
　また、画像記録層中の他の成分（例えば、バインダーポリマー、重合開始剤、着色剤等
）との相溶性、分散性に対しても、付加重合化合物の選択・使用法は重要な要因であり、
例えば、低純度化合物の使用や、２種以上の併用により相溶性を向上させうることがある
。また、支持体や後述の保護層等の密着性を向上せしめる目的で特定の構造を選択するこ
ともあり得る。
【０１９５】
　本発明において、（Ｃ）重合性モノマーは、画像記録層中の不揮発性成分に対して、好
ましくは５～８０質量％、更に好ましくは２５～７５質量％の範囲で使用される。
　その他、付加重合性化合物の使用法は、酸素に対する重合阻害の大小、解像度、かぶり
性、屈折率変化、表面粘着性等の観点から、適切な構造、配合、添加量を任意に選択でき
、更に場合によっては、下塗り、上塗りといった層構成・塗布方法も実施しうる。
【０１９６】
〔マイクロカプセル及び／又はミクロゲル〕
　本発明における画像記録層は、良好な機上現像性を得るために、マイクロカプセル及び
／又はミクロゲルを含有する態様であることが好ましい。つまり、本発明における画像記
録層が機上現像可能な場合、該画像記録層にマイクロカプセル及び／又はミクロゲルを含
有することが好ましい。
　本発明で用いられるマイクロカプセルは、例えば、特開２００１－２７７７４０号公報
、特開２００１－２７７７４２号公報に記載のごとく、画像記録層の構成成分（前述の（
Ａ）～（Ｄ）成分を含む）の全て又は一部をマイクロカプセルに内包させたものである。
なお、画像記録層の構成成分は、マイクロカプセル外にも含有させることもできる。更に
、マイクロカプセルを含有する画像記録層は、疎水性の構成成分をマイクロカプセルに内
包し、親水性の構成成分をマイクロカプセル外に含有することが好ましい態様である。
【０１９７】
　一方、本発明においては、画像記録層が、架橋樹脂粒子、すなわちミクロゲルを含有す
る態様であってもよい。このミクロゲルは、その中及び／又は表面に、前述の（Ａ）～（
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Ｄ）成分の一部を含有することができる。特に、（Ｃ）重合性モノマーをその表面に有す
ることによって反応性ミクロゲルとした態様が、画像形成感度や耐刷性の観点から特に好
ましい。
【０１９８】
　画像記録層の構成成分をマイクロカプセル化、若しくはミクロゲル化する方法としては
、公知の方法が適用できる。
【０１９９】
　例えば、マイクロカプセルの製造方法としては、米国特許第２８００４５７号、同第２
８００４５８号明細書にみられるコアセルベーションを利用した方法、米国特許第３２８
７１５４号の各明細書、特公昭３８－１９５７４号、同４２－４４６号の各公報にみられ
る界面重合法による方法、米国特許第３４１８２５０号、同第３６６０３０４号明細書に
みられるポリマーの析出による方法、米国特許第３７９６６６９号明細書に見られるイソ
シアナートポリオール壁材料を用いる方法、米国特許第３９１４５１１号明細書に見られ
るイソシアナート壁材料を用いる方法、米国特許第４００１１４０号、同第４０８７３７
６号、同第４０８９８０２号の各明細書にみられる尿素―ホルムアルデヒド系又は尿素ホ
ルムアルデヒド－レゾルシノール系壁形成材料を用いる方法、米国特許第４０２５４４５
号明細書にみられるメラミン－ホルムアルデヒド樹脂、ヒドロキシセルロース等の壁材を
用いる方法、特公昭３６－９１６３号、同５１－９０７９号の各公報にみられるモノマー
重合によるｉｎ　ｓｉｔｕ法、英国特許第９３０４２２号、米国特許第３１１１４０７号
明細書にみられるスプレードライング法、英国特許第９５２８０７号、同第９６７０７４
号の各明細書にみられる電解分散冷却法などがあるが、これらに限定されるものではない
。
【０２００】
　本発明に用いられる好ましいマイクロカプセル壁は、３次元架橋を有し、溶剤によって
膨潤する性質を有するものである。このような観点から、マイクロカプセルの壁材は、ポ
リウレア、ポリウレタン、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアミド、及びこれらの
混合物が好ましく、特に、ポリウレア及びポリウレタンが好ましい。また、マイクロカプ
セル壁に、後述のバインダーポリマーに導入可能なエチレン性不飽和結合等の架橋性官能
基を有する化合物を導入してもよい。
【０２０１】
　一方、ミクロゲルを調製する方法としては、特公昭３８－１９５７４号、同４２－４４
６号明細書に記載されている界面重合による造粒、特開平５－６１２１４号明細書に記載
されているような非水系分散重合による造粒を利用することが可能である。但し、これら
の方法に限定されるものではない。
　上記界面重合を利用する方法としては、上述した公知のマイクロカプセル製造方法を応
用することができる。
【０２０２】
　本発明に用いられる好ましいミクロゲルは、界面重合により造粒され３次元架橋を有す
るものである。このような観点から、使用する素材は、ポリウレア、ポリウレタン、ポリ
エステル、ポリカーボネート、ポリアミド、及びこれらの混合物が好ましく、特に、ポリ
ウレア及びポリウレタンが好ましい。
【０２０３】
　上記のマイクロカプセルやミクロゲルの平均粒径は、０．０１～３．０μｍが好ましい
。０．０５～２．０μｍが更に好ましく、０．１０～１．０μｍが特に好ましい。この範
囲内で良好な解像度と経時安定性が得られる。
【０２０４】
 
〔その他の成分〕　本発明における画像記録層には、必要に応じて、他の成分を含有する
ことができる。
　以下、本発明における画像記録層を構成する他の成分について説明する。
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【０２０５】
（１）界面活性剤
　本発明における画像記録層には、現像除去性や機上現像性を促進するため、及び塗布面
状を向上させるため、界面活性剤を用いることができる。
　界面活性剤としては、ノニオン界面活性剤、アニオン界面活性剤、カチオン界面活性剤
、両性界面活性剤、フッ素系界面活性剤等が挙げられる。界面活性剤は、単独で用いても
よく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０２０６】
　本発明に用いられるノニオン界面活性剤は、特に限定されず、従来公知のものを用いる
ことができる。例えば、ポリオキシエチレンアルキルエーテル類、ポリオキシエチレンア
ルキルフェニルエーテル類、ポリオキシエチレンポリスチリルフェニルエーテル類、ポリ
オキシエチレンポリオキシプロピレンアルキルエーテル類、グリセリン脂肪酸部分エステ
ル類、ソルビタン脂肪酸部分エステル類、ペンタエリスリトール脂肪酸部分エステル類、
プロピレングリコールモノ脂肪酸エステル類、ショ糖脂肪酸部分エステル類、ポリオキシ
エチレンソルビタン脂肪酸部分エステル類、ポリオキシエチレンソルビトール脂肪酸部分
エステル類、ポリエチレングリコール脂肪酸エステル類、ポリグリセリン脂肪酸部分エス
テル類、ポリオキシエチレン化ひまし油類、ポリオキシエチレングリセリン脂肪酸部分エ
ステル類、脂肪酸ジエタノールアミド類、Ｎ，Ｎ－ビス－２－ヒドロキシアルキルアミン
類、ポリオキシエチレンアルキルアミン、トリエタノールアミン脂肪酸エステル、トリア
ルキルアミンオキシド、ポリエチレングリコール、ポリエチレングリコールとポリプロピ
レングリコールの共重合体が挙げられる。
【０２０７】
　本発明に用いられるアニオン界面活性剤は、特に限定されず、従来公知のものを用いる
ことができる。例えば、脂肪酸塩類、アビエチン酸塩類、ヒドロキシアルカンスルホン酸
塩類、アルカンスルホン酸塩類、ジアルキルスルホ琥珀酸エステル塩類、直鎖アルキルベ
ンゼンスルホン酸塩類、分岐鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩類、アルキルナフタレンス
ルホン酸塩類、アルキルフェノキシポリオキシエチレンプロピルスルホン酸塩類、ポリオ
キシエチレンアルキルスルホフェニルエーテル塩類、Ｎ－メチル－Ｎ－オレイルタウリン
ナトリウム塩、Ｎ－アルキルスルホコハク酸モノアミド二ナトリウム塩、石油スルホン酸
塩類、硫酸化牛脂油、脂肪酸アルキルエステルの硫酸エステル塩類、アルキル硫酸エステ
ル塩類、ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸エステル塩類、脂肪酸モノグリセリド
硫酸エステル塩類、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル硫酸エステル塩類、ポ
リオキシエチレンスチリルフェニルエーテル硫酸エステル塩類、アルキルリン酸エステル
塩類、ポリオキシエチレンアルキルエーテルリン酸エステル塩類、ポリオキシエチレンア
ルキルフェニルエーテルリン酸エステル塩類、スチレン／無水マレイン酸共重合物の部分
けん化物類、オレフィン／無水マレイン酸共重合物の部分けん化物類、ナフタレンスルホ
ン酸塩ホルマリン縮合物類、アルキルポリオキシアルキレンスルホアルキルエーテルの塩
、アルケニルポリオキシアルキレンスルホアルキルエーテルの塩などが挙げられる。
【０２０８】
　本発明に用いられるカチオン界面活性剤は、特に限定されず、従来公知のものを用いる
ことができる。例えば、アルキルアミン塩類、第四級アンモニウム塩類、ポリオキシエチ
レンアルキルアミン塩類、ポリエチレンポリアミン誘導体が挙げられる。
　本発明に用いられる両性界面活性剤は、特に限定されず、従来公知のものを用いること
ができる。例えば、カルボキシベタイン類、アミノカルボン酸類、スルホベタイン類、ア
ミノ硫酸エステル類、イミタゾリン類が挙げられる。
【０２０９】
　なお、上記界面活性剤の中で、「ポリオキシエチレン」とあるものは、ポリオキシメチ
レン、ポリオキシプロピレン、ポリオキシブチレン等の「ポリオキシアルキレン」に読み
替えることもでき、本発明においては、それらの界面活性剤も用いることができる。
【０２１０】
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　更に好ましい界面活性剤としては、分子内にパーフルオロアルキル基を含有するフッ素
系界面活性剤が挙げられる。このようなフッ素系界面活性剤としては、例えば、パーフル
オロアルキルカルボン酸塩、パーフルオロアルキルスルホン酸塩、パーフルオロアルキル
リン酸エステル等のアニオン型；パーフルオロアルキルベタイン等の両性型；パーフルオ
ロアルキルトリメチルアンモニウム塩等のカチオン型；パーフルオロアルキルアミンオキ
サイド、パーフルオロアルキルエチレンオキシド付加物、パーフルオロアルキル基及び親
水性基を含有するオリゴマー、パーフルオロアルキル基及び親油性基を含有するオリゴマ
ー、パーフルオロアルキル基、親水性基及び親油性基を含有するオリゴマー、パーフルオ
ロアルキル基及び親油性基を含有するウレタン等のノニオン型が挙げられる。また、特開
昭６２－１７０９５０号、同６２－２２６１４３号及び同６０－１６８１４４号の各公報
に記載されているフッ素系界面活性剤も好適に挙げられる。
【０２１１】
　また、更に好ましい界面活性剤の別の例としては、アルキルポリオキシアルキレンスル
ホアルキルエーテルの塩が挙げられる。具体的には、例えば、ｎ－オクチル（ジエチレン
オキシ）スルホブチルエーテルＮａ塩、２－エチルヘキシル（ジエチレンオキシ）スルホ
ブチルエーテルＮａ塩、ｎ－デシル（ジエチレンオキシ）スルホブチルエーテルＮａ塩、
ｎ－ドデシル（ジエチレンオキシ）スルホブチルエーテルＮａ塩、ｎ－オクチル（ジエチ
レンオキシ）スルホブチルエーテルＫ塩、２－エチルヘキシル（ジエチレンオキシ）スル
ホブチルエーテルＫ塩、ｎ－デシル（ジエチレンオキシ）スルホブチルエーテルＫ塩、ｎ
－ドデシル（ジエチレンオキシ）スルホプロピルエーテルＫ塩、ｎ－オクチル（ジエチレ
ンオキシ）スルホプロピルエーテルＮａ塩、２－エチルヘキシル（ジエチレンオキシ）ス
ルホプロピルエーテルＮａ塩、ｎ－デシル（ジエチレンオキシ）スルホプロピルエーテル
Ｎａ塩、ｎ－ドデシル（ジエチレンオキシ）スルホプロピルエーテルＮａ塩、２－エチル
ヘキシル（ジエチレンオキシ）スルホブチルエーテル・アンモニウム塩、２－エチルヘキ
シル（ジエチレンオキシ）スルホブチルエーテル・トリエチルアンモニウム塩、２－エチ
ルヘキシル（ジエチレンオキシ）スルホブチルエーテル・ピリジニウム塩などを挙げるこ
とができる。
【０２１２】
　界面活性剤は、単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
　界面活性剤の含有量は、画像記録層の全固形分に対して、０．００１～１０質量％であ
るのが好ましく、０．０１～５質量％であるのがより好ましい。
【０２１３】
（２）着色剤
　本発明における画像記録層には、可視光域に大きな吸収を持つ染料を画像の着色剤とし
て使用することができる。具体的には、オイルイエロー＃１０１、オイルイエロー＃１０
３、オイルピンク＃３１２、オイルグリーンＢＧ、オイルブルーＢＯＳ、オイルブルー＃
６０３、オイルブラックＢＹ、オイルブラックＢＳ、オイルブラックＴ－５０５（以上オ
リエント化学工業（株）製）、ビクトリアピュアブルー、クリスタルバイオレット（ＣＩ
４２５５５）、メチルバイオレット（ＣＩ４２５３５）、エチルバイオレット、ローダミ
ンＢ（ＣＩ１４５１７０Ｂ）、マラカイトグリーン（ＣＩ４２０００）、メチレンブルー
（ＣＩ５２０１５）等、及び特開昭６２－２９３２４７号に記載されている染料を挙げる
ことができる。また、フタロシアニン系顔料、アゾ系顔料、カーボンブラック、酸化チタ
ン等の顔料も好適に用いることができる。
　これらの着色剤を用いると、画像形成後の画像部と非画像部の区別がつきやすくなるの
で、添加する方が好ましい。
　なお、添加量は、画像記録層の全固形分に対し、０．０１～１０質量％の割合である。
【０２１４】
（３）焼き出し剤
　本発明における画像記録層には、焼き出し画像の生成のため、酸又はラジカルによって
変色する化合物を添加することができる。
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　このような化合物としては、例えば、ジフェニルメタン系、トリフェニルメタン系、チ
アジン系、オキサジン系、キサンテン系、アンスラキノン系、イミノキノン系、アゾ系、
アゾメチン系等の各種色素が有効に用いられる。
【０２１５】
　具体例としては、ブリリアントグリーン、エチルバイオレット、メチルグリーン、クリ
スタルバイオレット、ベイシックフクシン、メチルバイオレット２Ｂ、キナルジンレッド
、ローズベンガル、メタニルイエロー、チモールスルホフタレイン、キシレノールブルー
、メチルオレンジ、パラメチルレッド、コンゴーフレッド、ベンゾプルプリン４Ｂ、α－
ナフチルレッド、ナイルブルー２Ｂ、ナイルブルーＡ、メチルバイオレット、マラカイド
グリーン、パラフクシン、ビクトリアピュアブルーＢＯＨ［保土ケ谷化学（株）製］、オ
イルブルー＃６０３［オリエント化学工業（株）製］、オイルピンク＃３１２［オリエン
ト化学工業（株）製］、オイルレッド５Ｂ［オリエント化学工業（株）製］、オイルスカ
ーレット＃３０８［オリエント化学工業（株）製］、オイルレッドＯＧ［オリエント化学
工業（株）製］、オイルレッドＲＲ［オリエント化学工業（株）製］、オイルグリーン＃
５０２［オリエント化学工業（株）製］、スピロンレッドＢＥＨスペシャル［保土ケ谷化
学工業（株）製］、ｍ－クレゾールパープル、クレゾールレッド、ローダミンＢ、ローダ
ミン６Ｇ、スルホローダミンＢ、オーラミン、４－ｐ－ジエチルアミノフェニルイミノナ
フトキノン、２－カルボキシアニリノ－４－ｐ－ジエチルアミノフェニルイミノナフトキ
ノン、２－カルボキシステアリルアミノ－４－ｐ－Ｎ，Ｎ－ビス（ヒドロキシエチル）ア
ミノ－フェニルイミノナフトキノン、１－フェニル－３－メチル－４－ｐ－ジエチルアミ
ノフェニルイミノ－５－ピラゾロン、１－β－ナフチル－４－ｐ－ジエチルアミノフェニ
ルイミノ－５－ピラゾロン等の染料やｐ，ｐ’，ｐ”－ヘキサメチルトリアミノトリフェ
ニルメタン（ロイコクリスタルバイオレット）、Ｐｅｒｇａｓｃｒｉｐｔ　Ｂｌｕｅ　Ｓ
ＲＢ（チバガイギー社製）等のロイコ染料が挙げられる。
【０２１６】
　上記の他に、感熱紙や感圧紙用の素材として知られているロイコ染料も好適なものとし
て挙げられる。具体例としては、クリスタルバイオレットラクトン、マラカイトグリーン
ラクトン、ベンゾイルロイコメチレンブルー、２－（Ｎ－フェニル－Ｎ－メチルアミノ）
－６－（Ｎ－ｐ－トリル－Ｎ－エチル）アミノ－フルオラン、２－アニリノ－３－メチル
－６－（Ｎ－エチル－ｐ－トルイジノ）フルオラン、３，６－ジメトキシフルオラン、３
－（Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ）－５－メチル－７－（Ｎ，Ｎ－ジベンジルアミノ）－フル
オラン、３－（Ｎ－シクロヘキシル－Ｎ－メチルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフ
ルオラン、３－（Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３
－（Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ）－６－メチル－７－キシリジノフルオラン、３－（Ｎ，Ｎ
－ジエチルアミノ）－６－メチルー７－クロロフルオラン、３－（Ｎ，Ｎ－ジエチルアミ
ノ）－６－メトキシ－７－アミノフルオラン、３－（Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ）－７－（
４－クロロアニリノ）フルオラン、３－（Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ）－７－クロロフルオ
ラン、３－（Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ）－７－ベンジルアミノフルオラン、３－（Ｎ，Ｎ
－ジエチルアミノ）－７，８－ベンゾフロオラン、３－（Ｎ，Ｎ－ジブチルアミノ）－６
－メチル－７－アニリノフルオラン、３－（Ｎ，Ｎ－ジブチルアミノ）－６－メチル－７
－キシリジノフルオラン、３－ピペリジノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－
ピロリジノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３，３－ビス（１－エチル－２－メ
チルインドール－３－イル）フタリド、３，３－ビス（１－ｎ－ブチル－２－メチルイン
ドール－３－イル）フタリド、３，３－ビス（ｐ－ジメチルアミノフェニル）－６－ジメ
チルアミノフタリド、３－（４－ジエチルアミノ－２－エトキシフェニル）－３－（１－
エチル－２－メチルインドール－３－イル）－４－ザフタリド、３－（４－ジエチルアミ
ノフェニル）－３－（１－エチル－２－メチルインドール－３－イル）フタリド、などが
挙げられる。
【０２１７】
　焼き出し剤として用いられる酸又はラジカルによって変色する染料の好適な添加量は、
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画像記録層固形分に対して０．０１～１０質量％の割合であることが好ましい。
【０２１８】
（４）重合禁止剤
　本発明における画像記録層には、画像記録層の製造中又は保存中において、（Ｃ）重合
性モノマーや（Ｄ）特定高分子化合物の不要な熱重合を防止するために、少量の熱重合防
止剤を添加するのが好ましい。
　熱重合防止剤としては、例えば、ハイドロキノン、ｐ－メトキシフェノール、ジ－ｔ－
ブチル－ｐ－クレゾール、ピロガロール、ｔ－ブチルカテコール、ベンゾキノン、４，４
’－チオビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレンビス（４
－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、Ｎ－ニトロソ－Ｎ－フェニルヒドロキシルアミ
ンアルミニウム塩が好適に挙げられる。
　熱重合防止剤の添加量は、画像記録層の全固形分に対して、約０．０１～約５質量％で
あるのが好ましい。
【０２１９】
（５）高級脂肪酸誘導体等
　本発明における画像記録層には、酸素による重合阻害を防止するために、ベヘン酸やベ
ヘン酸アミドのような高級脂肪酸誘導体等を添加して、塗布後の乾燥の過程で画像記録層
の表面に偏在させてもよい。
　高級脂肪酸誘導体の添加量は、画像記録層の全固形分に対して、約０．１～約１０質量
％であるのが好ましい。
【０２２０】
（６）可塑剤
　本発明における画像記録層は、現像除去性や機上現像性を向上させるために、可塑剤を
含有してもよい。
　可塑剤としては、例えば、ジメチルフタレート、ジエチルフタレート、ジブチルフタレ
ート、ジイソブチルフタレート、ジオクチルフタレート、オクチルカプリルフタレート、
ジシクロヘキシルフタレート、ジトリデシルフタレート、ブチルベンジルフタレート、ジ
イソデシルフタレート、ジアリルフタレート等のフタル酸エステル類；ジメチルグリコー
ルフタレート、エチルフタリルエチルグリコレート、メチルフタリルエチルグリコレート
、ブチルフタリルブチルグリコレート、トリエチレングリコールジカプリル酸エステル等
のグリコールエステル類；トリクレジルホスフェート、トリフェニルホスフェート等のリ
ン酸エステル類；ジイソブチルアジペート、ジオクチルアジペート、ジメチルセバケート
、ジブチルセバケート、ジオクチルアゼレート、ジブチルマレエート等の脂肪族二塩基酸
エステル類；ポリグリシジルメタクリレート、クエン酸トリエチル、グリセリントリアセ
チルエステル、ラウリン酸ブチル等が好適に挙げられる。
　可塑剤の含有量は、画像記録層の全固形分に対して、約３０質量％以下であるのが好ま
しい。
【０２２１】
（７）無機微粒子
　本発明における画像記録層は、硬化皮膜強度向上、及び現像除去性向上や機上現像性向
上のために、無機微粒子を含有してもよい。
　無機微粒子としては、例えば、シリカ、アルミナ、酸化マグネシウム、酸化チタン、炭
酸マグネシウム、アルギン酸カルシウム、又はこれらの混合物が好適に挙げられる。これ
らは皮膜の強化、表面粗面化による界面接着性の強化等に用いることができる。
　無機微粒子は、平均粒径が５ｎｍ～１０μｍであるのが好ましく、０．５μｍ～３μｍ
であるのがより好ましい。上記範囲であると、画像記録層中に安定に分散して、画像記録
層の膜強度を十分に保持し、印刷時の汚れを生じにくい親水性に優れる非画像部を形成す
ることができる。
　上述したような無機微粒子は、コロイダルシリカ分散物等の市販品として容易に入手す
ることができる。
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　無機微粒子の含有量は、画像記録層の全固形分に対して、４０質量％以下であるのが好
ましく、３０質量％以下であるのがより好ましい。
【０２２２】
（８）低分子親水性化合物
　本発明における画像記録層は、耐刷性を低下させることなく、現像除去性や機上現像性
を向上させることから、低分子親水性化合物を含有してもよい。
　低分子親水性化合物としては、例えば、水溶性有機化合物としては、エチレングリコー
ル、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピ
レングリコール、トリプロピレングリコール等のグリコール類及びそのエーテル又はエス
テル誘導体類、グリセリン、ペンタエリスリトール等のポリヒドロキシ類、トリエタノー
ルアミン、ジエタノールアミンモノエタノールアミン等の有機アミン類及びその塩、アル
キルスルホン酸、トルエンスルホン酸、ベンゼンスルホン酸等の有機スルホン酸類及びそ
の塩、アルキルスルファミン酸等の有機スルファミン酸類及びその塩、アルキル硫酸、ア
ルキルエーテル硫酸等の有機硫酸類及びその塩、フェニルホスホン酸等の有機ホスホン酸
類及びその塩、酒石酸、シュウ酸、クエン酸、リンゴ酸、乳酸、グルコン酸、アミノ酸類
等の有機カルボン酸類及びその塩等が挙げられる。
　これらの中でも、有機スルホン酸、有機スルファミン酸、有機硫酸のナトリウム塩やリ
チウム塩などの有機硫酸塩が好ましく使用される。
【０２２３】
　有機スルホン酸塩の具体的な化合物としては、ノルマルブチルスルホン酸ナトリウム、
イソブチルスルホン酸ナトリウム、ｓｅｃ－ブチルスルホン酸ナトリウム、ｔｅｒｔ－ブ
チルスルホン酸ナトリウム、ノルマルペンチルスルホン酸ナトリウム、１－エチルプロピ
ルスルホン酸ナトリウム、ノルマルヘキシルスルホン酸ナトリウム、１、２－ジメチルプ
ロピルスルホン酸ナトリウム、２－エチルブチルスルホン酸ナトリウム、シクロヘキシル
スルホン酸ナトリウム、ノルマルヘプチルスルホン酸ナトリウム、ノルマルオクチルスル
ホン酸ナトリウム、ｔｅｒｔ－オクチルスルホン酸ナトリウム、ノルマルノニルスルホン
酸ナトリウム、アリルスルホン酸ナトリウム、２－メチルアリルスルホン酸ナトリウム、
ベンゼンスルホン酸ナトリウム、ｐ－トルエンスルホン酸ナトリウム、ｐ－ヒドロキシベ
ンゼンスルホン酸ナトリウム、ｐ－スチレンスルホン酸ナトリウム、イソフタル酸ジメチ
ル－５－スルホン酸ナトリウム、１，３－ベンゼンジスルホン酸ジナトリウム、１，３，
５－ベンゼントリスルホン酸トリナトリウム、ｐ－クロロベンゼンスルホン酸ナトリウム
、３，４－ジクロロベンゼンスルホン酸ナトリウム、１－ナフチルスルホン酸ナトリウム
、２－ナフチルスルホン酸ナトリウム、４－ヒドロキシナフチルスルホン酸ナトリウム、
１，５－ナフチルジスルホン酸ジナトリウム、２，６－ナフチルジスルホン酸ジナトリウ
ム、１，３，６－ナフチルトリスルホン酸トリナトリウム、及びこれらのリチウム塩交換
体などが挙げられる。
【０２２４】
　有機スルファミン酸塩の具体的な化合物としては、ノルマルブチルスルファミン酸ナト
リウム、イソブチルスルファミン酸ナトリウム、ｔｅｒｔ－ブチルスルファミン酸ナトリ
ウム、ノルマルペンチルスルファミン酸ナトリウム、１－エチルプロピルスルファミン酸
ナトリウム、ノルマルヘキシルスルファミン酸ナトリウム、１、２－ジメチルプロピルス
ルファミン酸ナトリウム、２－エチルブチルスルファミン酸ナトリウム、シクロヘキシル
スルファミン酸ナトリウム、及びこれらのリチウム塩交換体などが挙げられる。
【０２２５】
　これらの化合物は疎水性部分の構造が小さくて界面活性作用がほとんどなく、長鎖アル
キルスルホン酸塩や長鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩などが良好に用いられる前述の界
面活性剤とは明確に区別される。
【０２２６】
　有機硫酸塩としては、特に、下記一般式（Ｉ）で示される化合物が好ましく使用される
。
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【化４０】

【０２２８】
　上記一般式（Ｉ）中、Ｒは、置換若しくは無置換の、アルキル基、アルケニル基、アル
キニル基、アリール基、又は複素環基を表し、ｍは１～４の整数を表し、Ｘはナトリウム
、カリウム、又はリチウムを表す。
【０２２９】
　Ｒは、好ましくは、置換若しくは無置換の、直鎖状、分岐状又は環状の炭素数１～１２
のアルキル基、炭素数１～１２のアルケニル基、炭素数１～１２のアルキニル基、炭素数
２０以下のアリール基が挙げられる。これらの基が置換基を有する場合、その置換基とし
ては、直鎖状、分岐状又は環状の炭素数１～１２のアルキル基、炭素数１～１２のアルケ
ニル基、炭素数１～１２のアルキニル基、ハロゲン原子、炭素数２０以下のアリール基が
挙げられる。
【０２３０】
　一般式（Ｉ）で表される化合物の好ましい例としては、オキシエチレン－２－エチルヘ
キシルエーテル硫酸ナトリウム、ジオキシエチレン－２－エチルヘキシルエーテル硫酸ナ
トリウム、ジオキシエチレン－２－エチルヘキシルエーテル硫酸カリウム、ジオキシエチ
レン－２－エチルヘキシルエーテル硫酸リチウム、トリオキシエチレン－２－エチルヘキ
シルエーテル硫酸ナトリウム、テトラオキシエチレン－２－エチルヘキシルエーテル硫酸
ナトリウム、ジオキシエチレンヘキシルエーテル硫酸ナトリウム、ジオキシエチレンオク
チルエーテル硫酸ナトリウム、ジオキシエチレンラウリルエーテル硫酸ナトリウム等が挙
げられる。中でも、最も好ましい化合物としては、ジオキシエチレン－２－エチルヘキシ
ルエーテル硫酸ナトリウム、ジオキシエチレン－２－エチルヘキシルエーテル硫酸カリウ
ム、ジオキシエチレン－２－エチルヘキシルエーテル硫酸リチウムが挙げられる。
【０２３１】
　これら低分子親水性化合物の画像記録層への添加量は、画像記録層全固形分量の０．５
質量％以上２０質量％以下であることが好ましい。より好ましくは１質量％以上１０質量
％以下であり、更に好ましくは２質量％以上８質量％以下である。この範囲で良好な機上
現像性と耐刷性が得られる。
　これらの化合物は単独で用いてもよく、２種以上を混合して用いてもよい。
【０２３２】
（９）感脂化剤
　後述の保護層に無機質の層状化合物を含有させる場合は、着肉性を向上させるために、
画像記録層にホスホニウム化合物を用いることが好ましい。
　このホスホニウム化合物は無機質の層状化合物の表面被覆剤（感脂化剤）として機能し
、無機質の層状化合物による印刷途中の着肉性低下を防止する。
【０２３３】
　好ましいホスホニウム化合物の例としては、下記一般式（II）又は一般式（III）で表
される化合物を挙げることができる。より好ましいホスホニウム化合物としては、一般式
（II）で表される化合物である。
【０２３４】
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【０２３５】
　上記一般式（II）中、Ａｒ１～Ａｒ６は、各々独立に、アリール基、又は複素環基を表
し、Ｌは２価の連結基を表し、Ｘｎ－はｎ価のカウンターアニオンを表し、ｎは１～３の
整数を表し、ｍはｎ×ｍ＝２を満たす数を表す。
【０２３６】
　ここで、アリール基としては、フェニル基、ナフチル基、トリル基、キシリル基、フル
オロフェニル基、クロロフェニル基、ブロモフェニル基、メトキシフェニル基、エトキシ
フェニル基、ジメトキシフェニル基、メトキシカルボニルフェニル基、ジメチルアミノフ
ェニル基などが好適なものとして挙げられる。
　複素環基としては、ピリジル基、キノリル基、ピリミジニル基、チエニル基、フリル基
などが挙げられる。
　また、Ｌは、炭素数が６～１５の連結基中であることが好ましく、より好ましくは、炭
素数６～１２の連結基である。
【０２３７】
　Ｘｎ－の好ましいものとしては、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－などのハロゲンアニオン、スル
ホン酸アニオン、カルボン酸アニオン、硫酸エステルアニオン、ＰＦ６

－、ＢＦ４
－、過

塩素酸アニオンなどが挙げられる。中でも、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－などのハロゲンアニオ
ン、スルホン酸アニオン、カルボン酸アニオンが特に好ましい。
【０２３８】
　一般式（II）で表されるホスホニウム化合物の具体例を以下に示す。
【０２３９】
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【０２４０】
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【０２４１】
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【０２４２】
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【０２４３】
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【０２４５】
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【０２４６】
　前記一般式（III）において、Ｒ１～Ｒ４は、各々独立に、置換基を有してもよいアル
キル基、アルケニル基、アルキニル基、シクロアルキル基、アルコキシ基、アリール基、
アリールオキシ基、アルキルチオ基、複素環基、又は水素原子を表す。Ｒ１～Ｒ４の少な
くとも２つが結合して環を形成してもよい。Ｘ－はカウンターアニオンを示す。
【０２４７】
　ここで、Ｒ１～Ｒ４が、アルキル基、アルコキシ基、又はアルキルチオ基であるときの
炭素数は通常１～２０、アルケニル基、又はアルキニル基であるときの炭素数は通常２～
１５、シクロアルキル基であるときの炭素数は通常３～８である。
　また、アリール基としては、フェニル基、ナフチル基等が、アリールオキシ基としては
フェノキシ基、ナフチルオキシ基等が、アリールチオ基としてはフェニルチオ基等が、複
素環基としては、フリル基、チエニル基等が、それぞれ挙げられる。
　また、これらの基の有してもよい置換基としては、例えば、アルキル基、アルケニル基
、アルキニル基、シクロアルキル基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル基、アシル基
、アルキルチオ基、アリール基、アリールオキシ基、アリールチオ基、スルフィノ基、ス
ルホ基、ホスフィノ基、ホスホリル基、アミノ基、ニトロ基、シアノ基、ヒドロキシ基、
ハロゲン原子等が挙げられる。なお、これらの置換基は更に置換基を有していてもよい。
【０２４８】
　Ｘ－の表すアニオンとしては、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－などのハロゲン化物イオン、Ｃｌ
Ｏ４

－、ＰＦ６
－、ＳＯ４

－２などの無機酸アニオン、有機カルボン酸アニオン、有機ス
ルホン酸アニオンが挙げられる。
　有機カルボン酸アニオン、有機スルホン酸アニオンの有機基としては、メチル、エチル
、プロピル、ブチル、フェニル、メトキシフェニル、ナフチル、フルオロフェニル、ジフ
ルオロフェニル、ペンタフルオロフェニル、チエニル、ピロリル等が挙げられる。これら
の中で、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－、ＣｌＯ４

－、ＰＦ６
－等が好ましい。

【０２４９】
　一般式（III）で表されるホスホニウム化合物の具体例を以下に示す。
【０２５０】
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【化４９】

【０２５１】
　本発明に好適の用いられる感脂化剤として、前記ホスホニウム化合物の他に、以下に示
すような含窒素低分子化合物が挙げられる。
　好ましい含窒素低分子化合物としては、下記一般式（IV）で表される化合物が挙げられ
る。
【０２５２】
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【０２５３】
　上記一般式（IV）中、Ｒ０１～Ｒ０４は、各々独立に、置換或いは無置換の、アルキル
基、アルケニル基、アルキニル基、シクロアルキル基、アルコキシ基、アリール基、アラ
ルキル基、複素環基、又は水素原子を表す。Ｒ０１～Ｒ０４の少なくとも２つが結合して
環を形成してもよい。Ｘ０１－はアニオンであり、ＰＦ６

－、ＢＦ４
－、又は、アルキル

基、アルケニル基、アルキニル基、シクロアルキル基、アルコキシ基、アリール基、アラ
ルキル基、及び複素環基から選ばれる置換基を有する有機スルホン酸アニオンを示す。
【０２５４】
　すなわち、本発明に用いられる含窒素低分子化合物としては、Ｒ０１～Ｒ０４の少なく
とも１つが水素原子であるアミン塩類、及び、Ｒ０１～Ｒ０４がいずれも水素原子でない
第４級アンモニウム塩類が好ましいものとして挙げられる。
【０２５５】
　また、本発明に用いられる含窒素低分子化合物としては、下記一般式（Ｖ）で示される
イミダゾリニウム塩類、下記一般式（VI）で示されるベンゾイミダゾリニウム塩類、下記
一般式（VII）で示されるピリジニウム塩類、又は下記一般式（VIII）で示されるキノリ
ニウム塩類であってもよい。
【０２５６】

【化５１】

【０２５７】
　上記一般式（Ｖ）～（VIII）中、Ｒ０５、及びＲ０６は、各々独立に、置換又は無置換
の、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、シクロアルキル基、アルコキシ基、アリ
ール基、アラルキル基、複素環基、又は水素原子を表す。Ｘ０２－はアニオンであり、前
記一般式（IV）のＸ０１－と同義である。
【０２５８】
　これらの中でも、第４級アンモニウム塩類、及びピリジニウム塩類が好ましく用いられ
る。
　以下に、本発明における含窒素低分子化合物の好ましい具体例を示す。
【０２５９】
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【０２６１】
　感脂化剤として前述のホスホニウム化合物又は含窒素低分子化合物を用いる場合、これ
らの画像記録層への添加量は、画像記録層固形分の０．０１質量％～２０質量％が好まし
く、０．０５質量％～１０質量％が更に好ましく、０．１質量％～５質量％が最も好まし
い。これらの範囲内で印刷途中であっても良好なインキ着肉性が得られる。
【０２６２】
　本発明に用いられる感脂化剤としては、更に、以下に示すようなアンモニウム基含有ポ
リマーも好適なものとして挙げられる。
　アンモニウム基含有ポリマーは、その構造中にアンモニウム基を有すれば如何なるもの
でもよいが、下記一般式（IX）で表される繰り返し単位、及び、下記一般式（Ｘ）で表さ
れる繰り返し単位を含むポリマーであることが好ましい。
【０２６３】
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【０２６４】
　上記一般式（IX）及び（Ｘ）中、Ｒ３１及びＲ３６は、各々独立に、水素原子又はメチ
ル基を表す。Ｒ３２は置換基を有してもよいアルキレン基、及び置換基を有してもよいア
ルキレンオキシ基などの２価の連結基を表し、Ｒ３３、Ｒ３４、及びＲ３５は、各々独立
に、炭素数１～１０のアルキル基又はアラルキル基を表す。Ｘ３１－は、Ｆ－、Ｃｌ－、
Ｂｒ－、Ｉ－、置換基を有してもよいベンゼンスルホン酸アニオン、メチル硫酸アニオン
、エチル硫酸アニオン、プロピル硫酸アニオン、分岐してもよいブチル硫酸アニオン、分
岐してもよいアミル硫酸アニオン、ＰＦ６

－、ＢＦ４
－、Ｂ（Ｃ６Ｆ５）４

－などの有機
又は無機のアニオンを表す。Ｒ３７は炭素数１～２１のアルキル基、アラルキル基、アリ
ール基、－（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｎ－Ｒ３８、又は－（Ｃ３Ｈ６Ｏ）ｎ－Ｒ３８を表す。ここで
、Ｒ３８は水素原子、メチル基、又はエチル基を表し、ｎは１又は２を表す。
【０２６５】
　本発明におけるアンモニウム塩含有ポリマーは、一般式（IX）で表される繰り返し単位
、及び、一般式（Ｘ）で表される繰り返し単位を、それぞれ少なくとも１種含有するが、
どちらかが２種以上であってもよいし、両方が２種以上であってもよい。両繰り返し単位
の比率は限定されないが、特に好ましくは、一般式（IX）で表される繰り返し単位：一般
式（Ｘ）で表される繰り返し単位＝５：９５～８０：２０（モル比）である。また、この
アンモニウム塩含有ポリマーは、本発明の効果を確保できる範囲内で、他の共重合成分（
繰り返し単位）を含有してもよい。
【０２６６】
　また、アンモニウム塩含有ポリマーとしては、下記の測定方法で求められる還元比粘度
（単位：ｃＳｔ／ｇ／ｍｌ（ｍｍ２／ｓ／ｇ／ｍｌ））の値で、５～１２０の範囲のもの
が好ましく、１０～１１０の範囲のものがより好ましく、１５～１００の範囲のものが特
に好ましい。
【０２６７】
＜還元比粘度の測定方法＞
　３０質量％ポリマー溶液３．３３ｇ（固形分として１ｇ）を、２０ｍｌのメスフラスコ
に秤量し、Ｎ－メチルピロリドンでメスアップする。この溶液をウベローデ還元粘度管（
粘度計定数＝０．０１０ｃＳｔ／ｓ）に入れ、３０℃にて流れおちる時間を測定し、計算
（「動粘度」＝「粘度計定数」×「液体が細管を通る時間（秒）」）を用いて定法により
算出する。
【０２６８】
　以下に、本発明に用いられるアンモニウム塩含有ポリマーの具体例を示す。
【０２６９】
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【０２７０】
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【０２７１】
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【０２７２】
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【化５８】

【０２７３】
　感脂化剤として前述のアンモニウム塩含有ポリマーを用いる場合、このポリマーの含有
量は、画像記録層の全固形分に対して０．０００５質量％～３０．０質量％が好ましく、
０．００１質量％～２０．０質量％がより好ましく、０．００２質量％～１５．０質量％
が最も好ましい。この範囲で、良好な着肉性が得られる。アンモニウム塩含有ポリマーは
、更に、後述する保護層に含有させてもよい。
【０２７４】
　感脂化剤としては、前述のホスホニウム化合物、含窒素低分子化合物、及びアンモニウ
ム塩含有ポリマーからなる群より選択される１種を単独で用いてもよいし、２種以上を併
用してもよい。例えば、感脂化剤として、含窒素低分子化合物の１種のアンモニウム塩と
、アンモニウム塩含有ポリマーと、を併用してもよい。
　感脂化剤を２種以上併用する場合、画像記録層中の全感脂化剤の含有量は、該画像記録
層の全固形分に対して、０．０００５質量％～４０．０質量％が好ましく、０．００１質
量％～２５．０質量％がより好ましい。
【０２７５】
（１０）無機質の層状化合物
　本発明における画像記録層には、後述の保護層に好適に用いられる無機質の層状化合物
を添加することができる。無機質の層状化合物の画像記録層への添加は、耐刷性、重合効
率（感度）及び経時安定性の向上に有用である。
　画像記録層への無機質の層状化合物の添加量は、画像記録層の固形分に対して０．１～
５０質量％が好ましく、０．３～３０質量％が更に好ましく、１～１０質量％が最も好ま
しい。
【０２７６】
＜画像記録層の形成＞
　本発明における画像記録層は、必要な上記各成分を溶剤に分散又は溶解して塗布液を調
製し、これを支持体上に塗布、乾燥することで形成される。
　ここで使用する溶剤としては、エチレンジクロライド、シクロヘキサノン、メチルエチ
ルケトン、メタノール、エタノール、プロパノール、エチレングリコールモノメチルエー
テル、１－メトキシ－２－プロパノール、２－メトキシエチルアセテート、１－メトキシ
－２－プロピルアセテート、ジメトキシエタン、乳酸メチル、乳酸エチル、Ｎ，Ｎ－ジメ
チルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、テトラメチルウレア、Ｎ－メチルピ
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ロリドン、ジメチルスルホキシド、スルホラン、γ－ブチルラクトン、トルエン、水等を
挙げることができるが、これに限定されるものではない。これらの溶剤は、単独又は混合
して使用される。塗布液の固形分濃度は、好ましくは１～５０質量％である。
【０２７７】
　本発明における画像記録層は、同一又は異なる上記各成分を同一又は異なる溶剤に分散
又は溶解した塗布液を複数調製し、複数回の塗布、乾燥を繰り返して形成することも可能
である。
【０２７８】
　また、塗布、乾燥後に得られる支持体上の画像記録層塗布量（固形分）は、用途によっ
て異なるが、一般的に０．３～３．０ｇ／ｍ２が好ましい。この範囲で、良好な感度と画
像記録層の良好な皮膜特性が得られる。
　塗布する方法としては、種々の方法を用いることができる。例えば、バーコーター塗布
、回転塗布、スプレー塗布、カーテン塗布、ディップ塗布、エアナイフ塗布、ブレード塗
布、ロール塗布等が挙げられる。
【０２７９】
＜保護層＞
　本発明の平版印刷版原版には、画像記録層の上に保護層（オーバーコート層）を設ける
ことが好ましい。
　保護層は酸素遮断によって画像形成阻害反応を抑制する機能の他、画像記録層での傷の
発生防止、高照度レーザー露光時のアブレーション防止などの機能も有する。
　以下、保護層を構成する成分等について説明する。
【０２８０】
　通常、平版印刷版の露光処理は大気中で実施する。露光処理によって生じる画像記録層
中での画像形成反応は、大気中に存在する酸素、塩基性物質等の低分子化合物によって阻
害され得る。保護層は、この酸素、塩基性物質等の低分子化合物が画像記録層へ混入する
ことを防止し、結果として大気中での画像形成阻害反応を抑制する。従って、保護層に望
まれる特性は、酸素等の低分子化合物の透過性を低くすることであり、更に、露光に用い
られる光の透過性が良好で、画像記録層との密着性に優れ、かつ、露光後の機上現像処理
工程で容易に除去することができるものである。このような特性を有する保護層について
は、例えば、米国特許第３，４５８，３１１号明細書及び特公昭５５－４９７２９号公報
に記載されている。
【０２８１】
　保護層に用いられる材料としては、水溶性ポリマー、水不溶性ポリマーのいずれをも適
宜選択して使用することができる。具体的には、例えば、ポリビニルアルコール、変性ポ
リビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、ポリビニルイミダゾール、ポリアクリル酸
、ポリアクリルアミド、ポリ酢酸ビニルの部分鹸化物、エチレン－ビニルアルコール共重
合体、水溶性セルロース誘導体、ゼラチン、デンプン誘導体、アラビアゴム等の水溶性ポ
リマーや、ポリ塩化ビニリデン、ポリ（メタ）アクリロニトリル、ポリサルホン、ポリ塩
化ビニル、ポリエチレン、ポリカーボネート、ポリスチレン、ポリアミド、セロハン等の
ポリマー等が挙げられる。
　これらは、必要に応じて２種以上を併用して用いることもできる。
【０２８２】
　上記材料中で比較的有用な素材としては、結晶性に優れる水溶性高分子化合物が挙げら
れる。具体的には、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、ポリビニルイミダゾ
ール、ポリアクリル酸等の水溶性アクリル樹脂、ゼラチン、アラビアゴム等が好適であり
、中でも、水を溶媒として塗布可能であり、かつ、印刷時における湿し水により容易に除
去されるという観点から、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、ポリビニルイ
ミダゾールが好ましい。その中でも、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）は、酸素遮断性、
現像除去性等の基本的な特性に対して最も良好な結果を与える。
【０２８３】
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　保護層に用い得るポリビニルアルコールは、必要な水溶性を有する実質的量の未置換ビ
ニルアルコール単位を含有するかぎり、一部がエステル、エーテル、及びアセタールで置
換されていてもよい。また、同様に一部が他の共重合成分を含有していてもよい。例えば
、カルボキシル基、スルホ基等のアニオンで変性されたアニオン変性部位、アミノ基、ア
ンモニウム基等のカチオンで変性されたカチオン変性部位、シラノール変性部位、チオー
ル変性部位等種々の親水性変性部位をランダムに有す各種重合度のポリビニルアルコール
、前記のアニオン変性部位、前記のカチオン変性部位、シラノール変性部位、チオール変
性部位、更にはアルコキシル変性部位、スルフィド変性部位、ビニルアルコールと各種有
機酸とのエステル変性部位、前記アニオン変性部位とアルコール類等とのエステル変性部
位、エポキシ変性部位等種々の変性部位をポリマー鎖末端に有す各種重合度のポリビニル
アルコール等も好ましく用いられる。
【０２８４】
　これら変性ポリビニルアルコールは７１～１００モル％加水分解された重合度３００～
２４００の範囲の化合物が好適に挙げられる。具体的には、株式会社クラレ製のＰＶＡ－
１０５，ＰＶＡ－１１０，ＰＶＡ－１１７，ＰＶＡ－１１７Ｈ，ＰＶＡ－１２０，ＰＶＡ
－１２４，ＰＶＡ－１２４Ｈ，ＰＶＡ－ＣＳ，ＰＶＡ－ＣＳＴ，ＰＶＡ－ＨＣ，ＰＶＡ－
２０３，ＰＶＡ－２０４，ＰＶＡ－２０５，ＰＶＡ－２１０，ＰＶＡ－２１７，ＰＶＡ－
２２０，ＰＶＡ－２２４，ＰＶＡ－２１７ＥＥ，ＰＶＡ－２１７Ｅ，ＰＶＡ－２２０Ｅ，
ＰＶＡ－２２４Ｅ，ＰＶＡ－４０５，ＰＶＡ－４２０，ＰＶＡ－６１３，Ｌ－８等が挙げ
られる。
　また、変性ポリビニルアルコールとしては、アニオン変性部位を有すＫＬ－３１８、Ｋ
Ｌ－１１８、ＫＭ－６１８、ＫＭ－１１８、ＳＫ－５１０２、カチオン変性部位を有すＣ
－３１８、Ｃ－１１８、ＣＭ－３１８、末端チオール変性部位を有すＭ－２０５、Ｍ－１
１５、末端スルフィド変性部位を有すＭＰ－１０３、ＭＰ－２０３、ＭＰ－１０２、ＭＰ
－２０２、高級脂肪酸とのエステル変性部位を末端に有すＨＬ－１２Ｅ、ＨＬ－１２０３
、その他反応性シラン変性部位を有すＲ－１１３０、Ｒ－２１０５、Ｒ－２１３０等が挙
げられる。
【０２８５】
　また、保護層には無機質の層状化合物を含有することが好ましい。
　層状化合物とは薄い平板状の形状を有する粒子であり、例えば、下記一般式Ａ（Ｂ，Ｃ
）２～５Ｄ４Ｏ１０（ＯＨ，Ｆ，Ｏ）２〔ただし、ＡはＬｉ，Ｋ，Ｎａ，Ｃａ，Ｍｇ，有
機カチオンの何れか、Ｂ及びＣはＦｅ（II），Ｆｅ（III），Ｍｎ，Ａｌ，Ｍｇ，Ｖの何
れかであり、ＤはＳｉ又はＡｌである。〕で表される天然雲母、合成雲母等の雲母群、式
３ＭｇＯ・４ＳｉＯ・Ｈ２Ｏで表されるタルク、テニオライト、モンモリロナイト、サポ
ナイト、ヘクトライト、リン酸ジルコニウムなどが挙げられる。
【０２８６】
　上記天然雲母としては白雲母、ソーダ雲母、金雲母、黒雲母及び鱗雲母が挙げられる。
また、合成雲母としては、フッ素金雲母ＫＭｇ３（ＡｌＳｉ３Ｏ１０）Ｆ２、カリ四ケイ
素雲母ＫＭｇ２．５Ｓｉ４Ｏ１０）Ｆ２等の非膨潤性雲母、及びＮａテトラシリリックマ
イカＮａＭｇ２．５（Ｓｉ４Ｏ１０）Ｆ２、Ｎａ又はＬｉテニオライト（Ｎａ，Ｌｉ）Ｍ
ｇ２Ｌｉ（Ｓｉ４Ｏ１０）Ｆ２、モンモリロナイト系のＮａ又はＬｉヘクトライト（Ｎａ
，Ｌｉ）１／８Ｍｇ２／５Ｌｉ１／８（Ｓｉ４Ｏ１０）Ｆ２等の膨潤性雲母等が挙げられ
る。また合成スメクタイトも有用である。
【０２８７】
　上記の層状化合物の中でも、合成の層状化合物であるフッ素系の膨潤性雲母が特に有用
である。すなわち、雲母、モンモリロナイト、サポナイト、ヘクトライト、ベントナイト
等の膨潤性粘土鉱物類等は、１０～１５Å程度の厚さの単位結晶格子層からなる積層構造
を有し、格子内金属原子置換が他の粘度鉱物より著しく大きい。その結果、格子層は正電
荷不足を生じ、それを補償するために層間にＬｉ＋、Ｎａ＋、Ｃａ２＋、Ｍｇ２＋、アミ
ン塩、第４級アンモニウム塩、ホスホニウム塩及びスルホニウム塩等の有機カチオンの陽
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イオンを吸着している。これらの層状化合物は水により膨潤する。その状態でシェアーを
かけると容易に劈開し、水中で安定したゾルを形成する。ベントナイト及び膨潤性合成雲
母はこの傾向が強い。
【０２８８】
　層状化合物の形状としては、拡散制御の観点からは、厚さは薄ければ薄いほどよく、平
面サイズは塗布面の平滑性や活性光線の透過性を阻害しない限りにおいて大きいほどよい
。従って、アスペクト比は２０以上であり、好ましくは１００以上、特に好ましくは２０
０以上である。なお、アスペクト比は粒子の長径に対する厚さの比であり、たとえば、粒
子の顕微鏡写真による投影図から測定することができる。アスペクト比が大きい程、得ら
れる効果が大きい。
【０２８９】
　層状化合物の粒子径は、その平均長径が０．３～２０μｍ、好ましくは０．５～１０μ
ｍ、特に好ましくは１～５μｍである。粒子径が０．３μｍよりも小さいと酸素や水分の
透過の抑制が不十分であり、効果を十分に発揮できない。また２０μｍよりも大きいと塗
布液中での分散安定性が不十分であり、安定的な塗布を行うことができない問題が生じる
。また、該粒子の平均の厚さは、０．１μｍ以下、好ましくは、０．０５μｍ以下、特に
好ましくは、０．０１μｍ以下である。例えば、無機質の層状化合物のうち、代表的化合
物である膨潤性合成雲母のサイズは厚さが１～５０ｎｍ、面サイズが１～２０μｍ程度で
ある。
【０２９０】
　このようにアスペクト比が大きい無機質の層状化合物の粒子を保護層に含有させると、
塗膜強度が向上し、また、酸素や水分の透過を効果的に防止しうるため、変形などによる
保護層の劣化を防止し、高湿条件下において長期間保存しても、湿度の変化による平版印
刷版原版における画像形成性の低下もなく保存安定性に優れる。
【０２９１】
　次に、層状化合物を保護層に用いる場合の一般的な分散方法の例について述べる。
　まず、水１００質量部に先に層状化合物の好ましいものとして挙げた膨潤性の層状化合
物を５～１０質量部添加し、充分水になじませ、膨潤させた後、分散機にかけて分散する
。ここで用いる分散機としては、機械的に直接力を加えて分散する各種ミル、大きな剪断
力を有する高速攪拌型分散機、高強度の超音波エネルギーを与える分散機等が挙げられる
。具体的には、ボールミル、サンドグラインダーミル、ビスコミル、コロイドミル、ホモ
ジナイザー、ティゾルバー、ポリトロン、ホモミキサー、ホモブレンダー、ケディミル、
ジェットアジター、毛細管式乳化装置、液体サイレン、電磁歪式超音波発生機、ポールマ
ン笛を有する乳化装置等が挙げられる。上記の方法で分散した無機質の層状化合物の５～
１０質量％の分散物は高粘度或いはゲル状であり、保存安定性は極めて良好である。
　この分散物を用いて保護層用塗布液を調製する際には、水で希釈し、充分攪拌した後、
バインダー溶液と配合して調製するのが好ましい。
【０２９２】
　保護層中の無機質の層状化合物の含有量は、保護層に使用されるバインダーの量に対し
、質量比で５／１～１／１００であることが好ましい。複数種の無機質の層状化合物を併
用した場合でも、これら無機質の層状化合物の合計量が上記の質量比であることが好まし
い。
【０２９３】
　保護層の他の添加物として、例えば、グリセリン、ジプロピレングリコール、プロピオ
ンアミド、シクロヘキサンジオール、ソルビトール等を前記水溶性又は水不溶性ポリマー
に対して数質量％相当量添加して可撓性を付与することができる。また、皮膜の物性改良
のため水溶性の（メタ）アクリル系ポリマー、水溶性可塑剤などの公知の添加剤を加える
ことができる。
【０２９４】
　更に、本発明における保護層は後述のような保護層用塗布液を用いて形成されるが、こ
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の塗布液には、画像記録層との密着性、塗布液の経時安定性を向上するための公知の添加
剤を加えてもよい。
　即ち、保護層用塗布液には、塗布性を向上させためのアニオン界面活性剤、ノニオン界
面活性剤、カチオン界面活性剤、フッ素系界面活性剤、具体的には、アルキル硫酸ナトリ
ウム、アルキルスルホン酸ナトリウム等のアニオン界面活性剤；アルキルアミノカルボン
酸塩、アルキルアミノジカルボン酸塩等の両性界面活性剤；ポリオキシエチレンアルキル
フェニルエーテル等の非イオン界面活性剤を添加することができる。これら界面活性剤の
添加量は前記水溶性又は水不溶性ポリマーに対して０．１～１００質量％添加することが
できる。
【０２９５】
　また、画像部との密着性を良化させるため、例えば、特開昭４９－７０７０２号公報及
び英国特許出願公開第１３０３５７８号明細書には、主にポリビニルアルコールからなる
親水性ポリマー中に、アクリル系エマルション、水不溶性ビニルピロリドン－ビニルアセ
テート共重合体等を２０～６０質量％混合させ、画像記録層上に積層することにより、十
分な接着性が得られることが記載されている。本発明においては、これらの公知の技術を
いずれも用いることができる。
【０２９６】
　更に、保護層には、他の機能を付与することもできる。例えば、露光に用いられる赤外
線の透過性に優れ、かつ、それ以外の波長の光を効率よく吸収しうる、着色剤（例えば、
水溶性染料）の添加により、感度低下を引き起こすことなく、セーフライト適性を向上さ
せることができる。
【０２９７】
　保護層の形成は、上記保護層成分を溶媒に分散又は溶解して調製された保護層用塗布液
を、画像記録層上に塗布、乾燥して行われる。
　塗布溶剤は、バインダーとの関連において適宜選択することができるが、水溶性ポリマ
ーを用いる場合には、蒸留水、精製水を用いることが好ましい。
【０２９８】
　保護層の塗布方法は、特に制限されるものではなく、米国特許第３，４５８，３１１号
明細書又は特公昭５５－４９７２９号公報に記載されている方法など公知の方法を適用す
ることができる。
　具体的には、例えば、保護層を形成する際には、ブレード塗布法、エアナイフ塗布法、
グラビア塗布法、ロールコーティング塗布法、スプレー塗布法、ディップ塗布法、バー塗
布法等が用いられる。
【０２９９】
　保護層の塗布量としては、乾燥後の塗布量で、０．０１～１０ｇ／ｍ２の範囲であるこ
とが好ましく、０．０２～３ｇ／ｍ２の範囲がより好ましく、最も好ましくは０．０２～
１ｇ／ｍ２の範囲である。
【０３００】
＜親水性支持体＞
　本発明の平版印刷版原版に用いられる親水性支持体は、少なくとも画像記録層が形成さ
れる面が親水性であればよく、また、その材質は特に限定されず、寸度的に安定な板状物
であればよい。例えば、紙、プラスチック（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポ
リスチレン等）がラミネートされた紙、金属板（例えば、アルミニウム、亜鉛、銅等）、
プラスチックフィルム（例えば、二酢酸セルロース、三酢酸セルロース、プロピオン酸セ
ルロース、酪酸セルロース、酢酸酪酸セルロース、硝酸セルロース、ポリエチレンテレフ
タレート、ポリエチレン、ポリスチレン、ポリプロピレン、ポリカーボネート、ポリビニ
ルアセタール等）、上述した金属がラミネートされ又は蒸着された紙又はプラスチックフ
ィルム等が挙げられる。
　好ましい支持体としては、ポリエステルフィルム及びアルミニウム板が挙げられる。中
でも、寸法安定性がよく、比較的安価であるアルミニウム板が好ましい。
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【０３０１】
　アルミニウム板は、純アルミニウム板、アルミニウムを主成分とし、微量の異元素を含
む合金板、又は、アルミニウム若しくはアルミニウム合金の薄膜にプラスチックがラミネ
ートされているものである。アルミニウム合金に含まれる異元素には、ケイ素、鉄、マン
ガン、銅、マグネシウム、クロム、亜鉛、ビスマス、ニッケル、チタン等がある。合金中
の異元素の含有量は１０質量％以下であるのが好ましい。本発明においては、純アルミニ
ウム板が好ましいが、完全に純粋なアルミニウムは精錬技術上製造が困難であるので、わ
ずかに異元素を含有するものでもよい。アルミニウム板は、その組成が特定されるもので
はなく、公知公用の素材のものを適宜利用することができる。
【０３０２】
　アルミニウム板を使用するに先立ち、粗面化処理、陽極酸化処理等の表面処理を施すの
が好ましい。表面処理により、親水性の向上及び画像記録層と支持体との密着性の確保が
容易になる。アルミニウム板を粗面化処理するに先立ち、所望により、表面の圧延油を除
去するための界面活性剤、有機溶剤、アルカリ性水溶液等による脱脂処理が行われる。
【０３０３】
　アルミニウム板表面の粗面化処理は、種々の方法により行われるが、例えば、機械的粗
面化処理、電気化学的粗面化処理（電気化学的に表面を溶解させる粗面化処理）、化学的
粗面化処理（化学的に表面を選択溶解させる粗面化処理）が挙げられる。
　機械的粗面化処理の方法としては、ボール研磨法、ブラシ研磨法、ブラスト研磨法、バ
フ研磨法等の公知の方法を用いることができる。また、アルミニウムの圧延段階において
凹凸を設けたロールで凹凸形状を転写する転写法も用いることができる。
　電気化学的粗面化処理の方法としては、例えば、塩酸、硝酸等の酸を含有する電解液中
で交流又は直流により行う方法が挙げられる。また、特開昭５４－６３９０２号公報に記
載されているような混合酸を用いる方法も挙げられる。
【０３０４】
　粗面化処理されたアルミニウム板は、必要に応じて、水酸化カリウム、水酸化ナトリウ
ム等の水溶液を用いてアルカリエッチング処理を施され、更に、中和処理された後、所望
により、耐摩耗性を高めるために陽極酸化処理を施される。
【０３０５】
　アルミニウム板の陽極酸化処理に用いられる電解質としては、多孔質酸化皮膜を形成さ
せる種々の電解質の使用が可能である。一般的には、硫酸、塩酸、シュウ酸、クロム酸又
はそれらの混酸が用いられる。それらの電解質の濃度は電解質の種類によって適宜決めら
れる。
　陽極酸化処理の条件は、用いられる電解質により種々変わるので一概に特定することは
できないが、一般的には、電解質濃度１～８０質量％溶液、液温５～７０℃、電流密度５
～６０Ａ／ｄｍ２、電圧１～１００Ｖ、電解時間１０秒～５分であるのが好ましい。形成
される陽極酸化皮膜の量は、１．０～５．０ｇ／ｍ２であるのが好ましく、１．５～４．
０ｇ／ｍ２であるのがより好ましい。この範囲で、良好な耐刷性と平版印刷版の非画像部
の良好な耐傷性が得られる。
【０３０６】
　本発明で用いられる支持体としては、上記のような表面処理をされ陽極酸化皮膜を有す
る基板そのままでもよいが、上層との接着性、親水性、汚れ難さ、断熱性などを一層改良
するため、必要に応じて、特開２００１－２５３１８１号公報や特開２００１－３２２３
６５号公報に記載されている陽極酸化皮膜のマイクロポアの拡大処理や封孔処理、及び親
水性化合物を含有する水溶液に浸漬する表面親水化処理などを適宜選択して行うことがで
きる。もちろん、これら拡大処理、封孔処理はこれらに記載のものに限られたものではな
く従来公知の何れも方法も行うことができる。例えば、封孔処理としては、蒸気封孔のほ
かフッ化ジルコン酸の単独処理、フッ化ナトリウムによる処理、塩化リチウムを添加した
蒸気封孔でも可能である。
【０３０７】
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　本発明に用いられる封孔処理は、特に限定されず、従来公知の方法を用いることができ
るが、中でも、無機フッ素化合物を含有する水溶液による封孔処理、水蒸気による封孔処
理及び熱水による封孔処理が好ましい。以下にそれぞれ説明する。
【０３０８】
＜１＞無機フッ素化合物を含有する水溶液による封孔処理
　無機フッ素化合物を含有する水溶液による封孔処理に用いられる無機フッ素化合物とし
ては、金属フッ化物が好適に挙げられる。
　具体的には、例えば、フッ化ナトリウム、フッ化カリウム、フッ化カルシウム、フッ化
マグネシウム、フッ化ジルコン酸ナトリウム、フッ化ジルコン酸カリウム、フッ化チタン
酸ナトリウム、フッ化チタン酸カリウム、フッ化ジルコン酸アンモニウム、フッ化チタン
酸アンモニウム、フッ化チタン酸カリウム、フッ化ジルコン酸、フッ化チタン酸、ヘキサ
フルオロケイ酸、フッ化ニッケル、フッ化鉄、フッ化リン酸、フッ化リン酸アンモニウム
が挙げられる。中でも、フッ化ジルコン酸ナトリウム、フッ化チタン酸ナトリウム、フッ
化ジルコン酸、フッ化チタン酸が好ましい。
【０３０９】
　水溶液中の無機フッ素化合物の濃度は、陽極酸化皮膜のマイクロポアの封孔を十分に行
う点で、０．０１質量％以上であるのが好ましく、０．０５質量％以上であるのがより好
ましく、また、耐汚れ性の点で、１質量％以下であるのが好ましく、０．５質量％以下で
あるのがより好ましい。
【０３１０】
　無機フッ素化合物を含有する水溶液は、更に、リン酸塩化合物を含有するのが好ましい
。リン酸塩化合物を含有すると、陽極酸化皮膜の表面の親水性が向上するため、機上現像
性及び耐汚れ性を向上させることができる。
【０３１１】
　リン酸塩化合物としては、例えば、アルカリ金属、アルカリ土類金属等の金属のリン酸
塩が好適に挙げられる。
　具体的には、例えば、リン酸亜鉛、リン酸アルミニウム、リン酸アンモニウム、リン酸
水素二アンモニウム、リン酸二水素アンモニウム、リン酸一アンモニウム、リン酸一カリ
ウム、リン酸一ナトリウム、リン酸二水素カリウム、リン酸水素二カリウム、リン酸カル
シウム、リン酸水素アンモニウムナトリウム、リン酸水素マグネシウム、リン酸マグネシ
ウム、リン酸第一鉄、リン酸第二鉄、リン酸二水素ナトリウム、リン酸ナトリウム、リン
酸水素二ナトリウム、リン酸鉛、リン酸二アンモニウム、リン酸二水素カルシウム、リン
酸リチウム、リンタングステン酸、リンタングステン酸アンモニウム、リンタングステン
酸ナトリウム、リンモリブデン酸アンモニウム、リンモリブデン酸ナトリウム、亜リン酸
ナトリウム、トリポリリン酸ナトリウム、ピロリン酸ナトリウムが挙げられる。中でも、
リン酸二水素ナトリウム、リン酸水素二ナトリウム、リン酸二水素カリウム、リン酸水素
二カリウムが好ましい。
　無機フッ素化合物とリン酸塩化合物の組み合わせは、特に限定されないが、水溶液が、
無機フッ素化合物として、少なくともフッ化ジルコン酸ナトリウムを含有し、リン酸塩化
合物として、少なくともリン酸二水素ナトリウムを含有するのが好ましい。
【０３１２】
　水溶液中のリン酸塩化合物の濃度は、機上現像性及び耐汚れ性の向上の点で、０．０１
質量％以上であるのが好ましく、０．１質量％以上であるのがより好ましく、また、溶解
性の点で、２０質量％以下であるのが好ましく、５質量％以下であるのがより好ましい。
【０３１３】
　水溶液中の各化合物の割合は、特に限定されないが、無機フッ素化合物とリン酸塩化合
物の質量比が、１／２００～１０／１であるのが好ましく、１／３０～２／１であるのが
より好ましい。
　また、水溶液の温度は、２０℃以上であるのが好ましく、４０℃以上であるのがより好
ましく、また、１００℃以下であるのが好ましく、８０℃以下であるのがより好ましい。
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　また、水溶液は、ｐＨ１以上であるのが好ましく、ｐＨ２以上であるのがより好ましく
、また、ｐＨ１１以下であるのが好ましく、ｐＨ５以下であるのがより好ましい。
　無機フッ素化合物を含有する水溶液による封孔処理の方法は、特に限定されず、例えば
、浸漬法、スプレー法が挙げられる。これらは単独で１回又は複数回用いてもよく、２種
以上を組み合わせて用いてもよい。
　中でも、浸漬法が好ましい。浸漬法を用いて処理する場合、処理時間は、１秒以上であ
るのが好ましく、３秒以上であるのがより好ましく、また、１００秒以下であるのが好ま
しく、２０秒以下であるのがより好ましい。
【０３１４】
＜２＞水蒸気による封孔処理
　水蒸気による封孔処理は、例えば、加圧又は常圧の水蒸気を連続的に又は非連続的に、
陽極酸化皮膜に接触させる方法が挙げられる。
　水蒸気の温度は、８０℃以上であるのが好ましく、９５℃以上であるのがより好ましく
、また、１０５℃以下であるのが好ましい。
　水蒸気の圧力は、（大気圧－５０ｍｍＡｑ）から（大気圧＋３００ｍｍＡｑ）までの範
囲（１．００８×１０５～１．０４３×１０５Ｐａ）であるのが好ましい。
　また、水蒸気を接触させる時間は、１秒以上であるのが好ましく、３秒以上であるのが
より好ましく、また、１００秒以下であるのが好ましく、２０秒以下であるのがより好ま
しい。
【０３１５】
＜３＞熱水による封孔処理
　熱水による封孔処理としては、例えば、陽極酸化皮膜を形成させたアルミニウム板を熱
水に浸漬させる方法が挙げられる。
　熱水は、無機塩（例えば、リン酸塩）又は有機塩を含有していてもよい。
　熱水の温度は、８０℃以上であるのが好ましく、９５℃以上であるのがより好ましく、
また、１００℃以下であるのが好ましい。
　また、熱水に浸漬させる時間は、１秒以上であるのが好ましく、３秒以上であるのがよ
り好ましく、また、１００秒以下であるのが好ましく、２０秒以下であるのがより好まし
い。
【０３１６】
　前記親水化処理としては、米国特許第２，７１４，０６６号、同第３，１８１，４６１
号、同第３，２８０，７３４号及び同第３，９０２，７３４号の各明細書に記載されてい
るようなアルカリ金属シリケート法がある。この方法においては、支持体をケイ酸ナトリ
ウム等の水溶液で浸漬処理又は電解処理する。その他に、特公昭３６－２２０６３号公報
に記載されているフッ化ジルコン酸カリウムで処理する方法、米国特許第３，２７６，８
６８号、同第４，１５３，４６１号及び同第４，６８９，２７２号の各明細書に記載され
ているようなポリビニルホスホン酸で処理する方法等が挙げられる。
【０３１７】
　本発明において用いられる支持体としては、親水化処理としてケイ酸ナトリウム等の水
溶液で浸漬処理し、Ｓｉ原子が付着したものを用いることが好ましい。特に、表面に８ｍ
ｇ／ｍ２以上のＳｉ原子が付着している支持体を用いることが好ましい。なお、Ｓｉ原子
の付着量の上限値としては、１５ｍｇ／ｍ２であり、好ましくは１２ｍｇ／ｍ２である。
このＳｉ原子の付着量は、蛍光Ｘ線測定により、定量することができる。
　一般的に、支持体表面のＳｉ原子が多いほど親水性が高くなるが、支持体と画像記録層
との界面に水分が入り込み易くなり、その結果、耐刷性が低下する問題や、露光後の画像
部の表面に傷が付いた際にその傷が印刷物に現れてしまうといった問題が生じる場合があ
る。
　しかしながら、本発明における画像記録層を用いた場合には前述のように耐刷性を向上
させることができるため、上記のように、８ｍｇ／ｍ２以上のＳｉ原子が付着している親
水性の高い支持体を用いた場合であっても、耐刷性の低下を抑制することができる。
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【０３１８】
　本発明における支持体として、ポリエステルフィルムなど表面の親水性が不十分な支持
体を用いる場合は、親水層を塗布して表面を親水性にすることが望ましい。親水層として
は、特開２００１－１９９１７５号公報に記載の、ベリリウム、マグネシウム、アルミニ
ウム、珪素、チタン、硼素、ゲルマニウム、スズ、ジルコニウム、鉄、バナジウム、アン
チモン及び遷移金属から選択される少なくとも一つの元素の酸化物又は水酸化物のコロイ
ドを含有する塗布液を塗布してなる親水層や、特開２００２－７９７７２号公報に記載の
、有機親水性ポリマーを架橋或いは疑似架橋することにより得られる有機親水性マトリッ
クスを有する親水層や、ポリアルコキシシラン、チタネート、ジルコネート又はアルミネ
ートの加水分解及び縮合反応からなるゾル－ゲル変換により得られる無機親水性マトリッ
クスを有する親水層、或いは、金属酸化物を含有する表面を有する無機薄膜からなる親水
層が好ましい。中でも、珪素の酸化物又は水酸化物のコロイドを含有する塗布液を塗布し
てなる親水層が好ましい。
【０３１９】
　また、本発明における支持体としてポリエステルフィルム等を用いる場合には、支持体
の親水性層側又は反対側、或いは両側に、帯電防止層を設けるのが好ましい。帯電防止層
を支持体と親水性層との間に設けた場合には、親水性層との密着性向上にも寄与する。帯
電防止層としては、特開２００２－７９７７２号公報に記載の、金属酸化物微粒子やマッ
ト剤を分散したポリマー層等が使用できる。
【０３２０】
　支持体は、中心線平均粗さが０．１０～１．２μｍであるのが好ましい。この範囲で、
画像記録層との良好な密着性、良好な耐刷性と良好な汚れ難さが得られる。
【０３２１】
　支持体の厚さは０．１～０．６ｍｍであるのが好ましく、０．１５～０．４ｍｍである
のがより好ましい。
【０３２２】
＜バックコート層＞
　支持体に表面処理を施した後又は下塗り層（後述）を形成させた後、必要に応じて、支
持体の裏面にバックコート層を設けることができる。
　バックコート層としては、例えば、特開平５－４５８８５号公報に記載されている有機
高分子化合物、特開平６－３５１７４号公報に記載されている有機金属化合物又は無機金
属化合物を加水分解及び重縮合させて得られる金属酸化物からなる被覆層が好適に挙げら
れる。中でも、Ｓｉ（ＯＣＨ３）４、Ｓｉ（ＯＣ２Ｈ５）４、Ｓｉ（ＯＣ３Ｈ７）４、Ｓ
ｉ（ＯＣ４Ｈ９）４等のケイ素のアルコキシ化合物を用いるのが、原料が安価で入手しや
すい点で好ましい。
【０３２３】
＜下塗り層＞
　本発明の平版印刷版原版においては、必要に応じて、画像記録層と支持体との間に下塗
り層を設けることができる。
　下塗り層は、未露光部において、画像記録層の支持体からのはく離を生じやすくさせる
ため、機上現像性が向上する。また、赤外線レーザー露光の場合は、下塗り層が断熱層と
して機能することにより、露光により発生した熱が支持体に拡散せず効率よく利用される
ようになるため、高感度化が図れるという利点がある。
【０３２４】
　下塗り層用化合物としては、具体的には、特開平１０－２８２６７９号公報に記載され
ている付加重合可能なエチレン性二重結合反応基を有しているシランカップリング剤、特
開平２－３０４４４１号公報記載のエチレン性二重結合反応基を有しているリン化合物等
が好適に挙げられる。
　最も好ましい下塗り層用化合物としては、吸着性基、親水性基、及び架橋性基を有する
高分子樹脂が挙げられる。この高分子樹脂は、吸着性基を有するモノマー、親水性基を有
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するモノマー、及び架橋性基を有するモノマーを共重合してなることが好ましい。
【０３２５】
　下塗り層用の高分子樹脂は、親水性支持体表面への吸着性基を有することが好ましい。
親水性支持体表面への吸着性の有無に関しては、例えば、以下のような方法で判断できる
。
　試験化合物を易溶性の溶媒に溶解させた塗布夜を作製し、その塗布夜を乾燥後の塗布量
が３０ｍｇ／ｍ２となるように支持体上に塗布・乾燥させる。次に、試験化合物を塗布し
た支持体を、易溶性溶媒を用いて十分に洗浄した後、洗浄除去されなかった試験化合物の
残存量を測定して支持体吸着量を算出する。ここで残存量の測定は、残存化合物量を直接
定量してもよいし、洗浄液中に溶解した試験化合物量を定量して算出してもよい。化合物
の定量は、例えば、蛍光Ｘ線測定、反射分光吸光度測定、液体クロマトグラフィー測定な
どで実施できる。支持体吸着性がある化合物は、上記のような洗浄処理を行っても１ｍｇ
／ｍ２以上残存する化合物である。
【０３２６】
　親水性支持体の表面への吸着性基は、親水性支持体表面に存在する物質（例えば、金属
、金属酸化物）、或いは官能基（例えば、水酸基）と、化学結合（例えば、イオン結合、
水素結合、配位結合、分子間力による結合）を引き起こすことができる官能基である。吸
着性基は、酸基又はカチオン性基が好ましい。
　酸基は、酸解離定数（ｐＫａ）が７以下であることが好ましい。酸基の例は、フェノー
ル性水酸基、カルボキシル基、－ＳＯ３Ｈ、－ＯＳＯ３Ｈ、－ＰＯ３Ｈ２、－ＯＰＯ３Ｈ

２、－ＣＯＮＨＳＯ２－、－ＳＯ２ＮＨＳＯ２、－ＣＯＣＨ２ＣＯＣＨ３が挙げられる。
中でも、－ＯＰＯ３Ｈ２、及び－ＰＯ３Ｈ２が特に好ましい。またこれら酸基は、金属塩
であっても構わない。
　カチオン性基は、オニウム基であることが好ましい。オニウム基の例は、アンモニウム
基、ホスホニウム基、アルソニウム基、スチボニウム基、オキソニウム基、スルホニウム
基、セレノニウム基、スタンノニウム基、ヨードニウム基が挙げられる。中でも、アンモ
ニウム基、ホスホニウム基、及びスルホニウム基が好ましく、アンモニウム基、及びホス
ホニウム基が更に好ましく、アンモニウム基が最も好ましい。
【０３２７】
　下塗り層用化合物として好適な高分子樹脂を合成する際に用いられる、吸着性基を有す
るモノマーの特に好ましい例としては、下記一般式（Ｕ１）又は一般式（Ｕ２）で表され
る化合物が挙げられる。
【０３２８】
【化５９】

【０３２９】
　上記一般式（Ｕ１）及び（Ｕ２）中、Ｒ１、Ｒ２、及びＲ３は、各々独立に、水素原子
、ハロゲン原子、又は炭素原子数が１乃至６のアルキル基である。
　Ｒ１、Ｒ２、及びＲ３は、各々独立に、水素原子、又は炭素原子数が１乃至６のアルキ
ル基であることが好ましく、水素原子、又は炭素原子数が１乃至３のアルキル基であるこ
とが更に好ましく、水素原子、又はメチル基であることが最も好ましい。Ｒ２及びＲ３は
、水素原子であることが特に好ましい。
　Ｚは、親水性支持体表面に吸着する官能基であり、該吸着性の官能基については、前述
した通りである。
【０３３０】
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　一般式（Ｕ１）及び（Ｕ２）において、Ｌは、単結合、又は２価の連結基である。
　Ｌは、２価の脂肪族基（アルキレン基、置換アルキレン基、アルケニレン基、置換アル
ケニレン基、アルキニレン基、置換アルキニレン基）、２価の芳香族基（アリレン基、置
換アリレン基）、又は２価の複素環基であるか、或いはそれらと、酸素原子（－Ｏ－）、
硫黄原子（－Ｓ－）、イミノ（－ＮＨ－）、置換イミノ（－ＮＲ－、Ｒは脂肪族基、芳香
族基、又は複素環基）、又はカルボニル（－ＣＯ－）との組み合わせであることが好まし
い。
【０３３１】
　前記２価の脂肪族基は、環状構造又は分岐構造を有していてもよい。２価の脂肪族基の
炭素原子数は、１乃至２０が好ましく、１乃至１５が更に好ましく、１乃至１０が最も好
ましい。また、２価の脂肪族基は、不飽和脂肪族基よりも飽和脂肪族基の方が好ましい。
更に、２価の脂肪族基は、置換基を有していてもよく、その置換基の例は、ハロゲン原子
、ヒドロキシル基、芳香族基、複素環基が挙げられる。
　前記２価の芳香族基の炭素原子数は、６乃至２０が好ましく、６乃至１５が更に好まし
く、６乃至１０が最も好ましい。また、２価の芳香族基は、置換基を有していてもよく、
その置換基の例は、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、脂肪族基、芳香族基、複素環基が挙
げられる。
　前記２価の複素環基は、複素環として５員環又は６員環を有することが好ましい。また
、複素環に他の複素環、脂肪族環又は芳香族環が縮合していてもよい。２価の複素環基は
、置換基を有していてもよく、その置換基の例は、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、オキ
ソ基（＝Ｏ）、チオキソ基（＝Ｓ）、イミノ基（＝ＮＨ）、置換イミノ基（＝Ｎ－Ｒ、Ｒ
は脂肪族基、芳香族基又は複素環基）、脂肪族基、芳香族基、複素環基が挙げられる。
【０３３２】
　本発明において、Ｌは、複数のポリオキシアルキレン構造を含む二価の連結基であるこ
とが好ましい。ポリオキシアルキレン構造は、ポリオキシエチレン構造であることが更に
好ましい。言い換えると、Ｌは、－（ＯＣＨ２ＣＨ２）ｎ－（ｎは２以上の整数）を含む
ことが好ましい。
【０３３３】
　一般式（Ｕ１）において、Ｘは、酸素原子（－Ｏ－）、又はイミノ（－ＮＨ－）である
。Ｘは、酸素原子であることが更に好ましい。
【０３３４】
　一般式（Ｕ２）において、Ｙは炭素原子又は窒素原子である。Ｙ＝窒素原子でＹ上にＬ
が連結し四級ピリジニウム基になった場合、それ自体が吸着性を示すことからＺは必須で
はなく、Ｚが水素原子でもよい。
【０３３５】
　以下に、一般式（Ｕ１）又は一般式（Ｕ２）で表される代表的な化合物の例を示す。
【０３３６】
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【化６０】

【０３３７】
　下塗り層用化合物として好適な高分子樹脂は親水性基を有することが好ましく、この親
水性基としては、例えば、ヒドロキシ基、カルボキシル基、カルボキシレート基、ヒドロ
キシエチル基、ポリオキシエチル基、ヒドロキシプロピル基、ポリオキシプロピル基、ア
ミノ基、アミノエチル基、アミノプロピル基、アンモニウム基、アミド基、カルボキシメ
チル基、スルホン酸基、リン酸基等が好適に挙げられる。中でも、高親水性を示すスルホ
ン酸基が好ましい。
【０３３８】
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　スルホン酸基を有するモノマーの具体例としては、メタリルオキシベンゼンスルホン酸
，アリルオキシベンゼンスルホン酸，アリルスルホン酸、ビニルスルホン酸、ｐ－スチレ
ンスルホン酸、メタリルスルホン酸、アクリルアミドｔ－ブチルスルホン酸、２－アクリ
ルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（３－アクリロイルオキシプロピル）ブチル
スルホン酸のナトリウム塩、アミン塩が挙げられる。中でも、親水性能及び合成の取り扱
いから、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸ナトリウム塩が好ましい。
　これらは下塗り層用化合物として好適な高分子樹脂を合成する際に好適に用いられる。
【０３３９】
　本発明における下塗り層用の高分子樹脂は架橋性基を有することが好ましい。架橋性基
によって画像部との密着の向上が得られる。下塗り層用の高分子樹脂に架橋性を持たせる
ためには、エチレン性不飽和結合等の架橋性官能基を高分子の側鎖中に導入したり、高分
子樹脂の極性置換基と対荷電を有する置換基とエチレン性不飽和結合を有する化合物で塩
構造を形成させたりして導入することができる。
【０３４０】
　分子の側鎖中にエチレン性不飽和結合を有するポリマーの例としては、アクリル酸又は
メタクリル酸のエステル又はアミドのポリマーであって、エステル又はアミドの残基（－
ＣＯＯＲ又は－ＣＯＮＨＲのＲ）がエチレン性不飽和結合を有するポリマーを挙げること
ができる。
【０３４１】
　エチレン性不飽和結合を有する残基（上記Ｒ）の例としては、－（ＣＨ２）ｎＣＲ１＝
ＣＲ２Ｒ３、－（ＣＨ２Ｏ）ｎＣＨ２ＣＲ１＝ＣＲ２Ｒ３、－（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｎＣＨ

２ＣＲ１＝ＣＲ２Ｒ３、－（ＣＨ２）ｎＮＨ－ＣＯ－Ｏ－ＣＨ２ＣＲ１＝ＣＲ２Ｒ３、－
（ＣＨ２）ｎ－Ｏ－ＣＯ－ＣＲ１＝ＣＲ２Ｒ３、及び－（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）２－Ｘ（式中
、Ｒ１～Ｒ３はそれぞれ、水素原子、ハロゲン原子又は炭素数１～２０のアルキル基、ア
リール基、アルコキシ基若しくはアリールオキシ基を表し、Ｒ１とＲ２又はＲ３とは互い
に結合して環を形成してもよい。ｎは、１～１０の整数を表す。Ｘは、ジシクロペンタジ
エニル残基を表す。）を挙げることができる。
　エステル残基の具体例としては、－ＣＨ２ＣＨ＝ＣＨ２（特公平７－２１６３３号公報
に記載されている。）、－ＣＨ２ＣＨ２Ｏ－ＣＨ２ＣＨ＝ＣＨ２、－ＣＨ２Ｃ（ＣＨ３）
＝ＣＨ２、－ＣＨ２ＣＨ＝ＣＨ－Ｃ６Ｈ５、－ＣＨ２ＣＨ２ＯＣＯＣＨ＝ＣＨ－Ｃ６Ｈ５

、－ＣＨ２ＣＨ２ＮＨＣＯＯ－ＣＨ２ＣＨ＝ＣＨ２、及び－ＣＨ２ＣＨ２Ｏ－Ｘ（式中、
Ｘはジシクロペンタジエニル残基を表す。）が挙げられる。
　アミド残基の具体例としては、－ＣＨ２ＣＨ＝ＣＨ２、－ＣＨ２ＣＨ２Ｏ－Ｙ（式中、
Ｙはシクロヘキセン残基を表す。）、－ＣＨ２ＣＨ２ＯＣＯ－ＣＨ＝ＣＨ２が挙げられる
。
　下塗り層用の高分子樹脂の架橋性基を有するモノマーとしては、上記架橋性基を有する
アクリル酸又はメタクリル酸のエステル又はアミドが好適である。
【０３４２】
　下塗り層用の高分子樹脂中の架橋性基の含有量（ヨウ素滴定によるラジカル重合可能な
不飽和二重結合の含有量）は、高分子樹脂１ｇ当たり、好ましくは０．１～１０．０ｍｍ
ｏｌ、より好ましくは１．０～７．０ｍｍｏｌ、最も好ましくは２．０～５．５ｍｍｏｌ
である。この範囲で、良好な感度と汚れ性の両立、及び良好な保存安定性が得られる。
【０３４３】
　下塗り層用の高分子樹脂は、質量平均分子量が５０００以上であるのが好ましく、１万
～３０万であるのがより好ましく、また、数平均分子量が１０００以上であるのが好まし
く、２０００～２５万であるのがより好ましい。多分散度（質量平均分子量／数平均分子
量）は、１．１～１０であるのが好ましい。
　下塗り層用の高分子樹脂は、ランダムポリマー、ブロックポリマー、グラフトポリマー
等のいずれでもよいが、ランダムポリマーであるのが好ましい。
【０３４４】
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　下塗り用の高分子樹脂は単独で用いても２種以上を混合して用いてもよい。
　下塗り層用塗布液は、上記下塗り用の高分子樹脂を有機溶媒（例えば、メタノール、エ
タノール、アセトン、メチルエチルケトンなど）及び／又は水に溶解して得られる。
　下塗り層用塗布液には、赤外線吸収剤を含有させることもできる。
　下塗り層用塗布液を支持体に塗布する方法としては、公知の種々の方法を用いることが
できる。例えば、バーコーター塗布、回転塗布、スプレー塗布、カーテン塗布、ディップ
塗布、エアナイフ塗布、ブレード塗布、ロール塗布等を挙げることができる。
　下塗り層の塗布量（固形分）は、０．１～１００ｍｇ／ｍ２であるのが好ましく、１～
３０ｍｇ／ｍ２であるのがより好ましい。
【０３４５】
＜印刷方法＞
　以下、本発明の平版印刷版原版における画像記録層が機上現像可能な場合の印刷方法に
ついて、説明する。
　本発明の印刷方法は、前述の本発明の平版印刷版原版を画像様に露光する工程と、露光
後の平版印刷版原版になんらの現像処理を施すことなく、印刷インキと湿し水とを供給し
て印刷する印刷工程と、を有し、該印刷工程の途上において平版印刷版原版の未露光部分
が除去されることを特徴とする。
　以下、本発明の印刷方法について詳細に説明する。
【０３４６】
　本発明において画像様の露光に用いられる光源としては、レーザーが好ましい。本発明
に用いられるレーザーは、特に限定されないが、波長７６０～１２００ｎｍの赤外線を照
射する固体レーザー及び半導体レーザー、２５０～４２０ｎｍの光を照射する半導体レー
ザーなどが好適に挙げられる。
　赤外線レーザーに関しては、出力は１００ｍＷ以上であることが好ましく、１画素当た
りの露光時間は２０マイクロ秒以内であるのが好ましく、また照射エネルギー量は１０～
３００ｍＪ／ｃｍ２であるのが好ましい。２５０～４２０ｎｍの光を照射する半導体レー
ザーにおいては、出力は０．１ｍＷ以上であることが好ましい。いずれのレーザーにおい
ても、露光時間を短縮するためマルチビームレーザーデバイスを用いるのが好ましい。
【０３４７】
　露光された平版印刷版原版は、印刷機の版胴に装着される。
　なお、レーザー露光装置付きの印刷機の場合は、平版印刷版原版を印刷機の版胴に装着
したのち画像様に露光される。
【０３４８】
　平版印刷版原版を赤外線レーザー等で画像様に露光した後、湿式現像処理工程等の現像
処理工程を経ることなく印刷インキと湿し水とを供給して印刷すると、画像記録層の露光
部においては、露光により硬化した画像記録層が、親油性表面を有する印刷インキ受容部
を形成する。一方、未露光部においては、供給された湿し水及び／又は印刷インキによっ
て、未硬化の画像記録層が溶解又は分散して除去され、その部分に親水性の表面が露出す
る。その結果、湿し水は露出した親水性の表面に付着し、印刷インキは露光領域の画像記
録層に着肉して印刷が開始される。
【０３４９】
　ここで、最初に版面に供給されるのは、湿し水でもよく、印刷インキでもよいが、湿し
水が除去された画像記録層の構成成分によって汚染されることを防止する点で、最初に印
刷インキを供給するのが好ましい。湿し水及び印刷インキとしては、通常の平版印刷用の
湿し水と印刷インキが用いられる。
　このようにして、平版印刷版原版はオフセット印刷機上で機上現像され、そのまま多数
枚の印刷に用いられる。
【０３５０】
　なお、本発明の平版印刷版原版が前述のような機上現像可能なものではなく、湿式現像
処理工程等の現像処理工程を要する態様の場合には、前述の露光工程と、印刷工程との間
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に、現像処理を行う。
　本発明に適用される現像処理は、画像記録層によって決定されるが、本発明の平版印刷
版原版は下記に示す現像処理を施されることが好ましい。
【０３５１】
（現像処理）
　本発明において好適に用いられる現像液は、ｐＨが２～１０の水溶液である。例えば、
水単独又は水を主成分（水を６０質量％以上含有）とする水溶液が好ましく、特に、一般
的に公知な湿し水と同様組成の水溶液、界面活性剤（アニオン系、ノニオン系、カチオン
系等）を含有する水溶液や、水溶性高分子化合物を含有する水溶液が好ましい。特に、界
面活性剤と水溶性高分子化合物の両方を含有する水溶液が好ましい。現像液のｐＨは、よ
り好ましくは３～８、更に好ましくは４～６．９の弱酸性である。
　上記現像液に含有することができる成分について、下記に詳述する。
【０３５２】
　現像液に用いられるアニオン系界面活性剤としては、脂肪酸塩類、アビエチン酸塩類、
ヒドロキシアルカンスルホン酸塩類、アルカンスルホン酸塩類、ジアルキルスルホコハク
酸塩類、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩類、分岐鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩類
、アルキルナフタレンスルホン酸塩類、アルキルフェノキシポリオキシエチレンプロピル
スルホン酸塩類、ポリオキシエチレンアルキルスルホフェニルエーテル塩類、Ｎ－メチル
－Ｎ－オレイルタウリンナトリウム類、Ｎ－アルキルスルホコハク酸モノアミド二ナトリ
ウム塩類、石油スルホン酸塩類、硫酸化ヒマシ油、硫酸化牛脂油、脂肪酸アルキルエステ
ルの硫酸エステル塩類、アルキル硫酸エステル塩類、ポリオキシエチレンアルキルエーテ
ル硫酸エステル塩類、脂肪酸モノグリセリド硫酸エステル塩類、ポリオキシエチレンアル
キルフェニルエーテル硫酸エステル塩類、ポリオキシエチレンスチリルフェニルエーテル
硫酸エステル塩類、アルキル燐酸エステル塩類、ポリオキシエチレンアルキルエーテル燐
酸エステル塩類、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル燐酸エステル塩類、スチ
レン－無水マレイン酸共重合物の部分ケン化物類、オレフィン－無水マレイン酸共重合物
の部分ケン化物類、ナフタレンスルホン酸塩ホルマリン縮合物類等が挙げられる。これら
の中でも、ジアルキルスルホコハク酸塩類、アルキル硫酸エステル塩類、及びアルキルナ
フタレンスルホン酸塩類が特に好ましく用いられる。
【０３５３】
　また、現像液に用いられるカチオン系界面活性剤としては、特に限定されず、従来公知
のものを用いることができる。例えば、アルキルアミン塩類、第四級アンモニウム塩類、
ポリオキシエチレンアルキルアミン塩類、ポリエチレンポリアミン誘導体が挙げられる。
【０３５４】
　現像液に用いられるノニオン系界面活性剤としては、ポリエチレングリコール型の高級
アルコールエチレンオキサイド付加物、アルキルフェノールエチレンオキサイド付加物、
脂肪酸エチレンオキサイド付加物、多価アルコール脂肪酸エステルエチレンオキサイド付
加物、高級アルキルアミンエチレンオキサイド付加物、脂肪酸アミドエチレンオキサイド
付加物、油脂のエチレンオキサイド付加物、ポリプロピレングリコールエチレンオキサイ
ド付加物、ジメチルシロキサン－エチレンオキサイドブロックコポリマー、ジメチルシロ
キサン－（プロピレンオキサイド－エチレンオキサイド）ブロックコポリマー等や、多価
アルコール型のグリセロールの脂肪酸エステル、ペンタエリスリトールの脂肪酸エステル
、ソルビトール及びソルビタンの脂肪酸エステル、ショ糖の脂肪酸エステル、多価アルコ
ールのアルキルエーテル、アルカノールアミン類の脂肪酸アミド等が挙げられる。
　これらノニオン性界面活系剤は、単独でも、２種以上を混合して用いてもよい。本発明
においては、ソルビトール及び／又はソルビタン脂肪酸エステルのエチレンオキサイド付
加物、ポリプロピレングリコールエチレンオキサイド付加物、ジメチルシロキサン－エチ
レンオキサイドブロックコポリマー、ジメチルシロキサン－（プロピレンオキサイド－エ
チレンオキサイド）ブロックコポリマー、多価アルコールの脂肪酸エステルがより好まし
い。
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【０３５５】
　また、水に対する安定な溶解性或いは混濁性の観点から、本発明における現像液に使用
するノニオン系界面活性剤としては、ＨＬＢ（Ｈｙｄｏｒｏｐｈｉｌｅ－Ｌｉｐｏｐｈｉ
ｌｅ　Ｂａｌａｎｃｅ）値が、６以上であることが好ましく、８以上であることがより好
ましい。更に、現像液中に含有するノニオン性界面活性剤の比率は、０．０１～１０質量
％が好ましく、０．０１～５質量％がより好ましい。
　またアセチレングリコール系とアセチレンアルコール系のオキシエチレン付加物、フッ
素系、シリコン系等の界面活性剤も同様に使用することができる。
　本発明における現像液に使用する界面活性剤としては、抑泡性の観点から、ノニオン性
界面活性剤が特に好適である。
【０３５６】
　また、本発明における現像液に用いられる水溶性高分子化合物としては、大豆多糖類、
変性澱粉、アラビアガム、デキストリン、繊維素誘導体（例えば、カルボキシメチルセル
ロース、カルボキシエチルセルロース、メチルセルロース等）及びその変性体、プルラン
、ポリビニルアルコール及びその誘導体、ポリビニルピロリドン、ポリアクリルアミド及
びアクリルアミド共重合体、ビニルメチルエーテル／無水マレイン酸共重合体、酢酸ビニ
ル／無水マレイン酸共重合体、スチレン／無水マレイン酸共重合体などが挙げられる。
【０３５７】
　上記大豆多糖類は、公知ものが使用でき、例えば市販品として商品名ソヤファイブ（不
二製油（株）製）があり、各種グレードのものを使用することができる。好ましく使用で
きるものは、１０質量％水溶液の粘度が１０～１００ｍＰａ／ｓｅｃの範囲にあるもので
ある。
【０３５８】
　上記変性澱粉も、公知のものが使用でき、トウモロコシ、じゃがいも、タピオカ、米、
小麦等の澱粉を酸又は酵素等で１分子当たりグルコース残基数５～３０の範囲で分解し、
更にアルカリ中でオキシプロピレンを付加する方法等で作ることができる。
【０３５９】
　水溶性高分子化合物は２種以上を併用することもできる。水溶性高分子化合物の現像液
中における含有量は、０．１～２０質量％が好ましく、より好ましくは０.５～１０質量
％である。
【０３６０】
　また、本発明における現像液には、有機溶剤を含有してもよい。含有可能な有機溶剤と
しては、例えば、脂肪族炭化水素類（ヘキサン、ヘプタン、”アイソパーＥ、Ｈ、Ｇ”（
エッソ化学（株）製）或いはガソリン、灯油等）、芳香族炭化水素類（トルエン、キシレ
ン等）、或いはハロゲン化炭化水素（メチレンジクロライド、エチレンジクロライド、ト
リクレン、モノクロルベンゼン等）や、極性溶剤が挙げられる。
【０３６１】
　極性溶剤としては、アルコール類（メタノール、エタノール、プロパノール、イソプロ
パノール、ベンジルアルコール、エチレングリコールモノメチルエーテル、２－エトキシ
エタノール、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノヘキ
シルエーテル、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノ
エチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、ポリエチレングリコールモ
ノメチルエーテル、ポリプロピレングリコール、テトラエチレングリコール、エチレング
リコールモノブチルエーテル、エチレングリコールモノベンジルエーテル、エチレングリ
コールモノフェニルエーテル、メチルフェニルカルビノール、ｎ－アミルアルコール、メ
チルアミルアルコール等）、ケトン類（アセトン、メチルエチルケトン、エチルブチルケ
トン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン等）、エステル類（酢酸エチル、酢酸
プロピル、酢酸ブチル、酢酸アミル、酢酸ベンジル、乳酸メチル、乳酸ブチル、エチレン
グリコールモノブチルアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート
、ジエチレングリコールアセテート、ジエチルフタレート、レブリン酸ブチル等）、その
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他（トリエチルフォスフェート、トリクレジルホスフェート、Ｎ－フェニルエタノールア
ミン、Ｎ－フェニルジエタノールアミン等）等が挙げられる。
【０３６２】
　また、上記有機溶剤が水に不溶な場合は、界面活性剤等を用いて水に可溶化して使用す
ることも可能であり、現像液に、有機溶剤を含有する場合は、安全性、引火性の観点から
、溶剤の濃度は４０質量％未満が望ましい。
【０３６３】
　本発明における現像液には上記の他に、防腐剤、キレート化合物、消泡剤、有機酸、無
機酸、無機塩などを含有することができる。
【０３６４】
　防腐剤としては、フェノール又はその誘導体、ホルマリン、イミダゾール誘導体、デヒ
ドロ酢酸ナトリウム、４－イソチアゾリン－３－オン誘導体、ベンゾイソチアゾリン－３
－オン、ベンズトリアゾール誘導体、アミジングアニジン誘導体、四級アンモニウム塩類
、ピリジン、キノリン、グアニジン等の誘導体、ダイアジン、トリアゾール誘導体、オキ
サゾール、オキサジン誘導体、ニトロブロモアルコール系の２－ブロモ－２－ニトロプロ
パン－１，３ジオール、１，１－ジブロモ－１－ニトロ－２－エタノール、１，１－ジブ
ロモ－１－ニトロ－２－プロパノール等が好ましく使用できる。
【０３６５】
　キレート化合物としては、例えば、エチレンジアミンテトラ酢酸、そのカリウム塩、そ
のナトリウム塩；ジエチレントリアミンペンタ酢酸、そのカリウム塩、そのナトリウム塩
；トリエチレンテトラミンヘキサ酢酸、そのカリウム塩、そのナトリウム塩、ヒドロキシ
エチルエチレンジアミントリ酢酸、そのカリウム塩、そのナトリウム塩；ニトリロトリ酢
酸、そのナトリウム塩；１－ヒドロキシエタン－１，１－ジホスホン酸、そのカリウム塩
、そのナトリウム塩；アミノトリ（メチレンホスホン酸）、そのカリウム塩、そのナトリ
ウム塩などのような有機ホスホン酸類或いはホスホノアルカントリカルボン酸類を挙げる
ことができる。上記キレート剤のナトリウム塩、カリウム塩の代りに有機アミンの塩も有
効である。
【０３６６】
　消泡剤としては一般的なシリコン系の自己乳化タイプ、乳化タイプ、ノニオン系界面活
性剤のＨＬＢが５以下等の化合物を使用することができる。シリコン消泡剤が好ましい。
　その中で乳化分散型及び可溶化等がいずれも使用できる。
【０３６７】
　有機酸としては、クエン酸、酢酸、蓚酸、マロン酸、サリチル酸、カプリル酸、酒石酸
、リンゴ酸、乳酸、レブリン酸、ｐ－トルエンスルホン酸、キシレンスルホン酸、フィチ
ン酸、有機ホスホン酸などが挙げられる。有機酸は、そのアルカリ金属塩又はアンモニウ
ム塩の形で用いることもできる。
【０３６８】
　無機酸及び無機塩としては、リン酸、メタリン酸、第一リン酸アンモニウム、第二リン
酸アンモニウム、第一リン酸ナトリウム、第二リン酸ナトリウム、第一リン酸カリウム、
第二リン酸カリウム、トリポリリン酸ナトリウム、ピロリン酸カリウム、ヘキサメタリン
酸ナトリウム、硝酸マグネシウム、硝酸ナトリウム、硝酸カリウム、硝酸アンモニウム、
硫酸ナトリウム、硫酸カリウム、硫酸アンモニウム、亜硫酸ナトリウム、亜硫酸アンモニ
ウム、硫酸水素ナトリウム、硫酸ニッケルなどが挙げられる。
【０３６９】
　上記の現像液は、露光された平版印刷版原版の現像液及び現像補充液として用いること
ができ、後述の自動処理機に適用することが好ましい。自動処理機を用いて現像する場合
、処理量に応じて現像液が疲労してくるので、補充液又は新鮮な現像液を用いて処理能力
を回復させてもよい。本発明においてもこの補充方式が好ましく適用される。
【０３７０】
　本発明におけるｐＨ２～１０の水溶液による現像処理は、現像液の供給手段及び擦り部
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材を備えた自動処理機により好適に実施することができる。自動処理機としては、例えば
、画像記録後の平版印刷版原版を搬送しながら擦り処理を行う、特開平２－２２００６１
号、特開昭６０－５９３５１号各公報に記載の自動処理機や、シリンダー上にセットされ
た画像記録後の平版印刷版原版を、シリンダーを回転させながら擦り処理を行う、米国特
許５１４８７４６号、同５５６８７６８号、英国特許２２９７７１９号に記載の自動処理
機等が挙げられる。中でも、擦り部材として、回転ブラシロールを用いる自動処理機が特
に好ましい。
【０３７１】
　本発明に好ましく使用できる回転ブラシロールは、画像部の傷つき難さ、更には、平版
印刷版原版の支持体の腰の強さ等を考慮して適宜選択することができる。上記回転ブラシ
ロールとしては、ブラシ素材をプラスチック又は金属のロールに植え付けて形成された公
知のものが使用できる。例えば、特開昭５８－１５９５３３号公報や、特開平３－１００
５５４号公報記載のものや、実公昭６２－１６７２５３号公報に記載されているような、
ブラシ素材を列状に植え込んだ金属又はプラスチックの溝型材を芯となるプラスチック又
は金属のロールに隙間なく放射状に巻き付けたブラシロールが使用できる。
【０３７２】
　また、ブラシ素材としては、プラスチック繊維（例えば、ポリエチレンテレフタレート
、ポリブチレンテレフタレート等のポリエステル系、ナイロン６．６、ナイロン６．１０
等のポリアミド系、ポリアクリロニトリル、ポリ（メタ）アクリル酸アルキル等のポリア
クリル系、及び、ポリプロピレン、ポリスチレン等のポリオレフィン系の合成繊維）を使
用することができ、例えば、繊維の毛の直径は、２０～４００μｍ、毛の長さは、５～３
０ｍｍのものが好適に使用できる。
　更に、回転ブラシロールの外径は、３０～２００ｍｍが好ましく、版面を擦るブラシの
先端の周速は、０．１～５ｍ／ｓｅｃが好ましい。
　また、回転ブラシロールは、２本以上の複数本用いることが好ましい。
【０３７３】
　本発明に用いる回転ブラシロールの回転方向は、本発明の平版印刷版原版の搬送方向に
対し、同一方向であっても、逆方向であってもよいが、２本以上の回転ブラシロールを使
用する自動処理機の場合は、少なくとも１本の回転ブラシロールが、同一方向に回転し、
少なくとも１本の回転ブラシロールが、逆方向に回転することが好ましい。これにより、
非画像部の画像記録層の除去が、更に確実となる。更に、回転ブラシロールを、ブラシロ
ールの回転軸方向に揺動させることも効果的である。
【０３７４】
　なお、現像処理の際の現像液の温度は、任意の温度で使用できるが、好ましくは１０℃
～５０℃である。
【０３７５】
　なお、本発明において、擦り処理後の平版印刷版を、引き続いて、水洗、乾燥処理、不
感脂化処理することも任意に可能である。不感脂化処理では、公知の不感脂化液を用いる
ことができる。
【０３７６】
　本発明の平版印刷版原版を製版する際には、必要に応じ、露光前、露光中、露光から現
像までの間に、全面を加熱してもよい。このような加熱により、画像記録層中の画像形成
反応が促進され、感度や耐刷性の向上や感度の安定化といった利点が生じ得る。更に、画
像強度・耐刷性の向上を目的として、現像後の画像に対し、全面後加熱若しくは全面露光
を行うことも有効である。通常現像前の加熱は１５０℃以下の穏和な条件で行うことが好
ましい。温度が高すぎると、非画像部迄がかぶってしまう等の問題を生じる。現像後の加
熱には非常に強い条件を利用する。通常は２００～５００℃の範囲である。温度が低いと
十分な画像強化作用が得られず、高すぎる場合には支持体の劣化、画像部の熱分解といっ
た問題を生じる。
【０３７７】
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　以上の現像処理等を行うことで得られた平版印刷版はオフセット印刷機に掛けられ、多
数枚の印刷に用いられる。
【０３７８】
　ここで、印刷時、版上の汚れ除去のため使用するプレートクリーナーとしては、従来知
られているＰＳ版用プレートクリーナーが使用され、例えば、ＣＬ-１、ＣＬ-２、ＣＰ、
ＣＮ-４、ＣＮ、ＣＧ-１、ＰＣ-１、ＳＲ、ＩＣ（富士フイルム株式会社製）等が挙げら
れる。
【実施例】
【０３７９】
以下、実施例により本発明を詳細に説明するが、本発明はこれらに限定されるものではな
い。
【０３８０】
〔合成例１：特定高分子化合物（Ｐ－１）の合成〕
　コンデンサー、攪拌器を取り付けた５００ｍｌフラスコに、１－メトキシ－２－プロパ
ノール：１６０．０１ｇ入れ、窒素気流下、７０℃まで加熱した。ジエチレングリコール
モノメチルエーテル：９４．１１ｇ、メタクリル酸：４３．０５ｇ、Ｖ－６０１：２．３
０３ｇの１－メトキシ－２－プロパノール：１６０．０１ｇ溶液を２．５時間かけて滴下
した。滴下終了後、２時間、７０℃で撹拌した後、Ｖ－６０１：１．１５１ｇを加え、９
０℃まで昇温し、更に２時間攪拌した。室温まで反応溶液を冷却した後、グリシジルメタ
クリレート：８０ｇ、ｐ－メトキシフェノール：０．４３２ｇ、テトラエチルアンモニウ
ムブロミド：２．１７１ｇを加え、再び９０℃まで加熱し、８時間攪拌し、特定高分子化
合物Ｐ－１を得た。
【０３８１】
　得られた特定高分子化合物Ｐ－１を、ポリスチレンを標準物質としたゲルバミエーショ
ンクロマトグラフィー法（ＧＰＣ）により、質量平均分子量を測定した結果、１００，０
００であり、正常に重合が行われていることが確認された。また、酸価滴定の結果、カル
ボキシル基が残存していないことが確認された。更に、高分子反応によりメタクリル基が
側鎖に導入されたことが、ＮＭＲスペクトルより確認された。
【０３８２】
〔合成例２：特定高分子化合物（Ｐ－２）の合成〕
　コンデンサー、攪拌器を取り付けた５００ｍｌフラスコに、１－メトキシ－２－プロパ
ノール：１５６．２８ｇ入れ、窒素気流下、７０℃まで加熱した。メタクリル酸メチル：
５０．０６ｇ、ジエチレングリコールモノメチルエーテル：７５．２９ｇ、メタクリル酸
：８．６１ｇ、Ｖ－６０１：１．３８２ｇの１－メトキシ－２－プロパノール：１５６．
２８ｇ溶液を２．５時間かけて滴下した。滴下終了後、２時間、７０℃で撹拌した後、Ｖ
－６０１：１．１５１ｇを加え、９０℃まで昇温し、更に２時間攪拌した。室温まで反応
溶液を冷却した後、グリシジルメタクリレート：１５．６４ｇ、ｐ－メトキシフェノール
：０．２９９２ｇ、テトラエチルアンモニウムブロミド：１．４９６ｇを加え、再び９０
℃まで加熱し、８時間攪拌し、特定高分子化合物Ｐ－２を得た。
【０３８３】
　得られた特定高分子化合物Ｐ－２を、ポリスチレンを標準物質としたゲルバミエーショ
ンクロマトグラフィー法（ＧＰＣ）により、質量平均分子量を測定した結果、２００，０
００であり、正常に重合が行われていることが確認された。また、酸価滴定の結果、カル
ボキシル基が残存していないことが残存していないことが確認された。
【０３８４】
〔合成例３～８：特定高分子化合物Ｐ－３～Ｐ－８の合成〕
　前述の合成例１、２と同様の方法を用い、仕込みモノマー種、組成比を変えて、下記表
１に記載の特定高分子化合物Ｐ－３～Ｐ－８を合成した。
　これらの特定高分子化合物Ｐ－３～Ｐ－８の重量平均分子量を、合成例１、２と同様の
方法で測定した。



(101) JP 5247261 B2 2013.7.24

【０３８５】
　前述の合成例により得られた特定高分子化合物Ｐ－１～Ｐ－８、及び比較用高分子化合
物Ｃ－１～Ｃ－３の構造、並びにそれらの重量平均分子量を下記表１及び表２に示す。
　なお、表１及び表２中の各構成単位の下に記載の数字は重合モル比である。
【０３８６】
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【０３８７】
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【表２】

【０３８８】
［実施例１～１６、及び比較例１～５］
１．平版印刷版原版の作製
（１）支持体の作製
　厚み０．３ｍｍのアルミニウム板（材質ＪＩＳ　Ａ　１０５０）の表面の圧延油を除去
するため、１０質量％アルミン酸ソーダ水溶液を用いて５０℃で３０秒間、脱脂処理を施
した後、毛径０．３ｍｍの束植ナイロンブラシ３本とメジアン径２５μｍのパミス－水懸
濁液（比重１．１ｇ／ｃｍ３）を用いアルミニウム表面を砂目立てして、水でよく洗浄し
た。この板を４５℃の２５質量％水酸化ナトリウム水溶液に９秒間浸漬してエッチングを
行い、水洗後、更に６０℃で２０質量％硝酸に２０秒間浸漬し、水洗した。この時の砂目
立て表面のエッチング量は約３ｇ／ｍ２であった。
【０３８９】
　次に、６０Ｈｚの交流電圧を用いて連続的に電気化学的な粗面化処理を行った。このと
きの電解液は、硝酸１質量％水溶液（アルミニウムイオンを０．５質量％含む）、液温５
０℃であった。交流電源波形は、電流値がゼロからピークに達するまでの時間ＴＰが０．
８ｍｓｅｃ、ｄｕｔｙ比１：１、台形の矩形波交流を用いて、カーボン電極を対極として
電気化学的な粗面化処理を行った。補助アノードにはフェライトを用いた。電流密度は電
流のピーク値で３０Ａ／ｄｍ２、補助陽極には電源から流れる電流の５％を分流させた。
　硝酸電解における電気量はアルミニウム板が陽極時の電気量１７５Ｃ／ｄｍ２であった
。その後、スプレーによる水洗を行った。
【０３９０】
　次に、塩酸０．５質量％水溶液（アルミニウムイオンを０．５質量％含む）、液温５０
℃の電解液にて、アルミニウム板が陽極時の電気量５０Ｃ／ｄｍ２の条件で、硝酸電解と
同様の方法で、電気化学的な粗面化処理を行い、その後、スプレーによる水洗を行った。
　そして、この板に１５質量％硫酸（アルミニウムイオンを０．５質量％含む）を電解液
として電流密度１５Ａ／ｄｍ２で２．５ｇ／ｍ２の直流陽極酸化皮膜を設けた後、水洗、
乾燥して支持体（１）を作製した。
【０３９１】
＜支持体Ａの作製＞
　非画像部の親水性を確保するため、前記支持体（１）に１．５質量％３号ケイ酸ソーダ
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水溶液を用いて７０℃で１２秒間、シリケート処理を施した。蛍光Ｘ線測定装置（理学電
気工業（株）製、ＰＩＸ３０００）でＳｉ量を定量すると、Ｓｉの付着量は６ｍｇ／ｍ２

であった。その後、水洗して、支持体（２）を得た。この支持体（２）の中心線平均粗さ
（Ｒａ）を直径２μｍの針を用いて測定したところ、０．５１μｍであった。
【０３９２】
　上記支持体（２）上に、下記下塗り液を乾燥塗布量が８ｍｇ／ｍ２になるよう塗布して
、以下の実験に用いる支持体Ａを作製した。
【０３９３】
〔下塗り液〕
・下記の下塗り層用化合物（１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０１７ｇ
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．００ｇ
・蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．００ｇ
【０３９４】
【化６１】

【０３９５】
＜支持体Ｂの作製＞
　非画像部の親水性を確保するため、前記支持体（１）に２．５質量％３号ケイ酸ソーダ
水溶液を用いて７０℃で１３秒間、シリケート処理を施した。蛍光Ｘ線測定装置（理学電
気工業（株）製、ＰＩＸ３０００）でＳｉ量を定量すると、Ｓｉの付着量は１０ｍｇ／ｍ
２であった。その後、水洗して、支持体（３）を得た。この支持体（３）の中心線平均粗
さ（Ｒａ）を直径２μｍの針を用いて測定したところ、０．５１μｍであった。
【０３９６】
　上記支持体（３）上に、前記下塗り液（１）を乾燥塗布量が８ｍｇ／ｍ２になるよう塗
布して、以下の実験に用いる支持体Ｂを作製した。
【０３９７】
（２）画像記録層の形成
　下塗り層を有する表３記載の支持体に、下記組成の画像記録層塗布液（１）をバー塗布
した後、１００℃６０秒でオーブン乾燥し、乾燥塗布量１．０ｇ／ｍ２の画像記録層を形
成した。
　画像記録層塗布液（１）は、下記感光液（１）及びミクロゲル液（１）を塗布直前に混
合し攪拌することにより得た。
【０３９８】
〔感光液（１）〕
・表３に記載の特定高分子化合物又は比較用高分子化合物（固形分換算）　０．１６２ｇ
・下記の赤外線吸収剤（１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３０ｇ
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・下記の重合開始剤（１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１６２ｇ
・重合性化合物（アロニックスＭ２１５、東亞合成（株）製）　　　　　　０．３８５ｇ
・パイオニンＡ－２０（竹本油脂（株）製）　　　　　　　　　　　　　　０．０５５ｇ
・下記の感脂化剤（１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０４４ｇ
・下記のフッ素系界面活性剤（１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．００８ｇ
・メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０９１ｇ
・１－メトキシ－２－プロパノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．６０９ｇ
【０３９９】
【化６２】

【０４００】
〔ミクロゲル液（１）〕
・下記の通り合成したミクロゲル（１）　　　　　　　　　　　　　　　　２．６４０ｇ
・蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．４２５ｇ
【０４０１】
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（ミクロゲル（１）の合成）
　油相成分として、トリメチロールプロパンとキシレンジイソシアナート付加体（三井武
田ケミカル（株）製、タケネートＤ－１１０Ｎ）１０ｇ、ペンタエリスリトールトリアク
リレート（日本化薬（株）製、ＳＲ４４４）３．１５ｇ、及びパイオニンＡ－４１Ｃ（竹
本油脂（株）製）０．１ｇを酢酸エチル１７ｇに溶解した。水相成分としてＰＶＡ－２０
５の４質量％水溶液４０ｇを調製した。油相成分及び水相成分を混合し、ホモジナイザー
を用いて１２，０００ｒｐｍで１０分間乳化した。得られた乳化物を、蒸留水２５ｇに添
加し、室温で３０分攪拌後、５０℃で３時間攪拌した。このようにして得られたミクロゲ
ル液の固形分濃度を、１５質量％になるように蒸留水を用いて希釈した。平均粒径は０．
２μｍであった。
【０４０２】
（３）保護層の形成
　上記画像記録層上に、更に下記組成の保護層塗布液（１）をバー塗布した後、１２０℃
、６０秒でオーブン乾燥し、乾燥塗布量０．１５ｇ／ｍ２の保護層を形成して平版印刷版
原版を得た。
【０４０３】
〔保護層塗布液（１）〕
・下記の通り調製した無機質層状化合物分散液（１）　　　　　　　　　　　　１．５ｇ
・ポリビニルアルコール６質量％水溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５５ｇ
　　（日本合成化学工業（株）製ＣＫＳ５０、スルホン酸変性、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ケン化度９９モル％以上、重合度３００）
・ポリビニルアルコール６質量％水溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３ｇ
　　（（株）クラレ製ＰＶＡ－４０５、ケン化度８１．５モル％、重合度５００）
・界面活性剤１質量％水溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．６０ｇ
　　（日本エマルジョン（株）製、エマレックス７１０）
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．０ｇ
【０４０４】
（無機質層状化合物分散液（１）の調製）
　イオン交換水１９３．６ｇに合成雲母ソマシフＭＥ－１００（コープケミカル（株）製
）６．４ｇを添加し、ホモジナイザーを用いて平均粒径（レーザー散乱法）が３μｍにな
るまで分散した。得られた分散粒子のアスペクト比は１００以上であった。
【０４０５】
２．平版印刷版原版の評価
　得られた平版印刷版原版を赤外線半導体レーザー搭載の富士フイルム（株）製Ｌｕｘｅ
ｌ　ＰＬＡＴＥＳＥＴＴＥＲ　Ｔ－６０００IIIにて、外面ドラム回転数１０００ｒｐｍ
、レーザー出力７０％、解像度２４００ｄｐｉの条件で露光した。露光画像にはベタ画像
及び２０μｍドットＦＭスクリーンの５０％網点チャートを含むようにした。
　得られた露光済み原版を現像処理することなく、（株）小森コーポレーション製印刷機
ＬＩＴＨＲＯＮＥ２６の版胴に取り付けた。Ｅｃｏｌｉｔｙ－２（富士フイルム（株）製
）／水道水＝２／９８（容量比）の湿し水とＶａｌｕｅｓ－Ｇ（Ｎ）墨インキ（大日本イ
ンキ化学工業（株）製）とを用い、ＬＩＴＨＲＯＮＥ２６の標準自動印刷スタート方法で
湿し水とインキとを供給して機上現像した後、毎時１００００枚の印刷速度で、特菱アー
ト（７６．５ｋｇ）紙に印刷を１００枚行った。
【０４０６】
（Ａ）機上現像性
　上記のように印刷を行い、画像記録層の未露光部の印刷機上での機上現像が完了し、非
画像部にインキが転写しない状態になるまでに要した印刷用紙の枚数を機上現像性として
計測した。これらの結果を表３に示す。
【０４０７】
（Ｂ）耐刷性
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　上述した機上現像性の評価を行った後、更に印刷を続けた。印刷枚数を増やしていくと
徐々に画像記録層が磨耗するため印刷物上のインキ濃度が低下した。印刷物におけるＦＭ
スクリーン５０％網点の網点面積率をグレタグ濃度計で計測した値が印刷１００枚目の計
測値よりも５％低下したときの印刷部数を刷了枚数として耐刷性を評価した。結果を表３
に示す。
【０４０８】
（Ｃ）経時後の機上現像性
　得られた平版印刷版原版を、４５℃相対湿度７５％に設定した恒温恒湿槽中に３日間放
置した後、上記と同様にして露光し、印刷して機上現像性を求めた。結果を表３に示す。
　上記（Ａ）の強制経時しない場合の機上現像枚数に近い枚数であるほど経時安定性が良
好であると判断できる。
【０４０９】
（Ｄ）耐傷性
　平版印刷版原版を上記の条件で露光し、そのベタ画像の露光部分を直径５．０ｍｍφの
ゴム針を持つ引掻き試験機にて荷重を変えて引掻きを行い、その後、上記の条件で機上現
像を行い、印刷物上で引掻いた部分で傷が付かなかった最大荷重を求めて行った。結果を
表３に示す。
【０４１０】
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【表３】

【０４１１】
　表３から明らかなように、実施例１～１６の平版印刷版原版は、比較例１～５の平版印
刷版原版に比べ、良好な耐刷性を維持しつつ、優れた機上現像性を有し、更に、経時安定
性に優ることが分かる。
　また、実施例１～１６の平版印刷版原版によれば、支持体表面のＳｉ原子の付着量に関
わらず、一定の対傷性を示すことが分かる。また、支持体表面のＳｉ原子の付着量が８ｍ
ｇ／ｍ２を超えていても、耐刷性が著しく低下しないことが分かる。
【０４１２】
［実施例１０１～１０８、及び比較例１０１～１０２］
１．平版印刷版原版の作製
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（１）支持体の作製
　厚み０．３ｍｍのアルミニウム板（材質ＪＩＳ　Ａ　１０５０）の表面の圧延油を除去
するため、１０質量％アルミン酸ソーダ水溶液を用いて５０℃で３０秒間、脱脂処理を施
した後、毛径０．３ｍｍの束植ナイロンブラシ３本とメジアン径２５μｍのパミス－水懸
濁液（比重１．１ｇ／ｃｍ３）を用いアルミニウム表面を砂目立てして、水でよく洗浄し
た。この板を４５℃の２５質量％水酸化ナトリウム水溶液に９秒間浸漬してエッチングを
行い、水洗後、更に６０℃で２０質量％硝酸に２０秒間浸漬し、水洗した。この時の砂目
立て表面のエッチング量は約３ｇ／ｍ２であった。
【０４１３】
　次に、６０Ｈｚの交流電圧を用いて連続的に電気化学的な粗面化処理を行った。このと
きの電解液は、硝酸１質量％水溶液（アルミニウムイオンを０．５質量％含む）、液温５
０℃であった。交流電源波形は、電流値がゼロからピークに達するまでの時間ＴＰが０．
８ｍｓｅｃ、ｄｕｔｙ比１：１、台形の矩形波交流を用いて、カーボン電極を対極として
電気化学的な粗面化処理を行った。補助アノードにはフェライトを用いた。電流密度は電
流のピーク値で３０Ａ／ｄｍ２、補助陽極には電源から流れる電流の５％を分流させた。
　硝酸電解における電気量はアルミニウム板が陽極時の電気量１７５Ｃ／ｄｍ２であった
。その後、スプレーによる水洗を行った。
【０４１４】
　次に、塩酸０．５質量％水溶液（アルミニウムイオンを０．５質量％含む）、液温５０
℃の電解液にて、アルミニウム板が陽極時の電気量５０Ｃ／ｄｍ２の条件で、硝酸電解と
同様の方法で、電気化学的な粗面化処理を行い、その後、スプレーによる水洗を行った。
　次に、この板に１５質量％硫酸（アルミニウムイオンを０．５質量％含む）を電解液と
して電流密度１５Ａ／ｄｍ２で２．５ｇ／ｍ２の直流陽極酸化皮膜を設けた後、水洗、乾
燥した。
　その後、非画像部の親水性を確保するため、２．５質量％３号ケイ酸ソーダ水溶液を用
いて７０℃で１２秒間、シリケート処理を施した。Ｓｉの付着量は１０ｍｇ／ｍ２であっ
た。その後、水洗して、支持体（１０１）を得た。この基板の中心線平均粗さ（Ｒａ）を
直径２μｍの針を用いて測定したところ、０．５１μｍであった。
【０４１５】
（２）下塗り層の形成
　次に、上記支持体（１０１）上に、下記下塗り液（１０１）を乾燥塗布量が２８ｍｇ／
ｍ２になるよう塗布して、下塗り層を設けた。
【０４１６】
〔下塗り層用塗布液（１０１）〕
・下記構造の下塗り層用化合物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１８ｇ
・ヒドロキシエチルイミノ二酢酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１０ｇ
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５．２４ｇ
・水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．１５ｇ
【０４１７】
【化６３】

【０４１８】
（３）画像記録層の形成
　上記のようにして形成された下塗り層上に、下記組成の画像記録層塗布液（１０１）を
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バー塗布した後、１００℃６０秒でオーブン乾燥し、乾燥塗布量１．０ｇ／ｍ２の画像記
録層を形成した。
　画像記録層塗布液（１０１）は下記感光液（１０１）及びミクロゲル液（１０１）を塗
布直前に混合し攪拌することにより得た。
【０４１９】
〔感光液（１０１）〕
・特定高分子化合物又は比較用高分子化合物　　　　　　　　　　表４に記載の種類と量
・赤外線吸収剤（１）〔下記構造〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３０ｇ
・重合開始剤（１）〔下記構造〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１６２ｇ
・重合性化合物：トリス（アクリロイルオキシエチル）イソシアヌレート　０．１９２ｇ
　　（ＮＫエステルＡ－９３００、新中村化学（株）製）
・低分子親水性化合物：
　　トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレート　　　　　　　　　０．０６２ｇ
・低分子親水性化合物（１）〔下記構造〕　　　　　　　　　　　　　　　０．０５０ｇ
・感脂化剤：ホスホニウム化合物（１）〔下記構造〕　　　　　　　　　　０．０５５ｇ
・感脂化剤：ベンジル－ジメチル－オクチルアンモニウム・ＰＦ６塩　　　０．０１８ｇ
・トリメチルグリシン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０１ｇ
・フッ素系界面活性剤（１）〔下記構造〕　　　　　　　　　　　　　　　０．００８ｇ
・メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０９１ｇ
・１－メトキシ－２－プロパノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．６０９ｇ
【０４２０】
〔ミクロゲル液（１０１）〕
・前述の通り合成したミクロゲル（１）　　　　　　　　　　　　　　　　２．６４０ｇ
・蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．４２５ｇ
【０４２１】
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【化６４】

【０４２２】
（４）保護層の形成
　上記のようにして形成された画像記録層上に、更に前述の組成の保護層塗布液（１）を
バー塗布した後、１２０℃６０秒でオーブン乾燥し、乾燥塗布量０．１５ｇ／ｍ２の保護
層を形成し、平版印刷版原版を得た。
【０４２３】
２．平版印刷版原版の評価
　得られた平版印刷版原版について、実施例１～１６、及び比較例１～５と同様にして、
（Ａ）機上現像性、（Ｂ）耐刷性、（Ｃ）経時後の機上現像性、及び（Ｄ）耐傷性の各評
価を行った。結果を表４に示す。
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【０４２４】
【表４】

【０４２５】
［実施例２０１～２０８、及び比較例２０１～２０２］
１．平版印刷版原版の作製
（１）画像記録層の形成
　前記画像記録層塗布液（１０１）を下記の画像記録層塗布液（２０１）に変更した以外
は、実施例１０１～１０８、及び比較例１０１～１０２と同様にして、平版印刷版原版を
得た。
【０４２６】
＜画像記録層塗布液（２０１）＞
・表５記載の特定高分子化合物又は比較用高分子化合物　　　　　　　　　　０．２４ｇ
・赤外線吸収剤（２）〔下記構造〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０５ｇ
・重合開始剤（１）〔前記構造〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２０ｇ
・重合性化合物（アロニックスＭ－２１５、東亜合成（株）製）　　　　　０．１９２ｇ
・低分子親水性化合物：ｎ－へプチルスルホン酸ナトリウム　　　　　　　　０．０５ｇ
・トリメチルグリシン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０１ｇ
・感脂化剤：ベンジル－ジメチル－オクチルアンモニウム・ＰＦ６塩　　　０．０１８ｇ
・感脂化剤：アンモニウム基含有ポリマー（１）〔下記構造〕　　　　　　０．０３５ｇ
　　（還元比粘度４４ｃＳｔ／ｇ／ｍｌ）
・フッ素系界面活性剤（１）〔前記構造〕　　　　　　　　　　　　　　　　０．１０ｇ
・メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８．０ｇ
【０４２７】
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【化６５】

【０４２８】
２．平版印刷版原版の評価
　得られた平版印刷版原版について、実施例１～１６、及び比較例１～５と同様にして、
（Ａ）機上現像性、（Ｂ）耐刷性、（Ｃ）経時後の機上現像性、及び（Ｄ）耐傷性の各評
価を行った。
【０４２９】
【表５】

【０４３０】
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　表４、及び表５から明らかなように、実施例１０１～２０８、及び実施例２０１～２０
８の平版印刷版原版は、実施例１～１６の平版印刷版原版と同様に、良好な耐刷性を維持
しつつ、優れた機上現像性を有し、更に、経時安定性に特に優れることが分かる。
　また、実施例１０１～２０８、及び実施例２０１～２０８の平版印刷版原版は、実施例
１～１６の平版印刷版原版よりも経時後の機上現像性に優れることが分かる。
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